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１  本策定委員会は市長の委嘱を受けて、平成 20年度から平成 24年

度までの「第四期長期計画調整計画案」の策定作業を平成 19年４

月より進めています。  

２  この「計画原案」は平成 19年８月に示した「討議要綱」に基づ

き、市議会各会派、教育委員会、市民会議委員との意見交換、分

野別市民団体及び職員からの意見を参考にして、本策定委員会が

取りまとめたものです。  

３  この「計画原案」に基づき、市議会全員協議会、市民会議委員

との意見交換、地区別市民ヒアリングを開いて、さらにご意見を

お聞きします。  

《地区別市民ヒアリング》  

 ・東部地区    １月 25日（金）商工会館市民会議室  

 ・中部地区    １月 30日（水）市役所 811会議室  

 ・西部地区    １月 31日（木）スイングビルスカイルーム  

※開催時間は、いずれも午後７時から午後９時までです。  

《市民会議委員との意見交換》１月 29日（火）市役所 802会議室  

※開催時間は午後６時半から午後８時半までです。  

４  以上の手続きやパブリックコメントを通じて意見を伺い、調整

計画案を策定し市長に提出します。市長はこれに所要の修正を加

え、平成 20年３月には「第四期長期計画調整計画」を策定するこ

とになります。  

①文書による意見提出は下記宛てに２月20日までにお願い致します。 

    〒 180－ 8777 武蔵野市緑町２－２－ 28 

武蔵野市役所企画政策室企画調整課気付  

武蔵野市第四期長期計画調整計画策定委員会  

②メールによる意見提出も可能です。  

E-mail  sec-kikaku@city.musashino.lg.jp 

③ いただいたご意見については個人情報を除き原則公開とします

ので、ご了解ください。  
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計画の位置付けと策定の方法  

（ １ ） 「 第 四 期 長 期 計 画 調 整

計画」の位置付け  

 武蔵野市は、市政の計画的運

営を図るため、昭和 46年から計

画期間を 10年（第二期、第三期

は 12年）とする基本構想の議決

に併せ、実行計画としての長期

計画を策定している。しかし、

10年という期間は長く、当初の

長期計画を策定したときには想

定し得なかった課題も生じる。

このような状況に対応し長期計

画の実効性を保つため、市政選

挙にあわせ、基本構想の枠組み

の中で、長期計画をベースに必

要な修正や施策を追加し改定す

るものが「調整計画」である。  

 「第四期長期計画」は、平成

16年 12月に議会の議決を受けて

定められた「武蔵野市第四期基

本構想」に併せて策定された計

画である。この度の調整計画は、

平成 17年の市長の交代や様々な

社会情勢の変化に対応すべく、

当初の予定より１年前倒しして

長期計画を調整するもので、調

整計画の計画期間は平成20年度か

ら平成24年度までの５か年である。 

（２）「第四期基本構想と長期

計画」の枠組み  

＜ 第四期基本構想とは＞  

基本構想とは、市の将来像や

基本的な理念を示すもので、地

方自治法において、全ての市町

村に策定が義務づけられている。

この基本構想を策定するには議

会の議決が必要とされる。第四

期基本構想では、武蔵野市の今

後 10年のまちづくりの目標とし

て、下記の３点を掲げている。   

・  都市の窓を開こう  

・  新しい家族を育てよう  

・  持続可能な社会をつくろう  

そして、その基本理念のもと、

「まちづくりの目標・個性を活

かした圏域ごとのまちづくり」

を掲げ、さらに、具体的な施策

の柱となる「施策の大綱」を記

載している。   

＜第四期長期計画とは＞  

長期計画は本市の場合、基本

構想の策定と併せて策定される

もので、市議会で議決された基

本構想の理念に基づいて、具体

的な施策や事業などを示した計

画期間 10年の計画である。長期

計画は財源に一定の裏づけをも
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つ前半５年間の実行計画と、将

来的に実施すべき事業として、

後半５年間の展望計画によって

構成されている。今回策定する

調整計画とは、第四期基本構想

の枠組み内で、長期計画を見直

しする計画である。  

 

（３）計画策定の方法と手順  

 調整計画案の策定にあたって

は、「市民が主役の市政」を標

榜する邑上市長の方針を受け、

より多くの市民の参加を得る目

的で、策定委員会設置に先立ち、

分野別市民会議を設けた。第四

期長期計画の５つの行政分野ご

とに公募市民が市民の視点から

論議を行い、その結果を提言書

としてまとめた。提言書の内容

は、これまで行政の視点からは

気づかなかった問題点や課題を

含んだものとなっており、多く

の点で調整計画原案に反映され

ている。  

策定委員会にも従来のように

学識経験者だけではなく、各分

野別市民会議より推薦された市

民委員を策定委員として加える

方式を採用した。策定委員会に

公募を通じた市民が参加するの

は、初の試みである。また、策

定委員会は原則公開で行われて

いるが、これも初の試みである。

この新たな策定方式を定着させ

るためには、市民、行政の意識

改革と理解が重要である。  

この調整計画案策定過程を通

してのお互いの成長こそが、今

後ますます盛んになる市民と市

との真の協働につながるものと

考えている。  

************ 

調 整 計 画 案 の 主 な 策 定 手 順

（今後の予定を含む）は以下の

とおりである。  

平成18年９月 市民会議設置 

策定委員会設置 
平成19年４月

市民会議提言書提出 

市長との意見交換 
平成19年６月

庁内推進本部へのヒアリング 

討議要綱完成 

討議要綱に対するパブリックコ

メント実施 

市議会各会派との意見交換 

平成19年８月

教育委員会との意見交換 

市長との意見交換 

庁内推進本部との意見交換 

市民会議委員との意見交換 
平成19年９月

分野別団体ヒアリング 

市長との意見交換 
平成19年12月

庁内推進本部との意見交換 

調整計画原案決定 

調整計画原案に対するパブリッ

クコメント実施 

市議会全員協議会 

庁内推進本部長との意見交換 

地区別市民ヒアリング 

平成20年１月

市民会議委員との意見交換 

平成20年２月 調整計画案決定、市長に提出 

平成20年３月 調整計画決定 
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Ⅰ  社会を取り巻く情勢の変化  

 

（１）地方分権の進展  

地方分権は国と地方の関係を

対等・協力関係へ大きく変え、

自治体の自立性を強化するもの

である。市民に対する責任も今

まで以上に問われると同時に、

自治体運営にはより一層高い経

営能力が求められている。  

また、三位一体の改革は市の

財政に変化をもたらしている。

本来、地方財政の強化をもたら

すべき改革が、武蔵野市のよう

な財政が比較的豊かな自治体に

とっては、逆に補助金の削減や

市民税収入の減少をもたらすこ

とにもなる。市の財政基盤の強

化を行う必要がある。  

 

（２）福祉・保健分野での制度

改正  

平成 17年から 18年にかけての

介護保険法改正や障害者自立支

援法施行など、国の制度改正が

行われた。また、平成 20年４月

からは後期高齢者医療制度もス

タートする。国が進める社会保

障制度改革の中で、一部の市民

の間で将来への不安や負担感が

高まっている。  

 

（３）環境問題の深刻化  

世界各地で、地球温暖化によ

る異常気象や都市のヒートアイ

ランド化に伴い、市民生活にも

影 響 が 出 始 め て い る 。 CO2な ど

の温室効果ガスの削減目標を定

めた「京都議定書」が平成 17年

２月に発効し、平成 20年から平

成 24年までの間に温室効果ガス

を平成２年のレベルから６％削

減させなければならない。武蔵

野市においても、環境に対する

負荷を軽減する施策をさらに強

化する必要がある。  

 

（４）都市防災対策の必要性の

高まり  

平成 16年 10月に発生した新潟

県中越地震や平成 19年７月の新

潟県中越沖地震など、自然災害

が目立つようになった。本市に

おいても、平成 17年９月の集中

豪雨では深刻な浸水被害が発生

した。今後、武蔵野市での自然

災害が起こるリスクに対し、さら

に一層の備えを行う必要がある。  
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（５）都市基盤の更新と慎重な

行財政運営の必要性  

武蔵野市は、上・下水道など

の都市基盤整備を早期に完成し

た。近年これらの都市基盤も老

朽化が進み、上・下水道、小中

学校、クリーンセンターなどの

施設に更新時期が迫っている。

さらに、文化施設、スポーツ施

設なども、大規模改修が必要な

時期に至っている。リニューア

ルには膨大な経費負担が見込ま

れるため、慎重な行財政運営が

必要である。  

 

（６）コミュニティに対する期

待の高まり  

家族の変容や超高齢社会の到

来などにより、地域の中で孤立

しがちな市民を見守る地域コミ

ュニティの役割に対する期待が

高まっている。一人暮らしや高

齢者世帯が増え、地域のつなが

りが薄れる中、地域住民が安全

感・安心感を持って暮らせるよ

うなコミュニティづくり、多様

な「居場所」づくりを求める声

も広がっている。  

 

（７）都市型居住の需要の増大  

武蔵野市も都市型居住の需要

の高まりや規制緩和などの影響

を受けている。市内においても

工場や社宅などの跡地でのマン

ション開発、あるいは公団の建

替えによって人口が増加した。

良好な居住環境づくりの体制整

備とともに、今後も予測される

大規模マンション開発に対する

備えが必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 7

Ⅱ  武蔵野市の現況と将来  

 

武 蔵 野 市 は 、 東 西 6.4km、 南

北 3.1kmの 中 に Ｊ Ｒ 中 央 線 の 駅

が３駅あり、しかも都

心に近いため住宅都市

という側面と、吉祥寺

という都内でも有数の

商業集積を持ったまち

という２つの側面を持

っており、生活しやす

い魅力のあるまちとし

て知られている。武蔵

野市に住みたいと評価する人も

多く、住宅地・商業地とも高い

付加価値を生んでいる。  

 

（ １）人口  

武蔵野市の人口は、昭和 39年

５月に初めて 13万人台になって

以来、安定していたが、緑町公

団や桜堤公団の大規模団地建替

えにともない人口が一時減少し、

平成９年には 13万人を割った。

しかし、平成 10年以降、徐々に

人口は回復に向かい、特に大規

模団地の建替え完了に伴う戻り

入居や、企業などの社宅や工場

移転跡地に大規模なマンション  

が建つなどして、平成 16年から

は急速な伸びを示し平成 19年 12

月 １ 日 現 在 で 、 13万 4,420人 に

達している。  

本市の人口の特徴として、単

身世帯が多いことが挙げられる。

平 成 19年 12月 1日 現 在 で 、 平 均

世帯人員は 1.92人であり、これ

は全国で最低である。また、本

市は、人口の純移動率が 20歳前

後の世代で非常に高く、若者の

転出入が多いのも特徴で、単身

世帯数の多さの原因の一つでも

ある。また、このことも影響し

て、平成 18年の合計特殊出生率

は平成 17年の 0.77よりは上昇し

たものの、全国平均の 1.32と比

較すると依然 0.89と低く、多摩

地域では最低の数値である。  

さらに特徴としてあげられる
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のは、人口密度の高さである。

平成 17年国勢調査によると、人

口 密 度 は １ ㎢ あ た り に １ 万

2,816人 が 住 ん で い る 過 密 状 態

で、 23区を除けば蕨市に次いで

全国第２位となっている。また、

吉祥寺という繁華街や多くの企

業・大学等を抱えているため昼

間 人 口 指 数 が 112と 高 い こ と も

特徴としてあげられる。  

高齢化は着実に進んでお

り、平成 19年 12月１日現在

の市の人口に占める 65歳以

上の高齢者の割合は 18.7％

に達している。この数字は

全国平均の 20.0％には及ば

ないものの、徐々に高まり

つつある。  

武蔵野市の将来人口推計

によると、今後いくつかの

大規模なマンション建設が予定

されていることから、平成 29年

には人口は約 14万人に達し、そ

の後は緩やかに減少していくこ

とが見込まれている。  

こ う し た 中 で 、 65 歳 以 上 の

高齢者の割合はますます高くな

り、本調整計画最終年度にあた

る平成 24年度中には 21.2％とな

ることが予想される。 75歳以上

の 高 齢 者 の 割 合 も 9.5％

から 11.1％に増加するこ

とが見込まれる。高齢者

の単独世帯、高齢者夫婦

のみの世帯の増加も予測

されており、平成 22年に

は 、 そ れ ぞ れ 約 6,000世

帯 、 約 5,300世 帯 に 増 え

ることが見込まれる。  
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乳 幼 児 人 口 の 将 来 見 通 し  

一方、０歳から４歳までの人

口は、大規模なマンションの完

成による市内へのファミリー層

の転入等による一時的、あるい

は局所的な増加も考えられるが、

全体の傾向としては今後も引き

続き減少が見込まれる。  

（２）土地利用  

平成 14年に都が実施した土地

利用現況調査によれば、本市の

区 域 面 積 1,073haの う ち 、 「 公

共系、商業系、住宅系、工業系、

農業系」の面積は 723.56haあり、

67.4 ％ を 占 め て い る 。 一 方 、

「空地等、農地等及び河川等」

の面積は 349.44haで、 32.6％を

占めている。  

前回実施した平成９年からの

変化を見てみると、「公共系、

商業系、住宅系」の面積が増えた

一方で、「工業系、農業系、空

地等、道路等、農地等」の面積

が減少しており、住宅系などへ

の土地利用が進行した。特に住

宅 系 で は 0.4ポ イ ン ト の 増 加 、

逆に工業系で 0.4ポイント、農業

系 で 0.2ポ イ ン ト 減 少 し て い る 。  

 今後の本市の土地利

用については、都市型

居住のニーズが弱まら

ない限り、これまでの

傾向が続くと考えられ、

「工業系、農業系、空

地 等 、 道 路 等 、 農 地

等」などが住居系に変

わっていく可能性が高

いと考えられる。大型

マンションの開発や大規模店舗

開発など、まちの変化に対する

方針を確立する必要がある。  

 

（ ３）産業  

農業については、農家数 84戸、

農 業 従 事 者 数 は 227人 と 年 々 そ

の数が減ってきている。また、

農 地 面 積 も 34.75haと 漸 減 状 況

にあり、自己用住宅や駐車場、

共同住宅などに転用が行われて

いる。  



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 10

工業については、本市の製造

品出荷額は全国的にも低く、そ

の額は平成 12年から平成 16年に

かけてマイナス 90％の大きな落

ち込みを示している。従業者が

100人 を 超 え る 事 業 所 数 は １ か

所のみで、そのほとんどは従業

者 50人未満の小規模な工場であ

る。本市の住宅地という特性を

考慮すれば、大規模工場の誘致

などは現実的ではない。しかし、

消費するだけではなく、新たな

創造があってまちは活性化する。

そのため、今後はコンテンツ産

業の育成などが必要と考えられ

る。  

商 業 に つ い て は 、 従 業 者 数

100人 を 超 え る 事 業 所 は わ ず か

0.5％ に す ぎ ず 、 そ の 半 数 以 上

は従業者４人以下の小規模な事

業所であり、その数は年々減っ

てきている。小売業の販売額で

見 る と 本 市 は 年 間 約 3,000億 円

の売り上げがあり、全国の自治

体の中でも高い水準にあるが、

そ の う ち 2,000億 円 は 吉 祥 寺 商

圏で得られたもので、残りが他

の路線商店街などにより得られ

たものといえる。一般の路線商

店街は高齢化、後継者不足など

さまざまな問題を抱え、厳しい

状況に直面しており、市内の商

店会の数は平成 17年現在で 52あ

るが、この数も年々減少してい

る と と も に 、 空 き 店 舗 の 数 も

「市内商店会空店舗実態調査」

によれば増加していることが分

かる。  

また、立川の急激な発展、三

鷹駅南口や武蔵小金井駅周辺の

開発など、近隣都市との競争が

強まる中、吉祥寺についてはグ

ランドデザインを踏まえ早急な

対策が必要である。また、三鷹

駅南北での大規模開発の影響や、

武蔵境のＪＲ中央線高架化に伴

う影響など、この調整計画期間

中の４～５年の間に、三駅圏と

もまちの激しい変化が予想され、

今後早急に対策を講じる必要が

ある。  
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Ⅲ  第 四 期 長 期 計 画 の 取 組 み の

状況  

 

第四期長期計画で「まちづく

りの現状と課題、新たな視点」

（ 『 基 本 構 想 ・ 長 期 計 画 2005-

2014』 44-51ペ ー ジ ） に あ げ ら

れた９つの課題への取組み施策

は、以下のとおりである。  

 

（１）人的サービスの質と倫理性 

対人サービスの質の向上を実

現する上で何より主眼に置くべ

きは個人の尊厳を最大限尊重す

ることである。  

「個人の尊厳」を基本理念の

一つに掲げる福祉総合計画を平

成 18年３月に策定した。  

障がい者福祉について、平成

18年 10月、障害者就労支援セン

ター「あいる」を設置した。障

がい者の個々のニーズに応じた

就労面や生活面の支援を一体的

に行い、自立及び社会参加の促

進を図っている。  

子ども・教育分野においては、

平 成 17年 ４ 月 に 教 育 支 援 セ ン

ターが、既存の相談支援機関を

統合し、開設された。不登校の

児童・生徒への支援に重点を置

き、家庭への訪問・学校への支

援を積極的に実施し、一人ひと

りの子どもの持つ力を伸ばす教

育サポートを行っている。  

 

（２）市民パートナーシップの意義 

少子高齢化の進展や三位一体

の改革の影響により、市の財政

状況は厳しくなっている。多様

化・高度化する市民ニーズに応

えていくためには、市と市民、

事業者などの役割分担のあり方

を再検討し、行政と市民の協働

を推進していくことが求められ

る。  

「保健・医療・福祉の増進」

「環境保全」「まちづくりの推

進」などの分野で協働が進捗し

た。  

平成 19年３月、ＮＰＯ・市民

活動団体、ボランティア団体な

どの活動の促進や協働の推進に

向 け た 市 の 基 本 姿 勢 や 施 策 を

「武蔵野市ＮＰＯ活動促進基本

計画」にまとめた。  

平成 19年９月には、ＮＰＯ・

市民活動団体が出会い、相互の

連携をとり、行政との協働を円
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滑に推進するため、市役所内に

「市民協働サロン」を設置した。  

 

（３）健全な財政運営  

武蔵野市の行財政改革を着実

に推進するため、中期的な行財

政運営の基本方針として、「第

二次武蔵野市行財政改革を推進

するための基本方針」を、また、

この基本方針の取組事項のうち、

集中的に改革を要する取組事項

の実行計画として「武蔵野市行

財政集中改革プラン」を策定し

た。  

これを受け、有識者と公募市

民で構成する「事務事業・補助

金見直し委員会」を設置し、事

務事業・補助金の点検を行った。

今後、市の方針を定め、事務事

業・補助金の見直しを進める。  

市ホームページ上のバナー広

告や滞納処理の強化により、歳

入を確保する対策も進めた。  

事務事業の見直しも進め、積

極的に民間委託や指定管理者制

度を導入して歳出削減を進めて

いる。  

職員定数については、第三次

職員定数適正化計画、及び平成

19年度を初年度とする第四次職

員定数適正化計画に基づき、着

実に定数の削減に努めている。  

 

（４）安全・安心のまちづくり  

身近に起こる犯罪の質の変化、

近年発生する大規模な自然災害

など、日常生活における安全・

安心に不安を持つ市民が増えて

いる。市民の安全は警察や消防

のみならず、行政と市民の協働、

コミュニティの活性化によって

確保される。  

本市では、ホワイトイーグル

の増車やブルーキャップによる

見 回 り の 強 化 、 市 民 安 全 パ ト

ロール隊の増員など、様々な形

で安全の確保を進めてきた。   

震災などの災害から市民を守

る拠点として、平成 19年７月、

防災安全センターを開設した。  

地域防災力の向上のため、自

主防災組織同士の連携を進めた。  

災害時要援護者支援事業を試

行した。  

 

（５）コミュニティと都市間交流 

武蔵野市では、昭和 46年のコ

ミュニティ構想に基づき、全国
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に先駆けて市民主導のコミュニ

ティづくりが行われてきた。  

平成 14年４月に施行された武

蔵野市コミュニティ条例に基づ

き、第三者の目でコミュニティ

協議会を評価するコミュニティ

評価委員会が設置され、平成 16

年３月の第一期評価に続き、平

成 18年３月、第二期評価委員会

による評価報告書が作成された。  

 市民生活に関わる様々な課題

を共有するため、市とコミュニ

ティ協議会の共催により「市民

と市長のタウンミーティング」

を平成 18年１月から２年をかけ

て 全 て の コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会

（コミュニティセンター）にお

いて開催した。  

 第四期基本構想の、都市は単

立できないという考えに基づき、

本市では、互いのよいところを

学びあう趣旨で、都市・国際交

流事業を展開している。  

市民を主体とする事業展開を

行うため、市民提案・企画型の

国内交流体制の構築に向けて研

究を開始した。  

 

 

（６）高齢者・障がい者への支援 

高齢者福祉分野では、平成 17

年の介護保険法改正に伴い、既

存の在宅介護支援センターに併

設されるかたちで、平成 18年４

月地域包括支援センターを市内

３か所に設置した。また、平成

17年 10月に、市内６か所目とな

る在宅介護支援センターが吉祥

寺本町に開所した。同施設は、

市独自のミニデイサービス・緊

急一時ショートステイ事業を一

体的に実施する多機能型複合施

設である。  

 障がい者福祉分野においては、

平成 18年度に障害者自立支援法

が施行され、障がい者に対する

サービス体系が大きく変化した。

自立支援給付及び地域生活支援

事業が創設され、障がい別にか

かわらず必要なサービスを利用

できるようになった。  

 

（７）家族と教育  

 少子化による子ども数の減少

のなかで、未来を担う子どもた

ちのために、子育て支援や教育

環境の充実を図ることは重要で

ある。子育てや子どもの育ちに
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ついての不安や悩みの相談窓口

である、子育てＳＯＳ支援セン

ターや教育支援センターの相談

体制を強化した。  

平成 17年３月に第二次子ども

プラン武蔵野を策定し、家庭や

家族の役割を重視した事業の拡

充を図った。  

子どもたちが、自由な遊びの

経験の中から、冒険心や自立心、

生きる力を身につけていけるよ

う、境冒険遊び場公園の整備を

進め、ミニプレーパーク事業を

開催した。  

グローバル化が急速に進んで

いる現在、子どもたちの言語教

育の充実が必要である。日本語

能力の向上、考える力や表現す

る力を育むことを目的に、「子

ども文芸賞」を創設した。  

 

（８）家族に対する男女の責任  

男女共同参画社会を目指し、

「むさしのヒューマン・ネット

ワークセンター」の体制強化を

図り、市民及び団体の自主的な

活動とネットワーク化を進めた。  

第二次男女共同参画計画の策

定のため、平成 19年８月には、

男女共同参画推進市民会議を設

置した。  

子育て世代が、仕事時間と生

活時間のバランスの取れた多様

な働き方を選択できるよう、次

世代育成支援対策推進法を受け、

第二次子どもプラン武蔵野を策

定した。保育所定員の弾力化や、

私立幼稚園への支援を通じた預

かり保育の推進を図り、多様な

働き方に対応する保育サービス

の拡充に努めた。  

 

（９）環境形成とまちづくり  

CO 2等 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 抑

制対策として、市は平成 12年３

月 に Ｉ Ｓ Ｏ 14001の 認 証 を 取 得

し、市役所組織全体の事業活動

に伴う温室効果ガス排出量の抑

制に取り組んだ。また、平成 18

年度からはクリーンセンターに

お い て CO2排 出 削 減 対 策 工 事 を

開始した。  

家 庭 の CO2排 出 抑 制 策 の 一 環

として、太陽光発電設備の設置

に対する助成に加えて、平成 19

年度から家庭用燃料電池コージ

ェネレーションシステム及び住

宅用高効率給湯器の設置に対す
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る助成を開始した。  

新エネルギーの導入について

は、市立小学校等に太陽光パネ

ルを設置した。平成 16年度には

小学校では世界初の燃料電池を

大野田小学校に設置した。   

省エネルギーの推進について

は、ムーバス等公共交通機関の

整備などにより、温室効果ガス

の発生抑制を推進している。   

森 林 等 に よ る CO2の 吸 収 源 の

確保については、大木・シンボ

ルツリー 2000計画を推進し、屋

上緑化などにより、吸収源の確

保に務めている。  

これとあわせ、ごみ排出削減

にも積極的に取り組んだ。  

一日に一人が出す、家庭ごみ、

資源物の量に着目し、「武蔵野

ご み チ ャ レ ン ジ 700グ ラ ム キ ャ

ンペーン」を行い、ごみ減量へ

向けた取組みを行っている。  

市内の緑は徐々に減少しつつ

ある。豊かな自然環境を保全育

成するために、仙川リメイク事

業を進めたほか、公園用地の取

得など緑を次の世代へ残すため

の取組みを行った。  

「農業ふれあい公園」「境冒

険遊び場公園」など生活に根ざ

した個性的な公園づくりを進め、

快適な都市環境づくりに取り組

んでいる。  

公共施設の適切な維持管理を

計画的に行うため、学校改築計

画、下水道総合計画の策定に着

手した。  
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『 武 蔵 野 市 民 意 識 調 査 報 告 書 』 の 結 果 （ 報 告 書 67ペ ー ジ よ り 抜 粋 ）

（平成 19年 ６月実施）  

ニーズ得点 

下 図 の 散 布 図 は 【 満 足 度 】 を 横 軸 に 、 【 重 要 度 】 を 縦 軸 に 23項 目

の 位 置 を 描 い た も の で あ る 。 図 の 左 下 に 位 置 す る ほ ど 重 要 度 が 低 く

満 足 度 も 低 い 項 目 で あ る こ と を 、 逆 に 、 図 の 右 上 に 位 置 す る も の ほ

ど 重 要 度 が 高 く 満 足 度 も 高 い 項 目 で あ る こ と を 意 味 し て い る 。 ま

た 、 左 上 に 位 置 す る も の は 、 重 要 度 が 高 く 満 足 度 の 低 い 項 目 で あ る

ことから、【ニーズ得点】の高い項目であるといえる。  

散 布 図 に お い て 、 左 上 （ 重 要 度 が 高 く 、 満 足 度 が 低 い ） に 位 置 す

る の は 〔 自 転 車 対 策 の 推 進 〕 や 〔 環 境 負 荷 が 少 な い ま ち づ く り 〕 、

〔 駅 周 辺 の 整 備 〕 、 〔 小 ・ 中 学 校 教 育 の 充 実 〕 、 〔 行 財 政 改 革 の 推

進〕などであり、これらはニーズ得点の高い項目である。一方、  

〔 ご み 減 量 の 促 進 〕 、 〔 安 全 な 市 民 生 活 の 確 保 〕 、 〔 上 ・ 下 水 道 の

再 整 備 〕 、 〔 高 齢 者 福 祉 の 推 進 〕 、 〔 子 ど も 施 策 の 充 実 〕 は 、 右 上

（ 重 要 度 が 高 く 、 満 足 度 も 高 い ） に 位 置 し 、 ニ ー ズ が あ る 程 度 満 た

されている項目であることがわかる。  

 

 
           図  散 布 図 （満足度・重要度）  
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環境負荷が少ないまちづくり

緑化の推進と水辺空間の整備

生涯学習の推進・市民文化の発展

産業の振興

ごみ減量の促進

小・中学校教育の充実

安全な市民生活の確保

青少年施策の充実

子ども施策の充実

健康増進施策の充実

地域ごとの特色あるまちづくり

住宅政策の推進

交通システムや道路環境の整備

自転車対策の推進

高齢者福祉の推進

障害者福祉の推進

都市交流・国際交流の推進

駅周辺の整備
上・下水道の再整備

行財政改革の推進

情報化の推進
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第２章 

調整計画の 

基本的な考え方 
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Ⅰ  調 整 計 画 全 体 に 関 わ る 基 本

的な視点  

 

 第１章にみた、社会情勢の変

化、これまでの市政の進捗から

判断して、本調整計画の策定に

あたって留意すべき基本的な視

点として、以下の３点があげら

れよう。  

 その第一は、武蔵野市も本格

的な成熟期に入ったという認識

である。  

 人口を見ても、経済を見ても、

財政を見ても、かつてのような

右肩あがりの傾向から、マクロ

には安定成長が定着したといえる。

このような構造のもとにありな

がら、他方で少子高齢化への対

応など、行政需要は減るどころ

か増大している。行政の一層の

簡素化・効率化とあわせて、市

民の課題解決能力を高め、さら

に協働を促進する視点を大胆に

導入する必要がある。  

具体的には、今後ますます多

様化する市民ニーズに対して、

新たに都市基盤や施設を「つく

る」前に、既存の都市基盤や施

設を有効に「使う」「保つ」こ

とを考え、「施設づくり重視」

から「サービス内容重視」へと

発想を転換することが求められ

る。さらに、市と市民の協働を

促進するための共通のルールづ

くりも必要となっている。  

比較的豊かな財政力に支えら

れた武蔵野市は、環境づくりや

社会資本形成に努め、全国のモ

デルとされるまちづくりを進め

てきたが、この段階で、一度立

ち止まり、長期的な視野から将

来の都市像や都市づくりの戦略

について広く議論を起こすべき

である。このような視点を、市

民と行政で共有することは、武

蔵野市の将来発展への意欲を創

出するに違いない。  

この段階での市政運営をさら

に難しくしているのは、 60年前

の市制施行後の初期に整備され

た都市基盤設備や施設が、大規

模修繕や再整備の時期を迎えよ

うとしていることである。都市

リニューアルの時代に向けて、

財源確保の方策、新しい事業執

行のあり方を視野に入れる必要

がある。  
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 第二は、リスク回避や持続可

能性（サステナビリティ）の視

点の重要性である。  

 これは様々なレベルで重要性

を持つ。まず、個人のレベルの

リスク回避・持続可能性とは、

誰もが安心して住み続けられる

支援の必要性である。  

暮らしの豊かさやゆとりが語

られる武蔵野市でも、高齢化や

所得格差の進行、子育て不安、

いじめや不登校の発生などによ

り、地域社会の日常に疎外や孤

立を感じる市民が見出される。

それが少数であっても、思いや

りと公共性の原点に立ち返り、

自助、共助、公助のバランスを

取りながら、社会的支援、ミニ

マムな生活保障などセーフティ

ネットの仕組みを整備する必要

がある。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 コミュニティのレベルでのリ

スク回避・持続可能性の課題に

は、災害発生などの非常時への

準備、「安全・安心」な地域づ

くり（防犯の確立）などがある。  

さらに、あらゆる世代の健康・

保健の増進、次世代を担う市民

の育成、良好な住環境の維持、

ごみ減量化の推進などは、武蔵

野市が将来にわたって持続して

発展していくための必須の条件

であり、今後とも重点的な課題

として取り組む必要がある。  

 もう一段マクロな観点からの

リスク回避や持続可能性の確保

も大きな課題となっている。近

年世界的に関心が高まっている

地球温暖化への対応もその一つ

である。  

武蔵野市民の生活も広く開か

れており、近年の気象変動の影

響からも様々な問題に直面して

いる。逆に市民生活が環境に及

ぼす影響も無視できない。「地

球規模で考え、身の回りから行

動 を 起 こ す (Think Globally, 

Act Locally)」といわれるよう

に、市域を越えたグローバルな

視点に立って行動を起こすこと

共 助  

公 助  自 助  
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が求められている。  

武蔵野市がこれまで進めてき

た都市・国際交流もこうした観

点から再定義し、推進していく。

平和という視点も重要性を増し

ている。武蔵野市は地域から国

へ、地域から世界に広がる視野

を取り込みつつ、先進的な施策

に取り組むべきである。  

 第三の視点は、 21世紀におけ

る新たな都市像の創造という積

極的な課題である。  

 武蔵野市とその近辺には、多

くの大学や研究機関が立地して

い る 。 ま た 、 多 様 な コ ミ ュ ニ

ティ活動・生涯学習活動が幅広

い市民の手によって進められて

いる。その一方で、都内でも屈

指の商業集積を有する吉祥寺に

は、アニメやデザインなど、知

識情報産業を中心とする高度な

企業活動が見出される。  

 豊かな文化活動を展開するま

ち、落ち着いた住宅街でありつ

つ若者で賑わうまちという稀な

特性は、武蔵野市の貴重な財産

である。この特性を活かして、

知的に成熟した武蔵野市が、こ

れからどのような産業・文化の

発信地としてさらに発展してい

くのかは全国の注目の的になっ

ている。  

「武蔵野プレイス（仮称）」

の完成がこの調整計画期間中に

見込まれるが、これをひとつの

バネとして新しい都市文化の創

造を目指し、次世代志向ビジネ

スや文化産業を象徴する代表的

都市としての発展を図ることが

課題である。  

 分権と地域間競争の時代を迎

えて、都市政策においても次世

代に向けての活性化戦略が大き

な比重を持ちつつある。活性化

資源を市民と行政が協働しなが

ら、お互いの知恵と創造力をも

って評価し、明確な方針を立案

し、活用していくことが強く望

まれる。  
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Ⅱ  調整計画の重点課題  

 

（１）「支えられ感」を生み出

す地域福祉  

少子高齢化が進むなかで行政

においても様々な対応を進め市

民生活を支えているが、他方で

地域社会の役割がこれまで以上

に重要となってきている。地域

社会とは何より高齢者や子育て

家庭をはじめ多様な人々が生活

する場所であり、普段の生活の

なかでの人と人のつながりや支

えあいが最も重要な資源である。  

支えあいのネットワークが重

層的に重なり、支援を必要とす

る市民一人ひとりを包み込むよ

うに地域社会が発展するならば、

高齢者や子育て家庭は孤立する

ことなく、自立しつつ支えられ

ることが可能となる。そのため

には、地域の様々な施設が単に

サービスを提供するのみならず、

ニーズのある市民を支え、「頼

りとされる」場所となるように

真摯に取り組み、「地域の福祉

力」を高めていく。  

孤立しがちな高齢者や障がい

者を支援するために、災害時要

援護者対策の事業など、地域を

巻き込んだ取組みを拡充する。

さらに、何らかの病気や障がい

などを抱えていても生活してい

ける地域福祉を実現するには身

近なところでの在宅医療の支援

がなくてはならない。  

市民が年齢や状態にかかわら

ず、住み慣れた地域で、本人の

意思に基づいてその人らしい生

活を続けられるように支援し、

ライフサイクルを視野において、

連続的かつ体系的に支援するよ

う努める必要がある。市は「地

域リハビリテーション」の実現

を理念として掲げ、保健・医療

・介護・福祉・教育など、あら

ゆる組織や人が連携し、体系的

かつ実効性の高い事業を総合的

に実施していく。  

子育て家庭についても、現在

実施している様々な市の事業や

施策を有機的につなぎ、０歳か

ら 18歳までの子どもの成長に即

した連続性のある支援を行うよ

う事業の見直しも行いながら整

備を進める。それと同時に、地

域の子育て家庭の身近な交流活

動が広がるように促しつつ、施
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設を活用した地域子育て事業を

展開し、地域の子育て力を高め

る。  

具体的には、緊急性の高い子

育て支援施設の整備・サービス

拡充を図り、コミセン親子ひろ

ばや保育所などを使った子育て

家庭のグループづくり、子育て

を支援する人のネットワークづ

くりに一層力を入れて取り組む。

これらの課題については、第三

次子どもプラン武蔵野の策定の

際に具体化を図る必要がある。  

 

（２）武蔵野プレイス（仮称）

の開館を契機とした新たな市民

文化の創造  

人づくりは、学校教育のみな

らず生涯を通した市民の学びの

課題である。武蔵野市には、市

民の生涯学習、文化創造の施設

として、図書館、市民会館、武

蔵野市民文化会館、芸能劇場、

武蔵野公会堂、吉祥寺シアター、

吉祥寺美術館、松露庵、スイン

グ ホ ー ル 、 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン

ターなどがある。また、武蔵野

市には豊富な人的資源と文化活

動の実績がある。これらを横断

的有機的につなげ、市民文化の

創造と発信に向けて、その基礎

となる生涯学習の体系を再点検

し、市が行う生涯学習事業の目

的と内容を明らかにし、施設の

再編成も含めた総合計画を練り

あげることが望まれる。  

 平成 22年度末の完成に向け、

生涯学習機能を持つ新しい融合

型施設として整備される「武蔵

野プレイス（仮称）」は、武蔵

境地域にある文化・生涯学習施

設との関連を整理し、この地域

のまちづくりの核として位置づ

ける。武蔵境圏はもとより、市

全域あるいは周辺地域に及ぶ広

域的な知的創造拠点、出会いと

触発による新しい文化の拠点と

なることを目指していく。  

これを契機として、武蔵野ら

しい都市型市民文化の発信に努

め、市民や文化団体のみならず

多様な事業者との連携を強化し、

新しい文化産業の育成や魅力あ

る都市づくりを展開していく。  
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（３）進化するコミュニティの

創造  

武蔵野市のコミュニティ施策

は全国でも稀な歴史と実績を有

し、都市における市民自治のあ

り方を模索してきた。平成 14年

には「武蔵野市コミュニティ条

例」を施行し、平成 17年の改正

では指定管理者制度を導入し、

コミュニティセンターの運営形

態に柔軟性を加えるなどの制度

整備が進み、いま一層の飛躍の

ときを迎えている。  

市民間の連携は様々なコミュ

ニティの形で実現される。地域

性や地域の中の人間関係が薄ま

る中、地域においては防犯・防

災・生活安全・福祉・子育て支

援・青少年活動・教育など多く

の課題の解決がコミュニティに

期待されている反面、そのため

の力をコミュニティがいまだに

十分に備えていない面もある。  

地域コミュニティや目的別コ

ミュニティ、電子コミュニティ

がそれぞれの特色を活かして発

展していくための支援に市は積

極的に取り組む。  

地域コミュニティには、路線

商店街や青少年など、様々な主

体が含まれることを改めて想起

すべきであろう。路線商店街の

空き店舗をコミュニティが活用

したり、青少年の居場所や自発

的な活動拠点をコミュニティの

中に生み出すなどの工夫により

地域の活力を高めていく方策を

検討する。  

地域コミュニティの核となる

コミュニティ協議会については、

コミュニティセンターという施

設を最大限に活用し、地域づく

りをどのように推進しているか

について、評価の仕組みを活用

し て 検 証 を 進 め る 。 コ ミ ュ ニ

ティ協議会の力量を高めつつ、

より進化したコミュニティの形

を創り上げることが課題である。  

 

（４）市民協働の展開と情報の

共有  

地方分権の進展に伴い、基礎

自治体への権限委譲が進められ、

他方で市民ニーズや地域ニーズ

がますます多様化・高度化する

傾向がある。これに応えていく

ためには、従来型の行政が中心

となった都市経営のモデルに代
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わって、「新しい公共」の考え

方を導入する必要がある。地域

の力や市民の知恵・工夫の活用、

ＮＰＯ法人をはじめとする中間

組織の活動が一層重要になって

きている。  

武蔵野市の自治体運営は、長

い市民参加の歴史を有している

が、これまでのあり方は市民参

画の範囲や程度が限定的であり、

市と市民の双方向性の確保が不

十分であったなど、今日求めら

れる市民協働とは異なる面もあ

る。行政だけでなく、市民自身

も力量を養い、公共的課題に取

り組む当事者として主体的に関

り、実質的な「市民と行政の協

働」の実績を作り、あわせて制

度整備を進めていくことが求め

られる。  

平成 18年度のＮＰＯ活動促進

基本計画の策定を受け、平成 19

年９月に「市民協働サロン」が

市庁舎西棟に開設され、市民と

行政の協働の場が整備された。  

これらを活かしつつ、武蔵野

市における市民自治の一層の発

展を図る施策を積極的に展開す

る。協働を進めていくためには、

行 政 、 市 民 、 市 民 団 体 （ Ｎ Ｐ

Ｏ）などがそれぞれ責任を負う

べき領域、相互に取り組む領域

の区分けを明確にし、協働の時

代に相応しいパートナーシップ

を築くことが必要である。  

そのために最も求められてい

るのは、幅広い情報の共有であ

る。行政は的確で迅速な情報提

供をわかりやすく行うとともに、

市民は必要な情報・資料の正確

な読み解き、適切な活用に努め

る必要がある。  

 

（５）深刻化する環境問題に対

する積極的な取組み  

地球環境問題は近年ますます

顕著となり深刻さを増している。

本市においても、この 80年間に、

ヒートアイランド現象に起因す

ると考えられる平均気温の上昇

が観測されている。  

平成 17年の京都議定書の発効

以来、国連気候変動枠組み条約

のＣＯＰ 13会議（平成 19年）を

経て、平成 20年には環境・気象

変動をテーマとする洞爺湖サミ

ットが開催されるなど、国内外

の取組みが急速に進みつつある。  
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武蔵野市においてもこれまで

の実績を踏まえて、地球温暖化

対策への取組みを一層充実させ

ていく。本市が日本全体の中で

占める量的な割合はわずかであ

るが、本市の平坦でコンパクト

な都市の特性や、一世帯当たり

の車保有台数が少ない状況を活

かして、できる限りの環境施策

を実施し、その取組みを全国に

も発信していく。  

環境対策は市だけで取り組む

ものではなく、市民や農・商・

工業を営む事業者との連携・協

働が不可欠である。緑化や農地

保存、省エネの徹底や自然エネ

ルギー導入への支援をきめ細か

く進めると共に、グリーンパー

トナー事業の拡大や、廃棄物の

多量排出事業者への指導強化な

どを推し進める。市は周辺自治

体との広域連携も含め、誘導策、

規制策の両面からあらゆる施策

を講じていく。  

市では平成 16年 10月にごみの

有料化を実施し、現在「武蔵野

ご み チ ャ レ ン ジ 700グ ラ ム キ ャ

ンペーン」など、ごみ減量化を

積極的に進めている。これから

は、ごみ問題など身近な問題を

含めて地球環境の保全には市民

のライフスタイルの転換こそが

鍵になっていることを強く訴え

かけていく必要がある。  

もう一つの課題として、これ

らの施策を総合的に推進するた

めの効果的な組織構築に着手す

る必要がある。また、市の新規

事業決定に際し、目に見えやす

い費用対効果の視点だけでなく、

環境の視点からの評価を取り入

れる必要がある。  

 

（６）「まちづくり条例」による

課題への適切な対応と効果的な運用 

武蔵野市では、空間環境の形

成、地域環境の維持といった様

々な面でのまちづくりは、「宅

地 開 発 等 に 関 す る 指 導 要 綱 」

（昭和 46年施行）など各種の関

連法規に基づく行政の指導によ

って進めてきた。しかし恵まれ

た地理的条件や旧来の土地利用

の変化を受けて、限られた土地

資源に対する宅地需要や開発の

動き、そしてそれらに対する市

民参加も含めた調整や適正化へ

の期待は今後も持続することが



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 27

予想される。  

まちづくりの基本となる事項

や基準、市民、事業者、市など

関係主体の責任と役割、諸手続

きや参加、事業調整の仕組みを

明らかにし、安心・快適な地域

特性を活かし、武蔵野市にふさ

わしい住環境を維持・形成する。

そのため、現在策定が進められ

ている「まちづくり条例」を速

やかに制定・施行する。  

都市マスタープランの改定に

際しては、市民参加をより拡大

する形で見直しを図る。昨今の

動向を的確に反映させたまちづ

くりの基本方針を定め、それに

基づき課題となる地区に対する

施策選択を急ぐ。開発計画につ

いて市民に迅速な情報提供をは

かる必要があるほか、市民・Ｎ

ＰＯ法人などからの意見や提案

に対応しつつまちづくりを進め

る仕組みとして、中間的諮問機

関を設置することについても積

極的に検討し取り組む。   

武蔵野市には統一的な景観形

成の考え方や指針がないため、

景観条例の制定を行い、景観行

政団体となり武蔵野市にふさわ

しい都市景観の創出を行う。ま

た、公共施設を中心とするユニ

バーサルデザインの普及を重点

的に進める。  

 

（７）三駅前地域の駐輪場（自転車

駐車場）の整備と走行安全の確保 

都内の放置自転車実態調査に

よると、吉祥寺駅前の放置自転

車 数 は 、 平 成 17年 度 は 都 内 で

ワースト８であったが、平成 18

年度はワースト５となり、この

問題の深刻さが浮き彫りになっ

た。これまでの市政アンケート

調査でも、常にニーズが高い項

目にあげられている。平成 19年

度実施の市民意識調査でもニー

ズ得点（重要度が高く、かつ満

足度が低い）が最も高い項目に

あげられた。  

環境負荷が少なく、健康づく

りにも役立ち、利便性の高い移

動手段として優れている自転車

ではあるが、環境整備が立ちお

くれているためにこれらのメリ

ットを活かす妨げとなっており、

様々な問題を引き起こしている。  

「おしゃれなまち吉祥寺」に

放置自転車は似合わない。歩道
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上に設置された駐輪場も景観や

歩行者の安全を損なっている。

吉祥寺駅周辺の放置自転車問題

の解決は、もはや小規模な駐輪

場の設置だけでは限界があり、

地下利用も含め、抜本的な検討

をする必要がある。  

三鷹の北口駅前に建設が予定

される民間大型複合ビルには、

「宅地開発等に関する指導要綱」

に 基 づ き 、 市 は 自 転 車 1,500台

分の公共用地の提供を受ける。

しかし、三鷹駅北口も自転車の

乗り入れ台数が多く、駐輪問題

の抜本的解決を図る必要がある。

現在平置き駐輪場として使用し

ている駅前の市有地を含め、北

口駅前の総合的な計画を早急に

検討する。  

武蔵境駅周辺については、か

ねてより市外からの利用者が多

いが、今後さらに増加が見込ま

れる。借地に設置されている駐

輪場も多数あることから、新た

な用地の確保、ならびにＪＲ中

央線高架下を利用した駐輪場整

備も進める必要があり、これに

ついては事業者にも整備を要請

していく。  

これらの施策を推進するほか、

幅員のある道路に自転車レーン

を設置するなどの環境整備や自

転車走行のマナー向上を図るこ

とで自転車と歩行者の共存を可

能 に し 、 「 環 境 に や さ し い ま

ち」「利便性の高いまち」「歩

いて楽しいまち」の理想を実現

していく。  

 

（８）都市リニューアルを見通

す行財政への転換  

市民にとって住み続けたい魅

力あるまちとして発展していく

ために、都市環境と都市基盤の

充実は不可欠な要素である。武

蔵野市は、井の頭公園に代表さ

れる自然と都市の利便性の高さ

が共存する素晴らしい環境にあ

り、都市基盤も市制施行後の早

い段階で整備に着手し完了して

いる。しかし、都市基盤は維持

補修の段階から大規模改修・再

整備の時期を迎えており、これ

には膨大な経費がかかる。また、

三駅圏で個性的なまちづくりが

展開されようとしている現在、

武蔵野市としての総合的な方向

を見極めて都市のリニューアル
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を進めていくことが求められる。  

現在まで武蔵野市の財政力は

他の自治体に比べて比較的高い

水準にあり、その豊かな財政力

に支えられ、都市基盤整備や各

種施設整備など市民生活環境の

向上に向けた施策を実施してき

た。しかし、マンション開発に

よる人口の増加によるニーズへ

の対応、少子高齢化に伴う行政

需要の拡大、三位一体の改革に

伴う市民税や補助金の収入減が

見込まれ、将来にわたって現在

の行政サービス水準を維持・向

上させることは楽観を許さない。  

今後は行政組織・人事体制・

事務事業などの抜本的な見直し

や民間企業の経営手法なども視

野に入れた事業執行のあり方の

検討がさらに必要である。武蔵

野市の発展を今後も持続可能に

するため、大胆な行財政運営の

視点を切り開く時期に来ている。  
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Ⅰ  健 康 ・福祉                                                37

  １  健 康 で 暮 ら し つ づ け る た め の 施 策                              3 7

 （ １ ） 「 武 蔵 野 市 健 康 福 祉 総 合 計 画 （ 仮 称 ） 」 の 策 定  

 （ ２ ） 健 康 増 進 施 策 の 計 画 的 推 進  

 （ ３ ） 医 療 ネ ッ ト ワ ー ク の 充 実  

 （ ４ ） 妊 婦 健 康 診 査 の 拡 充  

 （ ５ ） 市 民 こ こ ろ の 健 康 支 援  

 （ ６ ） 食 か ら は じ め る 健 康 づ く り  

 ２  就 労 ・ 自 立 支 援 と 社 会 参 加 の 推 進  40

 （ １ ） 高 齢 者 ・ 障 が い 者 の 就 労 支 援  

 （ ２ ） 高 齢 者 ・ 障 が い 者 の 地 域 活 動 と 社 会 貢 献 の 促 進  

 （ ３ ） 障 害 者 自 立 支 援 法 へ の 取 組 み  

 ３  地 域 で 支 え あ う 福 祉 の ま ち づ く り  41

 （ １ ） 市 民 が 主 体 と な る 地 域 福 祉 活 動 の 推 進   

 （ ２ ） 心 の バ リ ア フ リ ー の 推 進   

 （ ３ ） 地 域 の 安 全 ・ 安 心 の 確 保   

 （ ４ ） ふ れ あ い ・ ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 促 進   

 （ ５ ） 地 域 福 祉 活 動 へ の 支 援   

 ４  安 心 し て 暮 ら せ る ま ち づ く り  43

 （ １ ） 地 域 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン の 充 実   

 （ ２ ） 地域包括支援センターと在宅介護支援センターの機能の強化  

 （ ３ ） 障 が い 者 相 談 事 業 の 充 実   

 （ ４ ） 障 が い 児 へ の 支 援   

 （ ５ ） 認 知 症 高 齢 者 施 策 の 推 進   

 （ ６ ） 家 族 な ど 介 護 者 の 負 担 軽 減 施 策 の 充 実   

 （ ７ ） 虐 待 防 止 体 制 の 整 備   

 ５  サ ー ビ ス の 質 の 向 上 と 利 用 者 の 保 護  46

 （ １ ） 保 険 者 と し て の 市 の 責 務   

 （ ２ ） 権 利 擁 護 事 業 と 成 年 後 見 制 度 の 拡 充   

 （ ３ ） 第 三 者 評 価 へ の 助 成   

 ６  サ ー ビ ス 基 盤 の 整 備  47

 （ １ ） 地 域 サ ー ビ ス の 拡 充   

 （ ２ ） 介 護 者 の 人 材 育 成   

 （ ３ ） 福 祉 施 設 の あ り 方 の 検 討   

 （ ４ ） サ ー ビ ス 基 盤 整 備 へ の 市 の 責 務   

Ⅱ  子 ども・教育                                           50

 １  子 育 て 支 援 施 策 の 総 合 的 推 進  50

 （ １ ） 地 域 社 会 全 体 で 取 り 組 む 子 育 て 支 援 の 構 築   

 （ ２ ） 保 育 サ ー ビ ス の 拡 充   

 （ ３ ） 子 ど も の 安 全 ・ 安 心   

 （ ４ ） 子 育 て 家 庭 へ の 支 援   

 （ ５ ） 第 三 次 子 ど も プ ラ ン 武 蔵 野 の 策 定   

 ２  親 子 の ふ れ あ い と 家 庭 へ の 啓 発  54

 （ １ ） 体 験 事 業 を 通 し た 親 子 の ふ れ あ い  

 （ ２ ） 子 育 て は 親 育 て   

 （ ３ ） 子 育 て 家 庭 へ の 「 食 」 の 啓 発   

 ３  子 育 て 支 援 施 設 の 整 備  55

 （ １ ） 保 育 施 設 な ど の 整 備   

 （ ２ ） 児 童 館 の あ り 方 の 検 討   

 （ ３ ） 境 幼 稚 園 の 将 来 像 及 び 泉 幼 稚 園 跡 地 利 用   
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 ４  学 校 教 育 の 充 実  56

 （ １ ） 「 身 体 ・ 言 語 ・ 自 然 」 を 重 視 し た 教 育   

 （ ２ ） 次 世 代 の 市 民 育 成 の た め の 教 育 の 推 進   

 （ ３ ） 「 確 か な 学 力 」 の 向 上   

 （ ４ ） 学 校 教 育 力 の 向 上   

 （ ５ ） サ ポ ー ト 制 度 、 相 談 機 能 の 充 実   

 （ ６ ） 学 校 経 営 体 制 の 充 実   

 （ ７ ） 市 立 学 校 の 計 画 的 な 整 備 の 推 進   

 （ ８ ） 食 に 関 す る 教 育 の 充 実   

 ５  青 少 年 施 策 の 充 実  62

 （ １ ） 青 少 年 育 成 施 策 の 拡 充   

 （ ２ ） 自 然 体 験 事 業 の 拡 充   

 （ ３ ） 青 少 年 育 成 環 境 の 整 備   

 （ ４ ） 青 少 年 の 国 際 交 流 の 促 進   

 ６  生 涯 学 習 施 策 の 拡 充  64

 （ １ ） 生 涯 学 習 事 業 の 体 系 化 ・ 計 画 化   

 （ ２ ） 生 涯 学 習 機 会 の 拡 充   

 （ ３ ） 生 涯 学 習 施 設 の 充 実   

 （ ４ ） 文 化 財 の 保 護 や 活 用   

 （ ５ ） 図 書 館 サ ー ビ ス の 充 実   

Ⅲ  緑 ・環境・市民生活  67

 １  持 続 可 能 な 都 市 の 形 成  67

 （ １ ） 環 境 負 荷 の 少 な い 社 会 へ の 転 換   

 （ ２ ） ご み 減 量 の 推 進   

 （ ３ ） ク リ ー ン セ ン タ ー 建 替 え 計 画 の 検 討   

 ２  緑 豊 か な 都 市 環 境 の 創 出  70

 （ １ ） 市 民 と 協 働 で つ く る 緑 化 空 間   

 （ ２ ） 「 自 然 環 境 セ ン タ ー （ 仮 称 ） 」 の 設 立   

 （ ３ ） 魅 力 あ る 遊 歩 道 の 再 整 備   

 ３  身 近 な 自 然 の 回 復 と 保 全  72

 （ １ ） 生 態 系 を 重 視 し た 水 辺 空 間 の 整 備   

 （ ２ ） 近 郊 地 の 森 林 の 保 全 と 活 用   

 ４  農 業 の 振 興  72

 （ １ ） 都 市 農 業 の 振 興   

 （ ２ ） 農 地 の 保 全   

 （ ３ ） 都 市 農 業 と 市 民 の ふ れ あ い の 強 化   

 ５  商 工 業 の 振 興  74

 （ １ ） 武 蔵 野 ブ ラ ン ド の 育 成   

 （ ２ ） 起 業 支 援   

 （ ３ ） 中 小 事 業 者 の 支 援   

 （ ４ ） 路 線 商 業 の 活 性 化   

 （ ５ ） 吉 祥 寺 圏 商 業 活 性 化   

 （ ６ ） 中 央 圏 商 業 活 性 化   

 （ ７ ） 武 蔵 境 圏 商 業 活 性 化   

 （ ８ ） 就 労 支 援   

 ６  都 市 観 光 の 推 進  76

 （ １ ） ま ち の 魅 力 ・ 情 報 の 発 信   

 （ ２ ） 観 光 推 進 組 織 の 設 立   

 （ ３ ） 都 市 観 光 と ま ち づ く り の 連 携 強 化   

 ７  真 に 豊 か な 消 費 生 活 の 推 進  77

 （ １ ） 消 費 者 教 育 の 推 進 と 相 談 事 業 の 充 実   

 （ ２ ） 消 費 者 活 動 の 支 援   
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 ８  防 犯 性 の 高 い 快 適 な ま ち づ く り  78

 （ １ ） 防 犯 性 の 高 い ま ち づ く り の 推 進   

 （ ２ ） 快 適 な 生 活 環 境 の 確 保   

 ９  防 災 態 勢 の 強 化  79

 （ １ ） 地 域 防 災 拠 点 の 強 化   

 （ ２ ） 防 災 安 全 セ ン タ ー の 機 能 充 実   

 （ ３ ） 避 難 所 の 整 備 ・ 運 営 体 制 の 確 立   

 1 0  市 民 活 動 の 活 性 化 と 協 働 の 推 進  81

 （ １ ） コ ミ ュ ニ テ ィ の 活 性 化 と あ り 方 の 検 討   

 （ ２ ） 協 働 推 進 体 制 の 整 備 と 協 働 事 業 の 展 開   

 （ ３ ） 団 塊 世 代 等 の 参 画 支 援   

 1 1  男 女 共 同 参 画 社 会 の 実 現  83

 （ １ ） 推 進 体 制 の 整 備 と 強 化   

 （ ２ ） 様 々 な 活 動 の 充 実 と 環 境 整 備   

 1 2  都 市 ・ 国 際 交 流 の 推 進  84

 （ １ ） 国 内 都 市 交 流 ・ 協 力 の 推 進   

 （ ２ ） 国 際 交 流 ・ 協 力 の 推 進   

 （ ３ ） 外 国 人 市 民 へ の サ ー ビ ス ・ 支 援 の 充 実   

 1 3  生 涯 ス ポ ー ツ の 振 興  85

 （ １ ） ス ポ ー ツ 施 策 の 多 角 的 な 検 討   

 （ ２ ） ス ポ ー ツ 施 設 の 整 備 ・ 充 実   

 1 4  特 色 あ る 市 民 文 化 の 発 展  85

 （ １ ） 市 民 文 化 施 設 の 拡 充   

 （ ２ ） 文 化 施 設 及 び 文 化 活 動 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 の 推 進   

 （ ３ ） 都 市 文 化 の 積 極 的 な 発 信   

Ⅳ  都 市基盤  88

 １  連 携 ・ 協 働 が 支 え る 信 頼 の ま ち づ く り  89

 （ １ ） ま ち づ く り の 基 礎 的 仕 組 み の 構 築   

 （ ２ ） 地 域 の 力 を 活 か し た ま ち づ く り の 推 進   

 （ ３ ） 安 全 で 秩 序 あ る ま ち づ く り の 推 進   

 （ ４ ） 事 業 効 果 の 評 価 と そ の 成 果 を 活 か す 手 法 の 検 討   

 ２  地 域 の 特 色 を 活 か す ま ち づ く り の 推 進  9 1

 （ １ ） 身 近 な 地 区 レ ベ ル で の ま ち づ く り の 方 策 の 検 討   

 （ ２ ） 地 域 の 個 性 、 実 情 に 合 わ せ た 土 地 利 用 の 方 向 性 見 直 し   

 （ ３ ） 景 観 行 政 へ の 積 極 的 取 組 み   

 ３  利 用 者 の 視 点 と 発 想 を 重 視 す る ま ち づ く り  92

 （ １ ） ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン の 視 点 の 展 開   

 （ ２ ） ま ち づ く り へ の 環 境 共 生 理 念 の 導 入   

 （ ３ ） 公 共 施 設 の 適 切 な 維 持 管 理 と 耐 用 年 数 延 伸 へ の 努 力   

 ４  上 水 道 の 整 備 ・ 充 実  93

 （ １ ） 安 全 で お い し い 水 の 安 定 供 給   

 （ ２ ） 老 朽 化 し た 上 水 施 設 の 維 持 ・ 更 新   

 （ ３ ） 経 営 の 健 全 化 と 安 定 へ の 取 組 み   

 ５  下 水 道 の 再 整 備  94

 （ １ ） 下 水 道 総 合 計 画 の 策 定   

 （ ２ ） 下 水 道 処 理 シ ス テ ム の 整 備 充 実   

 （ ３ ） 新 た な 水 循 環 シ ス テ ム 確 立 に 向 け て の 検 討   

 （ ４ ） 水 害 対 策 の 推 進   
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 ６  道 路 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備  95

 （ １ ） ひ と に や さ し い み ち づ く り の 推 進   

 （ ２ ） 生 活 道 路 の 整 備   

 （ ３ ） 都 市 計 画 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク 整 備 の 推 進   

 （ ４ ） 都 市 計 画 道 路 の 整 備 推 進   

 （ ５ ） 外 か く 環 状 道 路 へ の 対 応   

 （ ６ ） ま ち づ く り と 連 携 す る 道 路 整 備 の 推 進   

 ７  安 全 で 円 滑 な 交 通 環 境 の 整 備  97

 （ １ ） 総 合 的 な 道 路 交 通 環 境 の 整 備 展 開   

 （ ２ ） 公 共 交 通 手 段 の 充 実 と 利 用 転 換 促 進   

 （ ３ ） 自 転 車 の 駐 車 ・ 走 行 対 策 の 推 進   

 （ ４ ） 交 通 環 境 で の バ リ ア フ リ ー 化 の 展 開   

 ８  住 宅 施 策 の 総 合 的 展 開  99

 （ １ ） 計 画 的 な 住 宅 政 策 へ の 取 組 み   

 （ ２ ） 良 質 な 住 ま い づ く り の 支 援   

 （ ３ ） 安 全 ・ 安 心 な 住 ま い づ く り の 支 援   

 （ ４ ） 環 境 に 配 慮 し た 住 ま い づ く り の 支 援   

 （ ５ ） 公 的 住 宅 建 替 え に 伴 う 環 境 整 備 の 推 進   

 ９  住 宅 と ま ち の 防 災 対 策 の 推 進  101

 （ １ ） 災 害 に 強 い 都 市 基 盤 と 環 境 の 整 備   

 （ ２ ） 防 災 空 間 の 確 保   

 （ ３ ） 建 築 物 の 被 災 時 安 全 性 の 向 上   

 1 0  吉 祥 寺 圏 の 都 市 基 盤 整 備  102

 （ １ ） 「 グ ラ ン ド デ ザ イ ン 」 に 基 づ く 事 業 の 展 開   

 （ ２ ） 吉 祥 寺 駅 周 辺 の 交 通 対 策   

 （ ３ ） 「 安 全 、 清 潔 、 楽 し い ま ち 吉 祥 寺 」 の 推 進   

 （ ４ ） セ ン ト ラ ル 吉 祥 寺 （ 中 央 地 区 ） に お け る 重 点 整 備   

 （ ５ ） イ ー ス ト 吉 祥 寺 （ 東 部 地 区 ） に お け る 重 点 整 備   

 （ ６ ） ウ エ ス ト 吉 祥 寺 （ 西 部 地 区 ） に お け る 重 点 整 備   

 （ ７ ） パ ー ク 吉 祥 寺 （ 南 口 地 区 ） に お け る 重 点 整 備   

 1 1  中 央 圏 の 都 市 基 盤 整 備  104

 （ １ ） 三 鷹 駅 周 辺 地 区 の 将 来 像 の 検 討   

 （ ２ ） 交 通 環 境 の 整 備   

 （ ３ ） 快 適 な 道 づ く り の 推 進   

 （ ４ ） 大 規 模 団 地 建 替 え と 住 環 境 の 改 善   

 （ ５ ） 西 久 保 ２ ・ ３ 丁 目 の 整 備   

 1 2  武 蔵 境 圏 の 都 市 基 盤 整 備  106

 （ １ ） 武 蔵 境 駅 周 辺 の 総 合 的 ま ち づ く り へ の 取 組 み   

 （ ２ ） Ｊ Ｒ 中 央 線 の 連 続 立 体 交 差 事 業 推 進 の 円 滑 化   

 （ ３ ） 「 武 蔵 野 プ レ イ ス （ 仮 称 ） 」 周 辺 地 区 の 環 境 整 備   

 （ ４ ） 快 適 な 環 境 の 整 備   

Ⅴ  行 ・財政  108

 １  市 民 パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 積 極 的 推 進  109

 （ １ ） 協 働 ル ー ル の 確 立 に 向 け た 取 組 み   

 （ ２ ） 協 働 の た め の 地 域 の 力 の 育 成   

 （ ３ ） 市 民 に よ る 市 政 参 加 の 拡 大   

 ２  市 民 ニ ー ズ に 応 え る サ ー ビ ス の 提 供  110

 （ １ ） Ｉ Ｔ を 活 用 し た サ ー ビ ス の 拡 大   

 （ ２ ） 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 機 会 の 拡 大   

 （ ３ ） 市 民 要 望 に 的 確 に 応 え る 仕 組 み づ く り   
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 ３  積 極 的 な 情 報 発 信 と 情 報 セ キ ュ リ テ ィ の 徹 底  112

 （ １ ） イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 情 報 提 供 の 推 進   

 （ ２ ） 市 政 ・ 地 域 情 報 の 充 実   

 （ ３ ） 情 報 セ キ ュ リ テ ィ の 徹 底   

 ４  健 全 な 財 政 運 営 の 維 持  113

 （ １ ） 財 政 運 営 の ガ イ ド ラ イ ン の 設 定   

 （ ２ ） 会 計 改 革 の 推 進   

 （ ３ ） 適 正 な 受 益 と 負 担   

 （ ４ ） 計 画 的 な 予 算 編 成 と 説 明 責 任 の 強 化   

 （ ５ ） 公 共 施 設 の 計 画 的 整 備   

 （ ６ ） 市 有 財 産 の 有 効 活 用 の 研 究   

 （ ７ ） 財 政 援 助 出 資 団 体 の 経 営 改 善 の 推 進   

 ５  時 代 の 変 化 に 対 応 す る 柔 軟 な 行 政 運 営  115

 （ １ ） 地 方 分 権 な ど へ の 的 確 な 対 応   

 （ ２ ） 事 務 事 業 ・ 補 助 金 の 見 直 し   

 （ ３ ） 事 務 事 業 の Ｉ Ｔ 化 の 推 進   

 （ ４ ） 職 員 定 数 の 適 正 化   

 （ ５ ） 職 員 の 資 質 向 上 の 推 進   
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Ⅰ 健康・福祉 

 「第四期長期計画」策定当時

と比べ、健康・福祉の分野では、

国の社会保障制度改革により、

年金、介護、医療の各分野にお

ける増大しつつある国民負担の

あり方を中心とした見直しが進

み、介護保険法の改正と障害者

自立支援法の施行という大きな

変化が起きている。  

 また、税制改正と同時期に定

率減税が廃止されたことによる

税負担増や、後期高齢者医療制

度が導入されることにより、将

来に不安を抱く市民がいること

も事実である。  

安心して暮らすことができ、

充実した生活が送れる「福祉の

まちづくり」を実現するために、

以下の視点が重要である。  

①行政と市民の責任と役割を明

確にする。持続可能な社会を

実現するためには、国・都・

市といった行政間の役割分担

を明らかにするとともに、市

民も持てる力を発揮し、「福

祉のまちづくり」を進める。  

 

②生活不安を解消するための仕

組み・目標を提示する。特に、

認知症のある高齢者や障がい

者及びその家族も「安心して

暮らせる」「充実した生活が

送れる」まちづくり、環境整

備を進める。  

③一人ひとりの生活にあわせた

サービス提供をする。武蔵野

市の福祉が目指してきた、市

民の誰もが住み慣れた地域で

安心して暮らし続けられる施

策を推進し、一人ひとりの生

活に合わせてサービスが提供

できる柔軟な制度の運用を継

続・発展させる。  

 

１  健 康 で 暮 ら し つ づ け る た め

の施策  

国が実施する医療制度改革の

一環として、平成 20年４月から

「高齢者の医療の確保に関する

法律」に基づき、健診・保健事

業が再編される。また、後期高

齢者医療制度が開始される。ラ

イフステージにおいて、市民の

健康をトータルに支援していく

という市のこれまでの理念を堅

持しつつ、制度改正が市民の健



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 38

康づくりの増進につながるよう

に事業の展開を図っていく。  

普段から市民自らが自分の健

康に関心を持ち、健康保持・増

進に努める活動がもっとも基本

である。健康づくり支援の事業

を拡充し、市民の健康増進活動

を支援していく。  

 

（１）「武蔵野市健康福祉総合

計画（仮称）」の策定  

 市では、平成 18年３月に「武

蔵野市福祉総合計画」を策定し、

当該計画に則って福祉施策を推

進してきた。平成 20年度は高齢

者計画（高齢者保健福祉計画、

介護保険事業計画）及び障害福

祉計画（障害者計画）の改定時

期にあたり、また、平成 16年度

からスタートした健康推進計画

も改定時期を迎える。これらの

計画について、福祉施策、健康

施策を総合的な視点から再構築

することを目的として、平成 21

年度を初年度とする「武蔵野市

健康福祉総合計画（仮称）」を

一体的に策定し、より市民生活

の現状に即した施策を展開する。  

 

（２）健康増進施策の計画的推進 

市民の健康増進は、乳幼児か

ら高齢者まで、幅広い範囲を対

象とするものであり、各関係部

署の連携が実効性のある施策に

結びつくものでなければならな

い。  

国の制度改革によって平成 20

年４月から生活習慣病予防に特

化した特定健康診査・特定保健

指導が始まるが、これまで市が

実施してきた事業等の水準低下

とならないように配慮し、整合

性を確保するように努める。  

市は、（財）武蔵野健康開発

事業団と連携して、保健事業を

総合的かつ円滑に推進する。そ

の方策として、経験豊かな専門

職の確保及び育成を行い、健康

開発事業団に多様な専門職を配

置し、幅広い視点から質の高い

業務が実施できるようにする。

関係部署を横断して必要に応じ

て専門職が事業を担うなど、柔

軟かつ効率的な運用の検討が必

要である。  

市民の健康づくりを総合的に

コーディネートするために保健

センター内に設置された「健康
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づくり支援センター」の事業を

整理・充実させ、健康づくりの

拠点として拡充していく。市内

各地域での健康づくりに関する

集会の開催など、市民の健康増

進活動を支援する。  

また、介護保険法による事業

のみならず、運動機能の向上な

ど、高齢者の健康づくりを進め

ることで、結果として介護予防

としての効果が上がるような仕

組みをめざす。  

 

（３）医療ネットワークの充実  

市民の健康維持を支援し、安

心を確保するためには、必要な

医療を身近なところで適切に供

給できる体制の整備が重要であ

る。  

医療処置の必要な在宅高齢者

が増えることが予想されるため、

緊急時に際しても適切な医療が

受けられるような体制づくりを

めざす。地域の中核病院である

武蔵野赤十字病院を中心とした、

医療ネットワークの充実、 24時

間安心して在宅療養できるため

の医療機関のネットワークづく

りを市としても支援していく。  

（４）妊婦健康診査の拡充  

 妊婦健康診査は、妊産婦及び

乳児の死亡率の低下を図るとと

もに、流・早産、妊娠中毒症、

子宮内胎児発育遅延の防止など

を目的とし実施している。公費

負担による受診を拡大し、妊娠、

分娩上のリスクの早期発見によ

る安全な出産につなげる。  

 

（５）市民こころの健康支援  

ストレスから身を守り、ここ

ろの健康を維持することは、市

民にとって共通の課題となった。

こころの問題を抱える本人、家

族などへの定期的、継続的な相

談体制を整える。また、自殺対

策基本法の趣旨も踏まえ、メン

タルヘルスに対する市民の意識

向上と知識の普及を図り、すべ

ての市民がこころの健康を実現

できる社会を目指す。  

 

（６）食からはじめる健康づくり  

 すべての市民の健康の基礎に

「食」の問題がある。それぞれ

のライフステージで健康を保つ

ためには、栄養、安全性、環境

などの視点から「食」について
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考え行動する習慣や能力を市民

が養うことが大切である。  

 「食」を取り巻く社会環境が

大きく変化し、これまで長く培

われてきた「食文化」も大きく

変わりつつある。多忙な生活故

の不規則な食事の習慣化、自分

で調理をせずに市販品で済ませ

る食生活の広がり、子どもや高

齢 者 が 独 り で 食 事 を す る 「 孤

食」の増加など様々な問題が指

摘されている。  

 そのような観点から「食」に

ついての市民の意識を高め、新

しいライフスタイルに見合った

健康な食生活の創造と啓発に努

める。  

 

２  就 労 ・ 自 立 支 援 と 社 会 参 加

の推進  

（１）高齢者・障がい者の就労

支援  

高齢者や障がい者の地域にお

ける自立と社会経済活動への参

加を促進するため、高齢者・障

がい者の就労支援体制の整備を

行 う 。 ま た 、 介 護 な ど の 地 域

サービスでの柔軟な就労の場を

提供するなど、新しい就労支援

のあり方を検討する。  

高齢者・障がい者の一般就労

の支援については、国や都との

役割分担を踏まえつつ、就労機

会を拡大させる方策を検討する。  

シルバー人材センターは、高

齢者の就労と生きがい活動を推

進している。その活動の強化を

支援し、新たな職場開拓など就

労機会の拡充を図る。  

 障がい者の就労を進めるため、

個人の能力・特性にあわせた支

援を行う。市は、障害者就労支

援センター「あいる」とともに、

労働、保健、教育などの関係機

関と連携をとり、就労支援ネッ

トワークを構築する。  

一般就労が困難な障がい者に

ついては、ワークセンターけや

き、ワークセンター大地、武蔵

野福祉作業所の事業の拡充など、

就労先となる事業所の協力を得

ながら、福祉的就労の場を確保

する。小規模作業所は、障害者

自立支援法の改正動向を踏まえ

つつ、必要な支援をする。  
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（２）高齢者・障がい者の地域

活動と社会貢献の促進  

高齢者や障がい者が生きがい

を持ち、健康に暮らしていくた

めには、地域活動への参加を支

援する施策が重要である。  

高齢者や障がい者が、学校や

地域でボランティアをする機会

を設け、市の歴史や自身の体験

を次世代に伝え、地域づくりに

貢献する機会をつくる。  

中学生との世代間交流事業で

ある高齢者パソコン教室や、境

南小学校でのふれあいサロンの

活動を他校にも広げる。  

高齢者に対する趣味・文化活

動などを推進し、生きがい増進

を図る。また、高齢者の参加し

やすい事業や興味、関心を持てる

講座について検討し、実施する。  

障がい者（児）については、

健常者（児）と共に集い、相互

のつながりを広げる様々な活動

を支援していく。  

 

（３）障害者自立支援法への取

組み  

市は、平成 19 年度から自立

支援医療の診断書料助成制度等

の開始や、精神障がい者向け機

関紙「こころのつながり」の発

行など、支援費制度の対象外で

あった精神障がいについても市

独自の施策を先進的に行った。  

障がいの別にとらわれること

なく、個々人の障がい特性に配

慮しつつ、これまでのサービス

水準を下げることのないよう、

地域特性を踏まえた施策を引き

続き展開していく。また、障害

者自立支援法に関する国や都の

動向を見据えながら、必要な働

きかけを国や都に対し積極的に

行っていく。  

 

３  地 域 で 支 え あ う 福 祉 の ま ち

づくり  

武 蔵 野 市 は 、 老 人 食 事 サ ー

ビ ス の 実 施 を 皮 切 り に 、 他 市

に さ き が け て 、 市 民 が 高 齢 者

や 障 が い 者 の 生 活 支 援 に か か

わ る 仕 組 み を 作 っ て き た 。 こ

れ ら を 通 じ て 、 市 民 は 高 齢 者

や 障 が い 者 と ふ れ あ い 、 学 び

あ う 機 会 を 得 た 。 そ し て 、 地

域 に お け る 医 療 ・ 保 健 ・ 福 祉

の 現 状 に つ い て 知 る こ と が 出

来た。  



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 42

 市民が培ってきた福祉の風土

を活かし、生活支援の場への市

民参加により、地域で支えあう

福祉のまちづくりが推進される

よう、参加のあり方やバックア

ップ体制を工夫する。 

高齢者、障がい者を含めすべ

ての市民が安心して暮らせるま

ちづくりを推進していく上で、

武蔵野市民社会福祉協議会（市

民社協）の役割は大きい。市民

社協を軸に、より多くの市民の

参画を促しながら、一層豊かな

まちづくりを進めていく。  

 

（１）市民が主体となる地域福

祉活動の推進  

福祉のまちづくりを推進する

ために、「地域福祉活動推進協

議会（地域社協）」を通じて、

地域における見守りなど助けあ

い活動に取り組んでいく。  

高齢者や障がい者が心身の健康

を保つためには、「外出する」

「集う」「役割を得る」機会を

得ることが重要である。たとえば、

居場所づくりのために、コミュ

ニティカフェなど市民が主体と

なった地域活動を支援していく。  

（２）心のバリアフリーの推進  

 すべての人が人権と生き方を

お互いに尊重しあい、市民が障

がい者とともに生きる社会とす

るには、啓発活動の推進が必要

である。障がいに対する理解が

市民の間に育まれるように、障

がい者との交流事業や講演会な

どを実施し、市民意識の啓発を

図り、地域における心のバリア

フリーを実現していく。  

 

（３）地域の安全・安心の確保  

地域社協は、一人暮らし高齢

者などの安否確認や日常生活の

不安の相談などを、地域の中で

連携して解決するため、地域社

協を中心に安心助けあいネット

ワークを展開している。市は、

市民社協と連携し、それぞれの

地域の実情にあった地域社協の

活動を一層支援していく。  

平成 19年度に市は、地域社協

と連携し、災害時要援護者避難

支援事業をモデル事業として実

施した。平成 20年度以降、この

事業を全市的に展開し、地域社協

等が支援者確保の中心的役割を

担う地域ネットワークを形成する。  
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（４）ふれあい・ボランティア

活動の促進  

 子どもたちと高齢者や障がい

者との相互理解の促進を図るた

め、多様なふれあいの場を提供

することが重要である。  

 ボランティアセンター武蔵野

が実施するボランティア講座や

夏体験ボランティア事業など、

各種ボランティア体験事業の充

実を支援していく。  

 

（５）地域福祉活動への支援  

テンミリオンハウス事業は、

平成 11年に開始されて以来、既

に６か所が整備され、市民の連

帯による地域ケアの実現をめざ

している。  

地域の福祉力を高めるという

事業の目的にかなうよう、事業

採択及び運営評価基準を見直し、

数年ごとに公募により補助対象

団体を選考することを検討する。

また、各地域の実情にあわせて、

整備目標数や事業のあり方を見

直す。地域にさらに密着した運

営形態とするために、地域社協

による事業運営の可能性も検討

する。  

また、移送サービス（レモン

キャブ）事業を拡充し、外出困

難者の生活の利便性を高め、閉

じこもり防止などの介護予防や

生きがい増進などを図る。  

  

４  安 心 し て 暮 ら せ る ま ち

づ く り  

（１）地域リハビリテーション

の充実  

市が目指すべき地域リハビリ

テーションは、次のような支援

のあり方である。  

① 全ての市民が、その年齢や状態

に関わらず、住み慣れた地域で、

本人の意思に基づいて安心して

生活が続けられるような支援  

②人のライフサイクルを視野に

置いた、継続的、かつ体系的

な支援  

③保健・医療・福祉・教育など、

地域生活に関わるあらゆる組

織、人が連携した体系的な支援 

こうした理念に立ち、医療制度

改革の影響など多くの課題につ

いて整理し、市民一人ひとりの

実状に即した支援を行う地域リ

ハビリテーションの体制整備を

進める。  
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具体的には、市関連部署（高

齢、介護、保健、子ども、教育

分野など）の連携体制を強化し、

ライフステージに応じた支援が

途切れることのないような支援

体制の構築に取り組む。  

あ わ せ て 、 医 療 関 連 ネ ッ ト

ワークとの連携などを実現し、

日常生活や社会生活の再構築支

援、療育支援も含めた新たな課

題に取り組む。市及び市関連機

関で専門職の役割を広げ、横断

的な業務を担当できる人材を育

成する必要がある。  

地域リハビリテーション有識者

会議の提言を受けて、短期目標

と中長期目標を明確にし、地域

リハビリテーションを推進する。  

また、地域リハビリテーショ

ンの拠点として、保健センター

の拡充、障害者福祉センターの

役割の見直しと充実を図り、積

極的に事業を展開する。  

 

（２）地域包括支援センターと

在宅介護支援センターの機能の

強化  

武蔵野市では市内６か所の在

宅介護支援センターにおいて、

総合相談・地域支援・権利擁護

を含め、きめ細かな高齢者福祉

サービスを実施してきた。今後

とも地域包括支援センターや市

役所との連携を一層強め、武蔵

野の福祉のレベルをさらに高め

るサービス体制の構築に努める。  

地域のなかで高齢者が安心し

て生活できるよう、在宅介護支

援センターを中心とした、医療

・保健・福祉及び権利擁護など

のサービス、市民の支えあい・

助けあいネットワークなどを機能

的に結びつける総合的・包括的

システムの実現を着実に進める。  

こ の よ う な 観 点 か ら 両 セ ン

ターのあり方を整理し、それぞ

れが市民により身近な存在とな

るよう新たな名称をつけること

も検討する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 17年 10月 、 吉 祥 寺 本 町 に 市 内

６ か 所 目 と な る 在 宅 介 護 支 援 セ ン

タ ー が 開 設 さ れ た 。 介 護 保 険 制 度 に

よ ら な い 市 独 自 の ミ ニ デ イ サ ー ビ ス 、

緊 急 一 時 シ ョ ー ト ス テ イ を 併 設 し て

い る 。  

★ 介 護 保 険 法 改 正 に 伴 い 、 平 成 18年

４ 月 、 市 内 の ６ か 所 の 在 宅 介 護 支 援

セ ン タ ー の 内 、 ３ か 所 に 地 域 包 括 支

援 セ ン タ ー が 併 設 さ れ た 。 在 宅 介 護

支 援 セ ン タ ー と 連 携 し 、 高 齢 者 の 在

宅 生 活 を 支 え る 介 護 予 防 の 総 合 調 整

などを行うほか、保健医療機関と連携

し、高齢者の健康保持を支援している。  
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（３）障がい者相談事業の充実  

障害者自立支援法に基づく地

域 活 動 支 援 セ ン タ ー と し て 、

「びーと」と「ライフサポート

ＭＥＷ（ミュー）」が相談支援

を実施している。それぞれが相

談のみにとどまることなく、中

途障がい者の社会参加支援や、

退院促進事業の展開など支援の

幅を広げる。  

 

（４）障がい児への支援  

障がい児とその親が地域での

生活に困難を生じることがない

ように、生活全体を長期にわた

って継続的に見守り、ライフス

テージの節目で支援が途切れる

ことのないような仕組みが必要

である。  

 市では、心身に何らかの障が

いのある子どもに対する早期か

らの療育支援体制を整備し、障

がい児を育てる親の不安を軽減

するための相談支援などを、平

成 19年 度 に 地 域 療 育 推 進 事 業

（療育相談室ハビット）として

開始した。今後、この事業の充

実を図っていく。  

また、障害者総合センター内

にある障害児通所訓練施設「こ

ども発達支援室ウィズ」を都営

武蔵野アパート内に移転し、定

員の拡大、学齢期への移行支援

などの機能拡充について検討す

る。  

  

（５）認知症高齢者施策の推進  

高齢化の進展に伴い、認知症

高齢者数は増加している。認知

症の人とその家族が地域で安心

して暮らし続けられるよう、認

知症相談事業及び認知症の理解

と地域での支援のための啓発活

動を充実させる。  

認知症の早期発見・早期診断

のための受診・サポート医シス

テムの推進を図る。また、早期

に個別支援を行うことで、認知

症の進行や周辺症状による生活

困難の発生を予防するための体

制づくりをすすめる。  

認知症高齢者を見守る事業を

推進することで、家族の介護負

担軽減を目指す。  
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（６）家族など介護者の負担軽

減施策の充実  

家族などの介護負担を軽減す

るため、介護に関する情報提供、

介護の知識・技術の習得、福祉

用具の活用方法などに関する講

習会を実施していく。また、介

護 者 間 の 情 報 交 換 の 場 や イ ン

ターネットを通したネットワー

クづくりなどの支援を行う。  

 

（７）虐待防止体制の整備  

高齢者や障がい者が、家族な

どから虐待を受け、緊急又は一

時的に保護をする必要がある場

合、緊急一時保護施設の利用に

より、心身の安全を確保する。  

虐待が疑われた場合や虐待を

発見した場合の通報先について、

市民への周知を図る。介護を行

っている家族への支援を強め、

虐待防止体制を強化する。市民

に対する啓発を積極的に進め、

虐待の起きない社会づくりを進

める。  

 

 

 

 

５  サ ー ビ ス の 質 の 向 上 と 利 用

者の保護  

（１）保険者としての市の責務  

市は、介護保険事業の保険者

として、サービスの質の向上と

安定供給の環境整備に努める責

務がある。  

介護保険制度発足にあわせて、

居宅介護サービス事業者に対し

て、連絡会議・研修会などを実

施し、事業者間の連携とサービ

スの質の向上を促す仕組みを作

って実施してきたが、今後もこ

の取組みを充実させる。  

また、今後もケアマネジャー

への体系的な研修、新しい情報

の提供、地区別ケース検討会で

の対応困難事例の検討などを行

う。  

 要介護認定調査については、

正確性・公平性をいっそう高め

るために、公的機関による認定

調査を継続し、認定調査員、認

定審査会委員、主治医意見書を

記載する医師に対する研修を行

う。さらに、必要なサービスが

適正に提供されたかどうか、給

付実績をもとにケアプランの内

容を検証し、改善につなげる。  
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 市民の介護保険制度の利用状

況の把握に努め、地域特性を踏

まえた施策の研究や、制度見直

しに向けた国や都への働きかけ

を引き続き行う。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 国 は 保 険 料 の 所 得 段 階 を 標 準 モ デ

ル と し て ６ 段 階 に 定 め た 。 市 は 第 ３

期 介 護 保 険 事 業 計 画 で 保 険 料 の 累 進

性 を 強 化 し 、 所 得 に 応 じ て き め 細 か

く 10段 階 に 設 定 （ 全 国 で ５ 市 町 村 の

み 実 施 ） し 、 低 所 得 者 の 負 担 を 軽 減

す る よ う に 努 め た 。  

 

（２）権利擁護事業と成年後見

制度の拡充  

これまで高齢者や障がい者の

相談・支援体制の充実に取り組

み、今後も継続していくが、特

に市民の権利を守るセ－フティ

ネットとなるよう、権利擁護事

業や成年後見制度を拡充してい

く。  

成年後見制度利用に際して、

判断能力が十分でなく、かつ保

護者のいない高齢者や障がい者

については「市長申し立て」に

よる審判手続を市が行っている。

低所得者が成年後見制度を利用

しやすくするため、後見人など

への報酬費用助成制度を創設した

が 、今後は申立費用の助成制度に

ついての検討も行い、さらに拡充

する。  

本市では、権利擁護事業と成

年後見制度の利用促進を武蔵野市

福祉公社で実施しているが、福祉

公社の権利擁護センターを「成年

後見制度推進機関」と位置づけ、

一層の利用促進を図っていく。  

 

（３）第三者評価への助成  

市民が福祉サービス事業者の

サービスの質を知るには、第三

者評価による事業者の事業内容

の公表が必要である。市は、第

三者評価の受審費用の一部を補

助することにより、サービスの

質の向上、市民に対するサービ

ス情報の提供を推進してきたが、

今後も、市民が目的に応じて質

の高いサービスを選択できるよ

うに支援する。  

 

６  サービス基盤の整備  

本市では福祉サービスのあり

方について、現金給付型ではな

く、必要なサービス基盤を充実

させる方向で施策を考え、実施

してきた。  

今後もこの考え方に基づき、
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福祉サービス基盤の整備を積極

的に進める。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 介 護 保 険 制 度 施 行 以 前 は 、 所 得 に

関 係 な く ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビ ス の 利

用 を 無 料 と す る 施 策 を 行 っ て き た 。

介 護 保 険 制 度 導 入 に 伴 い 、 利 用 料 と

し て 自 己 負 担 が 10％ 生 じ る こ と と な

り 、 激 変 緩 和 の 観 点 か ら 、 居 宅 サ ー

ビ ス 利 用 促 進 助 成 事 業 （ ７ ％ 助 成 ）

を 実 施 し て き た が 、 所 期 の 目 的 を 達

成 し た と 考 え ら れ る こ と か ら 、 平 成

18年 ６ 月 利 用 分 ま で で 当 該 事 業 を 終

了 し た 。  

★ 平 成 18年 ７ 月 利 用 分 か ら は 、 低 所

得 の 方 を 対 象 と し て 、 利 用 者 負 担 額

助 成 事 業 （ ５ ％ 助 成 ） を 新 た に ス

タ ー ト さ せ た 。  

 

（１）地域サービスの拡充  

高齢者や障がい者の在宅生活

を維持・充実するため、ショー

トステイ・デイサービス等の施

設整備への支援、福祉施設活用

の方策の検討を行う。  

特別養護老人ホームとして、

平成 20年５月に、境南町にケア

コート武蔵野（仮称） 72名（併

設ショート８名）が開設される

予定があり、さらに、平成 22年

度 に は 桜 堤 に 100名 規 模 の 施 設

整 備 が 計 画 さ れ て お り 、 地 域

サービスの拡充が期待される。  

障がい者のショートステイ施

設として、西部地区に「桜はう

す・今泉」、中部地区に「なご

みの家」が設置されているが、

今後、東部地区に新たにショー

トステイ施設が開設される。こ

れにより、三駅圏にショートス

テイ施設整備が実現する。  

この新たに開設される施設は、

日中活動のプログラムを充実さ

せるとともに、自立体験機能も

加えるなど、柔軟な受け入れが

できる市独自の施設として整備

し、市民ニーズに応じた幅広い

事業展開を進める。  

また、高齢者が地域でより柔

軟な居住形態を選べるように、

住み替えや共同住宅の活用・整

備を研究する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 19年 11月 か ら 、 中 重 度 の 要 介

護 状 態 と な っ て も 、 夜 間 を 含 め 24時

間 安 心 し て 在 宅 生 活 が で き る よ う 、

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 の サ ー ビ ス を 開

始 し た 。 ① 定 期 巡 回 の 訪 問 介 護 ② 利

用 者 の 求 め に 応 じ た 随 時 の 訪 問 介 護

③ 利 用 者 の 通 報 に 応 じ た 調 整 ・ 対 応

す る オ ペ レ ー シ ョ ン を 組 み 合 わ せ た

サ ー ビ ス を 行 っ て い る 。  

 

（２）介護者の人材育成  

ホームヘルパー、ガイドヘル

パーなどを対象とした講習会や

研修会などを実施し、人材育成

や資質の向上を図り、サービス

基盤の更なる整備を図っていく。  
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（３）福祉施設のあり方の検討  

市政を取り巻く情勢の変化を

見据え、基盤整備を効果的に行

う必要がある。「くぬぎ園」は

建替え、あるいは大規模改修を

具体的に検討する時期に来てい

る。くぬぎ園のあり方について

具体的な検討を開始する。  

障害者福祉センター内の小規

模作業所については、都の補助

事業の動向を見極めつつ、通所

者の希望や特性に配慮して、今

後の方向性を検討する。  

 

（４）サービス基盤整備への市

の責務  

サービス基盤整備と利用者保

護は、市の責務である。介護保

険法の改正により、地域密着型

サービスの事業者指定と指導監

督の権限が市町村に認められた。

しかし、地域密着型サービスは、

市場原理のみに任せておいては

計画通りの整備が進まないことも

明らかになった。今後、これらの

課題を含め、「武蔵野市健康福祉

総合計画（仮称）」策定において

総合的なサービス提供の仕組み

を検討し、積極的に整備を行う。  
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Ⅱ 子ども・教育 

武蔵野市の 14歳以下の年少人

口は総人口の 10.7％にまで減少

しており、次世代を育成してい

く力を養うことは地域社会全体

の課題となっている。第四期基

本構想・長期計画策定以降、教

育に関する議論が高まり、国の

制度も改変されたが、武蔵野市

でも少子高齢社会における子育

てや教育のあり方を積極的に問

い直し、活力ある地域社会を築

いていく必要に迫られている。  

調整計画の策定にあたっては、

長期計画に掲げるファミリーフ

レンドリーの理念を受け継ぎつ

つ、新たな少子化対策の視点を

取り入れた施策が必要である。  

子どもを育てる場としての家

庭の重要性はいうまでもないが、

子どもの育ちは地域・企業・行

政など社会全体の責任でもある。

仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）の見直しを含

め、成長過程にある子ども、子

育て家庭が支えあい、支えられ

る地域社会づくりを進める。  

すべての子どもの育ちと学び

を保障する環境を整備し、子ども

の視点に立った施策を推進する。  

学校の自主性・自律性を高め

つつ、教育力の高い特色ある学

校づくりを推進する。学校のみ

ならず、子どもたちが抱える課

題を解決するために、家庭や地

域、行政が一体となって取り組

んでいくことが重要である。  

生涯学習社会においては、い

つでも、どこでも、だれでもが

学び、自己実現を目指すことが

保障されなければならない。市

民の連携・協働による生涯学習

事業の体系づくりによって学習

の機会を子どもから高齢者まで

幅広く提供し、継続性のある事

業展開を図る。市内や近隣に数

多くある学習施設、人的資源、

文化資産を生涯学習事業に活か

すと共に、学校教育との連携を

深める。  

 

１  子 育 て 支 援 施 策 の 総 合

的 推 進  

少子化が進行する中での子育

ては、子育て家庭の孤立や閉じ

こもり、子育て不安、さらには

子どもに社会性が育ちにくいな

どの問題が起こりやすいことが
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指摘されており、実際に児童虐待

などが生じる背景ともなっている。   

そうした中で家庭のもつ子育

て力を維持し高めていくには、

地域・企業・行政が様々な手法

で子育て家庭を支え、子育て家

庭が「支えられている」と実感

できる環境整備を進めていくこ

とが求められる。  

子育ての問題は、自助と公助

の意義が強調されすぎるきらい

がある。自助とは家庭による自

己努力であり、公助とは市など

が行うサービス給付であるが、

「支えられている」と実感でき

る環境を実現する上で共助が果

たす役割は大きい。身近な子育

て家庭が緩やかに結びつき、互

いに情報を共有し、支えあい、

助けあうネットワークが広がる

ことで子育て不安や家庭の孤立

を緩和することができるし、子

育て経験の乏しい親が親として

成長し、家庭の子育て力を高め

ていくことが促される。  

行政が行う子育て支援施策に

共助の広がりを育てる視点を加

え、かつそれを幅広い市民や団

体が温かく支える環境を整備す

ることにより、家庭と地域の子

育て力が着実に高まるように施

策の総合化を図る。  

 

（１）地域社会全体で取り組む

子育て支援の構築  

 児童虐待の防止と子育て家庭

への支援を図るために市が平成

16年に設置した子育てＳＯＳ支

援センターでは、親子で過ごす

場、子育てに関するサービスや

子育てに関する施設などについて

の情報提供も行い、親しまれて

いる。今後も一層の拡充を図る。  

 子育て中の親子の「居場所」

づ く り 施 策 と し て 、 コ ミ ュ ニ

ティセンターや保育所など地域

に点在する施設を活用した共助

のネットワークづくりに努め、

身近な場所で親同士のつながり

や支えあいが進むように支援し

ていく。地域のグループやサー

クルが行う子育て活動の支援、

その中心となる子育て支援リー

ダーの養成、さらに、コミュニ

ティセンターや保育所などを利

用した、子育て中の親子の遊び

場事業の展開などを行う。また、

インターネット上の子育て情報
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交換の場の提供についても検討

を進め、実現を図る。  

 現在、市や市の財政援助出資

団体で実施している様々な子ども

関連事業を横断的かつ効率的に

進めるためには、子ども関連事業

全体を包括的に実施することが

必要である。武蔵野市子ども協会

は、０１２３吉祥寺・はらっぱ

の０歳から３歳までの乳幼児と

その親を対象とした事業活動を

行っているが、今後は、全市域の

子ども育成活動全般を支える機

関として位置づけ、乳幼児から

青少年までの関連施策に事業を

拡大する。その際、任意団体で

ある武蔵野市子ども協会は、事業

の拡大に備えて法人化を推進する。  

 

（２）保育サービスの拡充  

 近年、大型マンションの建設

などに伴う人口流入がみられ、

０歳児の人口増も生じている。

育児休業制度の普及もあって、

育児休業終了後の１歳からの入

所希望が増えている。待機児解

消のため、認可保育所の新設の

検討をするとともに、認可保育

所の年齢別の定員見直しや弾力

化を進める。  

ＮＰＯ法人、家庭福祉員（保

育ママ）制度、私立幼稚園の預

かり保育、認証保育所など多様

な制度や仕組みを使って、待機

児の解消を図る。  

 近年の経済情勢の変化により

ますます親の就労形態が多様化

する傾向があり、短時間、定曜

日、夜間の一時保育などのニー

ズが高まっている。市のみなら

ず様々なサービス供給主体の参

入を促し、全体としてニーズに

応えられる体制を構築する。  

市内に９園設置されている公

立保育園については、武蔵野市

公立保育園改革計画（平成 16年

策定）に基づく改革が平成 16年

度から平成 18年度の間、進めら

れた。評価委員会からの指摘を

受けて改善を図り一定の成果を

得たが、依然、公立と民間では

児童１人あたりにかかるコスト

に大きな差がある。公立という

設置形態を維持しつつ、質の向

上 と 効 率 化 を 推 進 す る と い う

「武蔵野方式」を保ちつつ、様

々な運営の形態を検討すること

も、今後の課題である。  



 取 扱 注 意  
平成 20 年１月４日現在 

 53

（３）子どもの安全・安心  

 近年子どもが犯罪に巻き込ま

れる事件が全国で相次いでいる

が、学校や子育て施設、地域に

おいて、防犯機能を強化し、不

審者情報の迅速な提供などを行い、

子どもの安全を確保していく。  

また、青少年問題協議会地区

委員会の協力のもと、「子ども

を守る家」「自転車防犯帯」の

普及を図り、地域で子どもを守

る体制づくりを推進する。  

 

（４）子育て家庭への支援  

 子育て中の親子の「居場所」

づくりとして、コミュニティセ

ンターを活用した自由来所型の

「コミセン親子ひろば」を実施

し、就学前の親子の交流機会を

提 供 し て い る 。 今 後 も 「 遊 び

場」の提供だけにとどまること

なく、子育ての悩み・相談・遊

びの指導を実施する。「子育て

推進員」の充実を図るとともに、

未実施のコミュニティセンター

への拡大を働きかける。  

妊娠中の不安解消を図る相談

事業などを拡充し、地域の子育

て家庭への支援を広げていく。

そのために、保育所の場や保育

士経験者などを地域の子育て支

援の資源として一層活用する。  

 図書館では、０歳と３歳児を

対象としたブックスタート事業

を核として、主に本を媒介とし

て親子で楽しむことができる子

育て支援事業の拡充を図る。  

地域の中で大きな役割を果た

している私立幼稚園については、

保護者と事業者双方について一

層の支援を行っていく。  

 また、ひとり親家庭に対して

は、自立を支援するための市の

計画を策定する。  

 本市では、平成 19年 10月１日

より「義務教育就学児医療費助

成事業」を実施している。子育

て支援の観点から乳幼児医療費

助成と同様、所得制限は設けず、

自己負担３割のうち１割を助成

している。今後は都の取組みの

動向も視野に入れながら支援の

拡充を検討する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 未 就 学 児 を 対 象 と す る 「 乳 幼 児 医

療 費 助 成 」 に つ い て は 、 よ り 子 育 て

し や す い 環 境 を 整 備 す る た め 、 平 成

17年 10月 か ら 所 得 制 限 を 撤 廃 し た 。  
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（５）第三次子どもプラン武蔵

野の策定  

次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法

（平成 15年施行）により、地域

における子育て支援、親子の健

康の確保、教育環境の整備など

に関する行動計画を市町村が策

定することが義務付けられた。

市では、第二次子どもプラン武

蔵野を策定し、事業を推進して

きた。  

第三次子どもプラン武蔵野を

策定し、子ども関連施策を推進

する。次世代育成支援対策推進

法の強化を受け、仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）が一層図られるように取組

みを強める。  

なお、計画策定にあたっては

広く市民の提言を求めたり公募

委員を選任したりすることによ

り、市民の意見が一層計画に反

映される仕組みを研究する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 17年 ３ 月 、 子 ど も に 関 連 す る

全 て の 施 策 ・ 事 業 を 取 り 込 ん だ 総 合

的 な 計 画 と し て 、 「 第 二 次 子 ど も プ

ラ ン 武 蔵 野 （ 平 成 17～ 21年 度 ） 」 を

策 定 し た 。  

 

 

２  親 子 の ふ れ あ い と 家 庭 へ の

啓発  

（１）体験事業を通した親子の

ふれあい  

 都市化に伴う自然環境の悪化、

遊び場の減少などから、子ども

たちが直接自然にふれあう機会

は減ってきている。また、情報

化社会の進行により、実体験を

伴わないバーチャルな環境に接

する機会が増え、子ども同士の

コミュニケーションがうまくい

かず、相手を思いやる心が養わ

れにくい状況も見られる。  

 そこで、自ら体験し、自らふ

れて感じる自然体験活動の機会

を提供し、親と子がふれあい、

絆を深めるように促すとともに、

これを通して子育て家庭相互の

つながりが深まるように働きか

ける。   

 

（２）子育ては親育て  

 父性や母性は人間が成長の過

程で学ぶものである。ところが、

核家族化の進行などにより、祖

父母や地域の子育て経験者など

から子育ての知恵を学ぶ機会が

減少し、親の役割や子どもへの
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接し方など、いわゆる「子育て

文化」の継承に問題が生じてい

る。さらに、労働環境や生活様

式の変化によって、これまでの

「子育て文化」が実情にそぐわ

な い 面 も 生 じ て お り 、 新 し い

「子育て文化」の創造が必要と

なっている。  

新しい時代の親の役割、親意

識（「親性」）を育てはぐくむ

ために、生涯学習事業とも連携

を図りながら、成長段階に応じ

た体験学習や若い世代の親を対

象とした「親育て講座」を検討

するとともに、引き続き「子育

ては楽し」キャンペーンを実施

する。  

 

（３）子育て家庭への「食」の啓発 

子どもが健全な食生活を送る

ことは、子どもの心身の発育に

とって重要である。食事を通し

た家族のコミュニケーションの

深化、朝食の摂取など規則正し

い食生活の維持、栄養やごみに

ついて考える習慣、子どもも調

理や片付けに役割を持つ責任意

識のかん養など、子どもと家族

の食の問題について、「家族で

手作り・楽しい食卓キャンペー

ン」などを通して市民の意識を

高めていく。  

 また、保育所や小学校では、

保護者が望ましい食習慣や知識

を習得することができるよう、

昼食や給食の献立を通じて食育

の重要性や栄養管理に関する知

識などを啓発する。  

 

３  子育て支援施設の整備  

地域の子育て支援ニーズは人

口動態や就労形態、さらには家

族形態の変化によって大きく変

動する。市はこれらの変化を機

敏にとらえ、長期的・短期的の

二つの視点から常に柔軟に対応

していく必要がある。  

 

（１）保育施設などの整備  

 待機児の解消を図るために、

保育所整備を進めるとともに、

都市特有の保育ニーズに応える

べく設置されている認証保育所

を誘致し、保育施設の多様な整

備を進める。   

 都営武蔵野アパートの建替え

事業に伴い、子育て支援の活動

拠点となる施設の整備を行う。  
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（２）児童館のあり方の検討  

 桜堤児童館は、安心して子育

てができる環境や親同士のつな

がりを求めて、乳幼児親子の利

用が増加している。一方で、地

域子ども館（あそべえ）が整備

されたことにより、小学生の利

用は減少している。今後、児童

館、０１２３施設、地域子ども

館（あそべえ）のそれぞれの役

割を整理したうえで、桜堤児童

館を含めた西部地域の子育て支

援施設の再編を検討していく。  

 

（３）境幼稚園の将来像及び泉

幼稚園跡地利用  

 境幼稚園については、少子高

齢化の進展に伴い幼児数が減少

し、私立幼稚園の空白を埋める

という公立幼稚園としての役割

は終えたことを受け、新しい子

育て支援施設としての活用を具

体化する。施設の有効活用の観

点から、隣接する境保育園との

連携も視野にいれて、より地域

に開かれた高機能な子育て支援

サービスが提供できる施設とし

て検討する。  

具体化にあたって、これまで

の境幼稚園の「発展的解消」を

めぐる経緯を踏まえ、大型マン

ション建設など住宅事情の変化

にも十分対応できるよう西部地

域全体の子育て支援施設の再編

の中に位置づける。  

 泉幼稚園跡地については、幅

広い子育て支援機能を有する施設

を中心として利用のあり方の検

討を進める。  

 

４  学校教育の充実  

 教育についての関心が国はも

とより地域のレベルでも高まっ

ており、公立小中学校の教育の

質の向上を一層図っていく必要

がある。本市では、個に応じた

きめ細かな指導を行うと共に、体

験的な学習、課題解決能力を養

わせる学習に力を入れ、成果を

あげている。  

 今後はそれらをさらに発展さ

せ、教員の教える力、児童・生

徒の学ぶ力を高める施策を豊富

に展開し、確かな学力が身につ

く教育の拡充を目指す。「歩く、

走る、読む、書く、ふれる、気

づく」など今の子どもに必要と

されている力を様々な教科や活
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動を通して育成する独自の教育

モデルを一層充実させ、子ども

たちが目標を持ち、生き生きと

した学習を主体的に進める学校

づくりに努める。  

 また、学校は子どもたちの成

長を支えるという包括的視点に

立ち、地域社会との連携を深める。  

 

（１）「身体・言語・自然」を

重視した教育  

 児童・生徒の心とからだの健

康づくりを家庭や地域と協力し

ながら推進する。「歩く」「走

る」などをテーマに取組みを進

め、授業のみならず、ランニン

グフェスティバルの実施など体

力づくりに向けた意識啓発も進

める。あわせて、児童・生徒に

とって関心の高い部活動、特別

活動などを活性化し、学校の教

育活動全体を通じて子どもの体

力の向上を図る。クラブ・部活

動においては、外部指導員の力

を借りて豊富なメニューを提供

できるようにする。  

 「読み・書き」の能力はすべて

の学力の基礎にある。児童・生

徒の国語力の向上を図るために、

国語科の授業を一層充実させる

とともに、朝読書や読書週間など

の取組みを通じて、幅広く読書

に親しむ子どもを育てる。また、

全小中学校における図書のデータ

ベースや、保護者や地域住民など

の協力を得て導入した「図書室

サポーター」制度により、学校

図書室の活用を推進する。あわ

せて、市立図書館や学校間の連

携システムについても研究する。  

 自然にふれる体験活動について

は、地域に残された農地など身

近な自然を活用した自然体験・

勤労生産体験活動もあわせて実施

する。セカンドスクール、プレ

セカンドスクールのねらいである

自然とのふれあいを通じた知的

好奇心・探究心の喚起や、長期

宿泊体験を通じた豊かな人間関

係の醸成、子ども同士の協働に

よる自主性、協調性の育成を図る。  

 学習指導要領の改訂の趣旨を

踏まえ、武蔵野市の特色ある教

育のあり方の検討を行う。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 市 立 小 学 校 で の 英 語 活 動 の 試 行 を

開 始 し た 一 方 、 日 本 語 能 力 の 向 上 、

考 え る 力 や 表 現 す る 力 を 育 む こ と を

目 的 に 、 本 市 の 豊 か な 文 化 的 土 壌 を

活 か し 、 「 子 ど も 文 芸 賞 」 を 実 施 し

た 。  
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（２）次世代の市民育成のため

の教育の推進  

 心の教育、キャリア教育、環

境教育など次世代の市民を育成

するための教育を積極的に推進

する。  

児童・生徒が自分の内面を見

つめ、課題に主体的に取り組む

態度を養わせる取組みを推進す

る。自分と異なる立場や感じ方

についての理解を深めさせる。

また、「命の尊さ」「思いやり」

「勇気」「優しさ」など自他を

尊重する態度を一層養わせ、い

じめの問題についても考えさせ

る。  

伝統芸能や伝統芸術、国際的な

芸術文化など、本物に直接ふれ

る体験を通して、豊かな心を育

ませる。  

 自分の将来像を児童・生徒の

発達段階に応じて早期から設計

させることは一層重要となって

いる。職業観や健全な労働観を

身につけさせ、社会との関わり

についての意識を深めさせるた

めに、キャリア教育を体系的に

推進する。  

 世界的な温暖化など環境教育

の重要性が高まっている現在、

地球環境への意識を高める教育

を充実する。学校のビオトープ

や近隣の自然豊かな公園などの

活用も積極的に図る。  

 「市民」であることの意味を

考えさせるシチズンシップ教育、

メディア情報を正しく取捨選択

する能力を身につけさせる情報

リテラシー教育、男女共同参画

社会の実現に向けた教育、国際

理解教育などもあわせて推進す

る。地域の歴史に学び、平和の

尊さへの意識を高めさせるとと

もに、紛争の絶えない世界の現

状について理解させる。  

 

（３）「確かな学力」の向上  

 「読み・書き・計算」などの

基礎的な知識・技能に加えて、

高い学習意欲を持ち、自分で課

題を見つけ、自ら学び、主体的

に判断し、行動し、よりよい問

題解決の方法を見つける資質や

能力が「確かな学力」である。  

こうした能力を確実に高める

ために、少人数指導、ティーム

ティーチング、習熟度別指導な

どを効果的に組み合せた適切な
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指導を進め、児童・生徒の個性

や学力に応じた柔軟な指導を充

実していく。あわせて学習支援

教室などによる補充的な指導の

場や、学習相談の機会を充実す

る。さらに、市独自の教員加配

による少人数教育の方策につい

て研究する。  

 これらの成果を検証するため、

定期的に「学力向上を図るため

の調査」を実施し、調査結果を

児童・生徒の学習改善に役立て、

授業改善推進プランの作成と活

用に努める。  

また、小中学校間の円滑な移

行・接続を図り、９年間を見通

した教育を充実するため、市独

自の小学校理科専科教員の配置

を含め、小学校高学年における

教科担任制の拡充について検討

する。  

 

（４）学校教育力の向上  

 公立学校離れの傾向が見られ

る現状を踏まえ、公立学校の教

育力を高める課題に一層取り組

む。教員の教える力の向上を図

るために教員のニーズにあわせ

た研修を実施するとともに、授

業力向上研究校の指定や、授業

研究リーダー研修の実施、授業

改善アドバイザーの派遣などを

行い、学校支援体制の一層の充

実を図る。  

中学校の部活動の指導に外部

指導者を配置してきているが、

地域との連携を図り、学校の教

育内容をより豊富にするために

もさらに活用していく。学習指

導員やティーチングアシスタン

ト、ボランティアなどの形で、

教育力を有する地域の人材が学

校教育の現場に一層積極的に参

画する仕組みと手続きを検討す

るため、積極的に試行する。さ

らに近隣の大学や企業との連携

も含めた学校支援ネットワーク

の構築を研究する。  

 コンピュータ教育ネットワー

クの構築については、その目的

・手段を十分に検討整理したう

えで、小中学校の教育用ネット

ワーク環境、児童・生徒用コン

ピュータ環境の整備を推進する。

また、教員のＩＴリテラシーの

向上とあわせ、それらを活用す

る教育用コンテンツの開発・共

有化を図る。  
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（５）サポート制度、相談機能

の充実  

 通 常 の 学 級 に 在 籍 す る Ｌ Ｄ

（学習障害）・ＡＤＨＤ（注意

欠陥／多動性障害）・高機能自

閉症などの発達障害のある子ど

もを含め、一人ひとりのニーズ

を把握して必要な教育的支援を

行う特別支援教育が平成 19年度

より本格的に始動した。  

 これを一層充実するために、

特別支援教育推進計画を策定し、

体系的な支援体制の構築を推進

していく。  

 教育支援センターを中心に、

学校・教育分野だけではなく保

健・福祉・医療分野なども含め

た相談・支援機能の連携や情報

共有など全市的なネットワーク

化を進めていく。  

 不登校児童・生徒対策について

は、そうした児童・生徒の居場所

として学習や生活支援を行うチ

ャ レ ン ジ ル ー ム （ 適 応 指 導 教

室）の充実を図る。また、学校

と教育委員会、子育てＳＯＳ支援

センター、児童相談所、専門医、

警察などの関係諸機関との連携

を深め、きめ細かな対応を進める。  

 

**** * * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 教 育 に 関 す る 相 談 事 業 の 充 実 、 学

校 支 援 機 能 の 強 化 を 図 る た め 、 平 成

17年 ４ 月 、 「 教 育 支 援 セ ン タ ー 」 を

開 設 し た 。 小 中 学 校 へ の 臨 床 心 理 士

の 派 遣 や 、 不 登 校 児 童 ・ 生 徒 の 支 援

の た め の 体 制 強 化 、 関 係 機 関 と の 連

携 強 化 を 図 っ た 。  

 

（６）学校経営体制の充実  

 学校の経営力強化を支援する

ことを目的として市立全小中学

校に設置されている「開かれた

学校づくり協議会」を一層推進

する。また、保護者や地域住民、

有識者などによる外部評価のあ

り方を研究する。  

 また、幼稚園・保育所、小学校、

中学校、高等学校など学校間の

連携を図るための調査・研究を

行う。特に幼稚園・保育所から

小学校へ、小学校から中学校へ

の移行期の支援が重要であり、

円滑なサポート体制の構築、指導

の 連続性に配慮したカリキュラム

導入のための研究が必要である。

教員の授業交流や、児童・生徒間

の交流活動もあわせて推進する。  

 校務支援のための教員用コン

ピュータを整備する。また学校

における個人情報の保護などセ

キュリティ対策を確立する。  
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（７）市立学校の計画的な整備

の推進  

 小学校 12校、中学校６校の学

校施設については、計画的に耐

震補強を行うとともに、施設の

延命化に配慮して、長期的な計画

に基づき、改修・改築を進める。  

大規模改修・改築に際しては、

学校としてふさわしい施設であ

ると同時に、地域コミュニティ

の場としての役割や、一時避難

所としての防災機能、校庭や教

室などの学校開放、学童クラブ、

地域子ども館（あそべえ）など

にも配慮する。学校施設の緑化

もあわせて推進する。  

旧桜堤小学校施設・用地の活

用方法について、旧校舎内の施

設の移転先も含めて、広い視点

に立って検討する。  

 

（８）食に関する教育の充実  

 食育は本来家庭の役割ではあ

るが、食の指導の必要性が強く

指摘される今日において、重要

な教育課題の一つとしても位置

づけられる。食の指導の目的は、

教育活動全体を通して食に関す

る知識の習得や望ましい食習慣

の確立を目指すことであり、学

校と家庭が連携して、食育プロ

グラムの取組みを強化していく

ことが求められる。  

 学校給食については、栄養士

や調理員による栄養指導や調理

実習をはじめとする様々な食育

プログラムを積極的に進めると

ともに、食文化の継承としての

和食献立の充実、地産地消の推

進などにも取り組んでいく。学

校給食が地域にも開かれた場と

なるように一層配慮し、学校と

地域の連携を深める。  

桜堤調理場については、当面

は耐震補強を行い使用していく

が、老朽化に対する対応として

は建替え、移転あるいは調理な

どの主要部分の民間委託化など

の対応を広く検討していく。  

 中学校給食については、教育

委員会においても改めて中学校

給食のあり方の検討を行い、平

成 19年６月に、中学校給食の実

施の方向性が決定された。中学

校給食実施計画策定委員会で具

体化の検討を進め、早期に市立

６校で実施することを目指す。  
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５  青少年施策の充実  

（１）青少年育成施策の拡充   

 土曜学校は、学校休業日の土

曜日を利用し、小中学生を対象

に、学校ではできない様々な体

験活動を提供する生涯学習プロ

グラムであり、「ひらめく、か

ん じ る 、 か ん が え る 」 を キ ー

ワードに各所で多彩な講座が実

施されている。これまでの土曜

学校の成果を検証し、メニュー

の豊富化など一層の充実を図っ

ていく。地域の教育力を生涯学

習の活性化につなげ、生涯学習

と学校教育との連携をこれまで

以上に推進していく。このため

に、地域でプログラムの運営を

支援する組織を育成する。  

 児童の放課後活動については、

市内全市立小学校において自由

来所型の地域子ども館（あそべ

え）が設置されている。活動内

容やスタッフ研修の充実を図り、

地域の子どもたちが安心して自

主的に遊べる施設として、機能、

内容の充実、利用者の増大を図る。  

 地域子ども館（あそべえ）や

学童クラブについて、それぞれ

の設置の目的や趣旨を踏まえ、

連携を深める。統合については

今後も研究を進めていく。子ど

もの良質な発達環境の確保と、

親の子育てと仕事の両立支援の

双方の観点から、年齢に応じた

子どもの土曜日の過ごし方につ

いて検討を行い、青少年育成施

策の充実を図る。   

 また、学童クラブの学校内あ

るいは隣接地への移転を鋭意推

進する。さらに、ＮＰＯや市民

グループなどが行う放課後活動

事業への支援を継続する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 17年 ４ 月 か ら 、 全 て の 市 立 小

学 校 で 、 地 域 子 ど も 館 （ あ そ べ え ）

事 業 を 本 格 実 施 し た 。 子 ど も た ち が

安 心 し て 自 主 的 に 遊 べ る 、 自 由 来 所

型 の 事 業 と し て 、 地 域 住 民 で 構 成 さ

れ た 企 画 運 営 会 議 を 中 心 に 運 営 さ れ

て い る 。  

 

（２）自然体験事業の拡充  

 武蔵野市では、自然クラブ、

親子体験キャンプなど多彩なプ

ログラムを野外活動センターが

中心となって推進している。ま

た、むさしのジャンボリーは地

域の青少年問題協議会地区委員

会が中心となって実施し、定着

している。これら自然体験事業

について、各部署間で連携を図
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り体系化を行い、対象年齢や目

的別に市民が利用しやすい環境

を整える。  

 活動の拠点となる市立自然の

村などの施設については、市民

が利用しやすいよう適切な管理

運営を行う。  

 また、学校、地域、ＮＰＯ法

人などの自然体験事業実施団体

との連携を広げるとともに、自

然体験の効用について周知・啓

発し、これらの活動を推進する

指導者の拡充とその核となる人

材の育成を図り、活動の場の提

供を行っていく。  

 

（３）青少年育成環境の整備  

青少年育成の機能の強化のた

めに、様々な年齢層にわたる青

少年の地域での居場所の必要性

が指摘されている。  

 境冒険遊び場公園については、

ＮＰＯ法人など運営団体と連携

をとりながら、子どもたちが自

分の責任で自由に遊べる場とし

て確立していく。  

また、中高生のボランティア

リーダーを育成し、地域におけ

る役割を持たせるとともに、様

々なイベントなど活動できる機

会を整備する。  

中高生の活動拠点としては、

「武蔵野プレイス（仮称）」に

多目的スタジオなどを設置し、

中高生の活動拠点としての機能

を持たせていく。  

次世代を担う若者の地域での

活動の場の確保も重要である。

世界的な視野で活動するＮＧＯ

などとも連携し、若者がお互い

を磨きあう場となるように仕組

みをつくる。市内のみならず周

辺大学の学生も含めて広域的な

観点から推進していく。  

働き盛りの親世代が地域での

青少年育成活動に参画すること

は育成環境の整備にとって不可

欠であるので、その推進のため

の地域の取組みを支援する。  

 

（４）青少年の国際交流の促進  

 常日頃から異文化に関する知

識にふれたり、地域における国

際交流に参加することは、青少

年が地球的な市民として育つ上

で大きな意義がある。土曜学校

のプログラムとも連携して取組

みを深める。  
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青少年が外国に赴いて現地の

人々と直にふれあい、生活を共

にする機会を多彩に提供し、帰

国後の相互交流や参加経験者の

アイデアの活用なども進める。  

青少年の国際交流事業につい

ては、長期的な視点から評価を

行い、継続性をもたせる。  

 

６  生涯学習施策の拡充  

 武蔵野市の生涯学習は今日ま

で市民の自主性と高い学習意欲

に支えられて発展してきた。  

 社会の成熟化を背景に、市民

の生涯学習へのニーズは今後ま

すます多様となり、市民活動や

コミュニティ活動、文化活動と

一体となって発展していくこと

が予想される。こうした中で、

従来の社会教育や生涯学習の概

念にとらわれない、新しい生涯

学習社会の構築が求められてい

る。  

 平成 22年度に「武蔵野プレイ

ス（仮称）」が完成する。生涯

学習機能を備えた新しい融合型

の文化創造の場として、市民が

出会い、切磋琢磨して次世代の

文化を創り出していく役割が期

待される。これを機会として、

武蔵野市全域はもとより周辺地

域も視野に入れた生涯学習社会

の構築を行う。   

 

（１）生涯学習事業の体系化・

計画化  

これまで多様に実施・展開さ

れてきた各種の生涯学習事業や

市民による主体的な活動につい

て、市民のニーズに照らして事

業の再構築を行い、市民の主体

的な学習活動への支援も含めた

施策の充実を図る。  

 また、生涯学習施策を総合的

に推進するための「生涯学習計

画（仮称）」を策定する。   

 

（２）生涯学習機会の拡充  

 市と武蔵野地域五大学の連携

による武蔵野地域自由大学は、

平成 15年以来「学ぶ楽しさ無限

大！」をテーマとして、市民の

高い生涯学習ニーズに応えてい

る。武蔵野市ならではの高度な

学習機会の提供を今後とも推進

していく。  

 「武蔵野プレイス（仮称）」

建設を契機に、市内の企業や公
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共機関などとも連携・協力して、

市域全体をキャンパスに見立て

て総合的な生涯学習を提供する

ようなネットワーク化を図る。  

 「人は地域を耕し、地域は人

を耕す」と言われるように、幅

広い市民の多様な学習は地域社

会の根底であることを認識し、

いつでも誰もが学び、その成果

を地域に活かしていく仕組みづ

くりを進める。   

 

（３）生涯学習施設の充実  

 「武蔵野プレイス（仮称）」

は、西部図書館を移転拡充した

図書館機能を中心に、生涯学習

機能などを加えた知的創造拠点

として整備する。新施設が、生

涯学習機能を加えた知的創造拠

点として十分機能を果せるよう

市民との連携・協働のあり方を

検討する。  

 施設の運営にあたっては、一

体的管理が必要であることを考

慮して、指定管理者制度を導入

する。その際、現在、市が行っ

ている生涯学習事業の一部移行

についても検討を行う。  

 市民会館と「武蔵野プレイス

（仮称）」はともに生涯学習機

能を有しており、立地が近接し

ていることから重複の可能性が

指摘されている。市民会館の今

後のあり方については、「武蔵

野プレイス（仮称）」の事業や

運営の詳細が固まるのとあわせ

て検討を進める。これについて

は、住民のニーズを踏まえて、

コミュニティセンターとしての

利用なども含め検討を行う。  

 また、西部図書館は、都営住

宅建設に伴い地元還元施設とし

て都から借りている建物である。

廃止後の施設のあり方について

は、そのことを踏まえて都と協

議を行い、今後検討を進める。  

 

（４）文化財の保護や活用  

 武蔵野の歴史への興味を喚起

し、市民の郷土意識を高めるこ

とは市のアイデンティティを確

立する上で不可欠である。  

市が保有する文化財や民俗資

料などの整理を進めるとともに、

文化財マップなどでの紹介や、

公共施設などを利用した展示の

機会を充実させる。また、資料

のデータベース化を行うととも
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に、資料の活用方法としてイン

ターネットを利用した公開など

を検討する。  

  

（５）図書館サービスの充実  

 「武蔵野プレイス（仮称）」

は、図書館機能と他の機能との

新しい融合型知的創造拠点であ

る。図書館としての機能に加え

て、地域や住民の課題解決を支

援していく。  

図書館３館全体としてのサー

ビスの充実を図る。  

 図書検索の電子化が進んでい

るが、誰もが利用しやすいよう

に用語の表記や検索方法を工夫

し、サービスの向上を図る。あ

わ せ て 、 郷 土 ･行 政 資 料 の デ ジ

タル化を進めるなど、多様な情

報を市民に提供する。デジタル

資料をＩＴ環境を用いて市民の

利用に供する事業を推進する。  

さらに、図書館の利用に障害

のある利用者に対するサービス

の向上を目指す。  

小学校での読み聞かせ活動や

「子ども文芸賞」など、子ども

が本に親しんだり創作をする機

会を増やす事業を推進する。  
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Ⅲ 緑・環境・市民生活 

武蔵野市はかねてより、緑豊

かで落ち着いた住環境、ファッ

ショナブルな買い物エリア、市

民の高い教育意識と市民参加な

ど、多くの点で高い評価を得て

おり、住みたいまちランキング

などではトップレベルの評価を

受けることが多い。すなわち、

市民生活が豊かなまちであると

考えられるが、いくつかの点で

課題が生じていることも確かで

あり、刻々変化する情勢の中で

豊かさの質を検討し、望ましい

姿の実現に努めていかなければ

ならない。  

地域社会は市民の自己実現の

場であり、その理想は、日々の

生活の中でそれぞれの個人が成

長する過程が持続可能な形で周

囲や未来とつながることで実現

される。  

この分野の主な施策の領域と

しては、環境、緑、産業、文化

・スポーツ、コミュニティなど

がある。これらについては、市

と住民が十分な連携を取って推

進することが最も重要であり、

そのための仕組みの整備を進め

なければならない。  

昼間人口は住民登録数を２万

人ほど上回っており、市民生活

の担い手は住民ばかりではない。

学生、買い物客などに加えて、

市内の産業に従事している人々

も多い。従来の職種に加えて、

近年はＳＯＨＯなど情報サービ

ス産業の従事者が増加している。

そのような産業の起業を目指す

人にとっても武蔵野市は魅力あ

るまちであることが求められて

おり、高度な都市文化と学術文

化が融合する知的付加価値の高

いまちづくりを進め、その特色

を積極的に発信していく視点が

不可欠である。 

安心して暮らせるまちの今あ

る豊かさを維持しつつ、新しい

都市文化を育むまちであること

を目指す都市の活性化戦略を、

市と幅広い市民の多様な協働に

より一層推進することが求めら

れている。  

 

１  持続可能な都市の形成  

21世紀初頭の最大の環境問題

は地球温暖化である。その主な
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原因は、現在の私たちの生活ス

タイルを支える化石燃料の燃焼

に よ り 発 生 す る CO2な ど の 温 室

効果ガスの排出である。  

平成 20 年から平成 24 年にお

いては、京都議定書における第

一約束期間として、国全体の温

室効果ガスの排出を平成２年比

で６％削減することが求められ

て い る 。 し か し な が ら 、 平 成

17 年度の排出量は逆に 7.8％も

増加し、このままでは今世紀末

には気温が最大 6.4℃上昇する

と考えられている。地球温暖化

が原因と推測される異常気象、

自然災害なども発生しており、

温暖化対策は待ったなしの状況

である。  

ごみ減量の課題も含めて、持

続可能な都市の形成のためには、

資源多消費型の社会経済システ

ムやライフスタイルの変革が不

可欠である。  

 

（１）環境負荷の少ない社会へ

の転換  

循環型社会に向けて、市民・

事業者・行政の協働を推進し、

環境問題に取り組む市民活動団

体のネットワーク化をはかると

ともに、次世代に対する体験型

環境教育をより一層充実させる。  

化石燃料の燃焼によるエネル

ギー使用量を今以上に削減する

ために、太陽光発電など新エネ

ルギーの使用へと一層の誘導を

図るとともに、市の施設では率

先して環境負荷軽減施策を実施

する。  

市民生活や事業活動の中に、

環境配慮行動を広げるための制

度を充実させる。  

来街者も含め、幅広い年齢層

の市民に呼びかけて、環境配慮

型ライフスタイルのアイデアを

募集し、活用する。また、グリー

ンパートナー制度を充実させ、

環境に配慮した事業活動を積極

的に支援する。  

リサイクルセンターの設置に

ついては、クリーンセンターの

建替え計画と併せて検討するが、

当面、市民・事業者・行政の協

働のもと、ごみ減量の普及啓発

・情報受発信機能を強化してい

くとともに、市民活動の拠点整

備を検討する。その際は、環境

問題全般についての普及啓発機
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能も併せて検討する。また、平

成 19年度から始めた剪定枝葉の

緑のリサイクル事業を積極的に

推進する。  

庁用車については、引き続き

低公害車・天然ガス車を率先導

入 す る 。 ま た 、 CO2を 全 市 的 に

削減するために、公共交通、自

転車の利用促進について関係機

関と連携して啓発を進める。  

こ れ ま で 市 で は Ｉ Ｓ Ｏ 14001

の手法を用いて環境保全の取組

みを進めてきたが、今後は費用

対効果の視点を加え、環境会計

の手法も参考にしながら、新た

な評価基準の導入を検討・実施

する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 18年 度 か ら 平 成 22年 度 を 計 画

期 間 と す る 新 た な 環 境 基 本 計 画 を 策

定 し た 。  

★ 平 成 18年 度 か ら ク リ ー ン セ ン タ ー

に お い て CO 2 排 出 削 減 の た め の 工 事

を 実 施 し て い る 。  

★ 家 庭 の CO 2 排 出 抑 制 策 の 一 環 と し

て 、 太 陽 光 発 電 設 備 の 設 置 に 対 す る

助 成 、 家 庭 用 燃 料 電 池 コ ー ジ ェ ネ

レ ー シ ョ ン シ ス テ ム 及 び 住 宅 用 高 効

率 給 湯 器 の 設 置 に 対 す る 助 成 を 実 施

し た 。  

 

（２）ごみ減量の推進  

ごみ減量は急務の課題である。

特にごみの発生抑制（リデュー

ス）が重要であり、まず、レジ

袋の削減など、抑制の取組みを

強化する必要がある。その上で

も発生するごみについては、資

源としての再使用（リユース）、

再利用（リサイクル）を推進する。  

家庭ごみの有料化や市民、事

業者の努力などによって、「ご

みから資源へ」の流れを定着さ

せることができつつあるが、ご

み総量の減少はわずかである。

１人１日あたりのごみ発生量を

多摩地域平均並みに削減するこ

とを目指し、「武蔵野ごみチャ

レ ン ジ 700 グ ラ ム キ ャ ン ペ ー

ン」を幅広く展開していく。ま

た、「ごみ減量協議会」を中心

に、本市への就業者・就学者、

買い物客などを対象にした働き

かけを強める。  

排出・生産者責任を一層明確

化し、市民・事業者がごみの発

生・排出抑制に積極的に取り組

むよう啓発・指導を強化し、処

理経費節減を図る。あわせて事

業系一般廃棄物処理手数料の適

正化の検討を進める。  

資源の集団回収などごみの資

源化や市内美化のための自発的

な活動への支援を、関係団体と
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連携をとりながら推進する。  

東京たま広域資源循環組合が

進めている焼却灰のエコセメン

ト化事業は、二ツ塚最終処分場

の延命に寄与するので、同組合

の構成市として引き続き支援す

るとともに、同組合を通じ処分

場のある日の出町の環境保全に

十分配慮する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ １ 日 に １ 人 が 出 す 、 家 庭 ご み 、 資

源 物 の 量 に 着 目 し 、 「 武 蔵 野 ご み チ

ャ レ ン ジ 700グ ラ ム キ ャ ン ペ ー ン 」

を 開 始 し 、 ご み 減 量 へ 向 け た 取 組 み

を 推 進 し て い る 。  

 

（３）クリーンセンター建替え

計画の検討  

稼 動 か ら 23 年 が 経 過 し た ク

リーンセンターについては、建

替えにむけて地域住民と積極的

に協議を行い、合意形成を図る。   

規模・仕様は一般廃棄物（ご

み）処理基本計画との整合性を

図りながら、施設の位置付けや

求められる機能などを基に、具

体的な検討を開始すると共に、

建替えに向けて生活環境影響調

査などを行い、施設基本計画を

策定する。  

建替えにあたっては、より環

境負荷の少ない安全で効率性の

高い循環型ごみ処理システムを

構築し、啓発施設としてのリサ

イクルセンターの併設など、３

Ｒ（リデュース・リユース・リ

サイクル）を含む総合的な廃棄

物対策の促進に寄与する施設を

目指す。  

 

２  緑豊かな都市環境の創出  

年々緑が失われつつある都市

部において、市民の生活環境と

しても、子どもたちの生育・教

育環境としても、緑豊かな環境

の維持・創出は重要である。市

内の緑の約 65％は民有地の緑で

あ り 、 緑 豊 か な 武 蔵 野 市 の イ

メージは、一つひとつの民有地

の緑に支えられている。しかし、

これらの緑を維持管理し、新た

な緑を育んでいくことは簡単な

ことではない。  

緑化施策においては、目標設

定型から成果管理型の計画体系

へ移行していくにあたり、市と

市民の協働により、様々な指標

を用いて、緑の量と共に、質の

検証を進めていく。  

市内全体の緑を市民の共通財

産としてとらえる意識を啓発し、
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市民が主役となり緑を育み維持

管理する活動を支援する。  

 

（１）市民と協働でつくる緑化

空間  

 平成 19年度に改定される「武

蔵野市緑の基本計画」に基づい

て、今後も公園・緑地の新設・

拡充を進める。  

「公園緑地リニューアル総合

計画（仮称）」の策定にあたっ

ては、市民参加の手法を取り、

既存の公園の特色ある活用を図

る。市民の健康づくりやレクリ

エーション、防災などの機能に

も配慮し、公園・緑地の再整備

・活用の促進、恒常的な運営へ

の市民参加の推進などについて

一体的に事業を進めていく。  

公共施設緑化は、屋上緑化・

壁面緑化など多様な方法で推進

し、民間の緑へとつなげていく。

学校施設の緑化は、環境教育の

推進・良環境の創出などに資す

るべく、既存のビオトープの一

層の活用を含めて推進する。  

また、近年特に減少傾向にあ

る民有地・民間施設の緑の回復

及び保全育成をめざし、既存の

制度を評価や見直しをし、新た

な制度の検討を行う。また、雑

木林や屋敷林、農業用地などを

保全すると共に、新たな緑の創

出を図るための施策の調査・研

究を行う。  

市内随所において地域の住民

による公園管理や緑化推進事業

をすすめるとともに、市と市民

による様々な緑化協働事業の展

開に対応するため、みどりボラ

ンティア団体支援制度のあり方

を検証する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 農 業 ふ れ あ い 公 園 、 関 前 四 丁 目 公

園 、 境 三 丁 目 緑 地 の ３ 公 園 を 整 備 し

た 。  

★ 「 東 京 み ど り の 研 究 会 」 が 発 足 し 、

近 隣 自 治 体 と の 連 携 を 強 め て い る 。  

 

（２）「自然環境センター（仮

称）」の設立  

今後の「緑のまちづくり」や

自然環境の回復と保全の推進に

は、市・市民・事業者・ＮＰＯ

などが連携・協働することが不

可欠である。新たなパートナー

シップ確立のため、共通の支援

基盤（プラットホーム）として

の 「 自 然 環 境 セ ン タ ー （ 仮

称）」を設立し、トラストやフ

ァンドのあり方を検討・実施す
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ると共に、人材の確保と緑化環

境に関する技術や知識の向上の

ため、緑のサポーター制度の活

用を推進する。  

 

（３）魅力ある遊歩道の再整備  

緑化推進ゾーンであるグリー

ンパーク緑地を安全で快適に移

動できる緑の回廊として拡充整

備する。  

グリーンパーク緑地、千川上

水、玉川上水、仙川など、軸と

なる緑と水辺空間を再整備し、

様々な緑の保全・創出事業と連

携させながら、緑のネットワー

ク化を推進する。  

 

３  身近な自然の回復と保全  

子ども達の成育環境としてあ

りのままの自然を身近に体験で

きることが重要であることはい

うまでもない。生態系の視点を

重視して、水と緑の豊かな自然

の回復に努める。  

 

（１）生態系を重視した水辺空

間の整備  

引き続き仙川水辺環境の整備

（ 仙 川 リ メ イ ク )を 継 続 し 、 自

然豊かな河川を回復し、生物の

生息する自然な水辺を創出する。    

また千川上水の管理が都から

市に移管されたことを受けて、

「千川上水整備計画（仮称）」

を策定し、上水沿いの遊歩道整

備をすすめると共に、良好な水

辺・親水環境を創出する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 10年 度 か ら 仙 川 に 清 流 を 確 保

し 、 生 物 の 生 息 空 間 を 創 出 す る た め 、

水 辺 環 境 整 備 を 行 い 、 自 然 生 態 系 復

活 ゾ ー ン 918ｍ の 内 、 617ｍ の 区 間 の

整 備 が 完 了 し た 。  

 

（２）近郊地の森林の保全と活用 

荒廃しつつある東京の森林を

保全し、育成するため、「二俣

尾・武蔵野市民の森」及び「奥

多摩・武蔵野の森」の保全事業

を全国に先駆けて実施してきた

が、これまでの保全事業の内容

や活用状況についての評価・検

証を行い、今後の方針を決定す

る。  

 

４  農業の振興  

本市の農業は都市化の波に押

され、極めて厳しい環境の中に

存立してきた。昨今都市農業の

大切な役割は、生産面にとどま
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らず多機能性からも見直されて

きており、将来への可能性を確

かめつつ、積極的に振興を図っ

ていくことが望まれる。  

 

（１）都市農業の振興  

 平成 18年策定の農業振興基本

計画に基づく経営条件の強化と

ともに、５年ごとの成果検証に

よって生産力の維持・向上に努

める。同時に農産物直売所、直

売会の開設とマップづくり、幼

稚園・保育所・小中学校での食

材利用などによる、地産地消を

中心とする安定的な流通・販売

経路の確保を支援する。   

これにあたっては環境に配慮

する循環型農業や安全・安心の

農産物づくりを目指す栽培技術、

トレーサビリティ（履歴管理）

への取組みに対しても支援して

いく。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 18年 度 か ら 平 成 27年 度 を 計 画

期 間 と す る 「 武 蔵 野 市 農 業 振 興 基 本

計 画 」 を 改 定 し た 。  

 

（２）農地の保全  

 指定を受けた生産緑地をはじ

め農地は、景観にゆとりを与え、

災害時の避難場所、体験教育の

場などの役割を持っており、農

地の保全と減少の抑止は都市環

境にとって重要な課題になって

きている。このため国の施策動

向も視野に入れながら、登録農

地制度の活用、農業改善への意

欲ある後継者や認定農業者の育

成など、市独自の支援策を検討

する。  

 

（３）都市農業と市民のふれあ

いの強化  

 農業と周辺の地域や人々の暮

らしの間、特に本市のような都

市型タイプの場合には、相互間

に心の通いあうコミュニケーシ

ョンの形成が大切である。  

これには秋の収穫祭の開催、

農業者自らが開設・運営し、借

り手が農業を体験学習できる市

民農園、そして農業ふれあい公

園や農業塾を経た市民が援農に

参加できる仕組みの創設を検討

する。また一方では、農地への

ごみ不法投棄など農家の抱える

問題の解決に、ボランティアと

して地域住民が協力するなどの

工夫を講じる。  
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５  商工業の振興  

本市は 23区と市町村部の境に

あり、都内有数の商業地である

吉祥寺を抱えている。周辺にお

ける都市間競争が激化するなか

で、都市産業の活性化に取り組

み、次世代に向けた起業支援な

ど地域基盤の強化を積極的に進

める必要がある。  

吉祥寺を中心とする地域は来

街者が多く、都市の文化が発展

する一方で、路線商店街や地域

コミュニティの活動も各所で展

開され市民生活にとって欠かせ

ないものとなっている。今後一

層活力のあるまちづくりを進め

るため、商工会議所や商店会連

合会のみならず、周辺大学や地

域住民とも連携し、時代に適合

した新たな起業も視野に入れ、

商工業を振興する。  

 

（１）武蔵野ブランドの育成  

 地域ブランドとは、地域特性

の あ る 製 品 や 場 所 、 地 域 の イ

メージを喚起させる無形の資産

を含むトータルな概念であり、

武 蔵 野 市 の 「 緑 豊 か な 文 化 都

市」などのイメージもそのひと

つである。付加価値の高い都市

の戦略を展開する上で、武蔵野

ブランドの確立は重要な意味を

持つ。武蔵野市の魅力づくりと

ブランド形成の戦略のあり方を

研究する。  

 

（２）起業支援  

近年の都市生活におけるライ

フスタイルの変化にともない、

ビジネス形態も変化してきてお

り、都市のニーズに応えるよう

な業態の起業が増加している。  

団塊世代など多様な世代や、

女性の起業も今後増加が予想さ

れる。ＳＯＨＯ事業者やコミュ

ニティビジネスを含むこれらの

新たな起業動向に注目しつつ、

より効果的な育成や支援を行う。  

 

（３）中小事業者の支援  

本市の商工業を支えているの

は圧倒的多数の中小事業者であ

り、地域社会のニーズと調和し

ながら、事業を進めている。そ

れらの活動は地域での市民生活

を支えるものであり、積極的な

振興が必要である。  

小規模企業資金融資あっせん
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制度や、勤労者互助会を通じた

中小企業のための支援を引き続

き行うとともに、景気動向の把

握、実態調査などを踏まえた振

興策を検討する。  

武蔵野商工会議所が行ってい

る、次世代ライフスタイルにふ

さわしい商品・サービスの開発

努力を支援する。  

 

（４）路線商業の活性化  

 路線商店街は、高齢者や子育

て家庭の支援、防災、防犯、交

通対策、環境など市民生活に密

着しており、住民に頼りにされ

る店として地域生活に不可欠な

役割を担っている例が多々ある。

しかし、路線商店街は大型店と

の競合や後継者問題など多くの

課題を抱えている。  

商店街の利便性や個店の魅力

の向上、活性化のためのイベン

トやＰＲの工夫を通じて、歩け

る範囲内で日常生活をまかなう

ことができる足腰の強い商店街

づくりを支援する。  

地域の課題にともに取り組む

ことが路線商店街の活性化に結

びつく。商店街ごとの立地条件

や性格を反映した戦略構築を促

し、適正な規模を考慮に入れつ

つ、地域コミュニティの交流の

場所としての役割を強め、知恵

と工夫を活かして、今後の発展

策を協働で練り上げていく。  

 

（５）吉祥寺圏商業活性化  

吉祥寺グランドデザインに基

づいたまちづくりを進めるにあ

たり、吉祥寺の魅力を総合的に

創出・維持・発展させるために、

地元商業者や住民と共に協働で

まちづくりに取り組む。また、

吉祥寺というまちの魅力を市内

外に発信し、それによる来街者

の増加と来街者のまちづくりへ

の参加によってより一層のまち

の活性化を図る。  

  

（６）中央圏商業活性化  

 中央圏は後背地でのマンショ

ン開発による人口増、大型企業

の事業展開、三鷹駅南口方向か

らの著しい変化の動向を受け、

近い将来、商環境に大きな変化

が生じることが予測される。  

現在、北口で民間大型複合ビ

ルの建設が進んでいる。既成商
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店街との共存を図りつつ、賑わ

いと魅力のある市街地の形成を

創出する。都市基盤整備の進捗

とあわせて、活性化のための基

本戦略を構築する。  

 

（７）武蔵境圏商業活性化  

武蔵境圏は、鉄道の連続立体

交差化事業に伴う南北一体のま

ちづくりによって、大きく変わ

ろうとしている。また、「武蔵

野プレイス（仮称）」の建設も

含めて、駅周辺地区には文化・

生 涯 学 習 施 設 が 多 数 存 在 し て

おり、来街者の増加も見込まれる。  

南北一体化された新しいまち

づくりの基本方針を検討するた

め、商業者や市民に加えて、大

学関係者・鉄道事業者・農業者

など地域を構成する様々な主体

の協力体制を組み、地域の総合

的な活性化を図る。  

 

（８）就労支援  

就労支援の課題は、個人の希

望する就労の形態と雇用のマッ

チング、就労に必要な技術・技

能の研修、それに就労継続支援

である。これらの課題に対して、

ハローワークなど関係機関と連

携して取り組む。  

 

６  都市観光の推進  

都市観光とは都市にある日常

の生活文化を楽しむ観光のこと

であり、市民が市内での買い物

やイベントを楽しみ、芸術活動

など多様な魅力に気づき、まち

を大切にする心を育むことによ

ってその魅力をさらに高めてい

くプロセスが重要視される。  

それぞれの都市に際立つ歴史

や文化、多様な活動が観光の対

象になってきた現在、全国的に

も魅力的なまちの評価が高い吉

祥寺を要に、本市でも都市観光

の推進への動きが始まり、今後

への期待が高まりつつある。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 都 市 観 光 の 視 点 で ま ち づ く り を 行

う 指 針 と し て 、 平 成 19年 ８ 月 に 「 武

蔵 野 市 観 光 推 進 計 画 」 を 策 定 し た 。  

 

（１）まちの魅力・情報の発信  

武蔵野商工会議所や地元商店

街を中心に、多彩なイベントや

マップづくり、「吉祥寺コンシ

ェルジュ」など都市観光への新

たな取組みがスタートし、市も
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武蔵野市観光推進計画（平成 19

年策定）によって、観光資源の

所在や観光推進についての基本

となる方針と方策を明らかにし

た。  

これに基づきつつも、更に来

街者や市場特性の把握にも配慮

し、より的確な資源ポイントの

評価と選択、ルートの設定、そ

して情報発信、またブランドづ

くりやイベントなどによるパブ

リシティ努力など、具体的で戦

略的な活動の提案や実施を図っ

ていく。  

 

（２）観光推進組織の設立  

 都市観光の担い手はまさに一

人ひとりの市民であり、事業者

である。それらの広い範囲から

の協力、支援を得て、市民が繰

り広げる都市観光を推進するた

め、その母体として「武蔵野市

観光推進機構（仮称）」を設立

する。  

また、隣接都市との一帯地域

での観光の展開に向けて、様々

なレベルでの広域連携も進める。  

 

 

（３）都市観光とまちづくりの

連携強化  

都市観光の推進は市民の暮ら

しのためのまちづくりと表裏一

体の関係にある。すなわち、緑

や 景 観 の 充 実 、 サ イ ン や ス ト

リートファニチャーの整備、ユ

ニバーサルデザインの導入やホ

スピタリティ精神による心遣い

など日常のまちづくりの成果の

全てが都市観光の資源であり、

また観光資源の維持や保全が市

民生活にも結びつく。都市観光

の推進はこうした広い視野に立

ち、多くの主体の協働によって

展開していく。  

 

７  真に豊かな消費生活の推進 

消費生活の課題は時代により

変化するが、現在は「振り込め

詐欺」に代表される詐欺行為、

人の不安につけ込む悪質商法、

偽装などの食の問題への対応が

重要な課題となっている。これ

らの被害を未然に防ぐための消

費者教育や啓発活動を進めると

ともに、豊かな消費生活につい

て市民同士が学びあうような工

夫をすることが必要である。  
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（１）消費者教育の推進と相談

事業の充実  

庁内の関連部署の連携を引き

続き進めながら、市民を対象と

した「消費生活講座」を開催し、

市民、特に中高生や高齢者など

を対象にした出前講座の積極的

な推進や悪質商法被害に関する

情報提供、被害防止キャンペー

ン、きめ細かな相談などを充実

させる。  

 

（２）消費者活動の支援  

武蔵野市消費者運動連絡会へ

の支援、市登録団体への助成な

どを引き続き進める。  

食の安全や食文化など、食生

活のあり方に消費者が主体的に

かかわる力を育てる各種講座や

啓発活動を進める。  

 

８  防 犯 性 の 高 い 快 適 な ま ち づ

くり  

本 市 で は 、 市 内 110番 受 理 件

数及び刑事事件発生件数は、平

成 14年以降減少傾向にある。  

しかし、犯罪の発生場所が身

近な住宅地になる傾向があるこ

とや、国内での若年層の衝動的

な犯罪がしばしば報道されるこ

とから、市民の「体感治安」は

悪化しているといわれる。今後

市民の安全感・安心感を高めて

いく必要がある。地域社会での

取組みとしては住民相互のつな

がりを深め、より「防犯力」の

高いまちづくりを進めていく。  

 

（１）防犯性の高いまちづくり

の推進  

地域防犯の基礎は、地域住民

同士が顔見知りになり、声を掛

けあう関係をつくり、お互いが

見守りあうまちづくりを進める

ことである。また、自転車や徒

歩で各地域を巡回する市民安全

パトロール隊や、市内全域を車

で回るホワイトイーグルも、地

域防犯における重要な役割を担

っている。今後はこれらのパト

ロール間の連携を促進し、犯罪

の防止を図る。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 公 立 保 育 園 で は 門 扉 オ ー ト ロ ッ ク

化 、 防 犯 カ メ ラ の 設 置 を 行 っ た 。 ま

た 、 全 て の 市 立 小 中 学 校 、 幼 稚 園 に

防 犯 カ メ ラ を 設 置 し た 。  
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（２）快適な生活環境の確保  

快適な生活環境の確保のため

に、公害及び有害化学物質の発

生状況を監視するとともに、近

年増加傾向にある市民生活に起

因する生活公害の低減や解決の

ための施策を検討する。  

また引き続き吉祥寺駅周辺の

環境浄化に努める。現在、商店

会・企業・市・市民の協働で行

っている三駅周辺の喫煙マナー

アップキャンペーンは一定の効

果を上げており、今後一層高い

目標を掲げ、取組みを強化する

とともに、他地域への取組みの

拡大を検討・推進する。これま

での駅前などの美化清掃事業に

加えて、市内の落書きを防ぐ対

策を検討し、落書き消去とあわ

せて積極的に推進する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 18年 か ら 市 民 、 事 業 者 、 行 政

関 係 者 等 に よ り 「 落 書 き 消 し ち ゃ い

隊 」 と し て 、 市 内 の 電 柱 、 バ ス 停 、

商 店 シ ャ ッ タ ー な ど の 落 書 き 消 去 活

動 を 実 施 し て い る 。  

  

９  防災態勢の強化  

地震・風水害・伝染病・テロ

などの自然災害・人為的危機に

備え、防災態勢と危機対応態勢

を確立し、被害を最小限に食い

止める減災能力を公民双方にお

いて向上させることは、安全・

安心なまちづくりの上で最重要

の課題である。  

突発的集中的豪雨による水害

が市内で発生したことは記憶に

新しいが、首都圏での大地震が

いつ発生してもおかしくない状

況にある。阪神淡路大震災の教

訓の通り、都市災害においては

民間の自主防災力が各地域単位

にどれだけ整っているかが減災

の成否の分かれ目となる。自助

・共助・公助のそれぞれの力を

つなぎ、連係態勢を確立し、防災・

減災能力のさらなる向上をめざす。  

 

（１）地域防災拠点の強化  

住宅の耐震化や家具の転倒防

止など、市民の自助に基づく防

災対策を支援するとともに、公

共性の高い分野での防災対策を

中心に充実・強化を図る。  

消火栓をはじめ防火水槽など

の消防水利の整備を引き続き進

める。災害時に避難所となる市

内小中学校への災害用給水施設

の整備は完了したため、今後は、
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給水方法の検討や既設設備の改

善を行う。  

また、オープンスペース確保

及び防災機能強化のための「防

災広場」整備と「地区災害時待

避所」の追加指定の協力依頼を

引き続き推進する。  

震災時、迅速な救出・消火活

動などを行うためには、地域の

防災力の向上が課題である。そ

の一つとして、地域の様々な単

位の人的資源をつなぎ合わせる

ことにより、自主防災組織づく

りを進める。  

自主防災組織は、平成 19年９

月現在 24組織まで増えているが、

市内全域の組織化をさらに推進

し、自主防災組織連絡協議会を

設立する。  

平成 17年度に想定された避難

想 定 人 口 ４ 万 9,000人 の ２ 日 分

の食糧備蓄を進めると共に、寝

具や日用品などの生活必需品の

整備を引き続き進める。  

また、地域の防災拠点確保の

ため、引き続き各消防団詰所の

防災機能の整備・強化を進める。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 消 防 水 利 の 不 足 地 域 の 公 園 な ど ３

か 所 に 100ｔ の 防 火 水 槽 、 計 ３ 基 設

置 し た 。  

（２）防災安全センターの機能

充実  

平成 19年７月の防災安全セン

ター開設により、災害など様々

な危機管理に対する対策本部機

能は確保された。今後、対策本

部の情報収集・伝達などの指揮

所機能を確実なものとしていく。  

災害時に必要な情報を、新たに

構築した防災情報システムによ

り、一元的に収集・分析し、防

災関係機関・災害ボランティア

センターなどとの情報共有や被

災者への情報発信を行う。  

 新型インフルエンザなどの健

康に対する危機やテロなど様々

な危険から市民の安全を守るた

め、関係機関と連携し全庁体制

での取組みを確立する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 危 機 管 理 の 拠 点 と し て 、 災 害 対 策

本 部 の 判 断 ・ 指 揮 機 能 を 有 す る 防 災

安 全 セ ン タ ー を 平 成 19年 ７ 月 に 開 設

し た 。  

 

（３）避難所の整備・運営体制

の確立  

災害時、いち早く各地域の実

情にあった避難所を開設・運営

することが必要となるため、地

域住民が主体となって参画でき
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る態勢を確立する。  

地域の自主防災組織や防災推

進員などが主体となって避難所

運営に参画・協力できるよう、

組織整備と研修・訓練をサポー

トする。  

避難所・公園などにおけるト

イレ対策を引き続き進めるとと

もに、マンホールを活用する災

害用トイレの整備を進める。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 災 害 時 に 避 難 所 と な る 市 立 小 中 学

校 の 災 害 用 井 戸 の 全 校 へ の 設 置 、 市

内 ４ か 所 目 と な る 防 災 広 場 、 西 久 保

二 丁 目 防 災 広 場 を 整 備 し た 。  

 

10 市 民 活 動 の 活 性 化 と 協 働 の

推進  

 武蔵野市のコミュニティづく

りはコミュニティ構想に基づき

16のコミュニティ協議会が組織

され、 20館（分館を含む）のコ

ミュニティセンターを拠点とし

て、市民主体でコミュニティづ

くりが進められてきた。  

コミュニティ構想の策定から

35年以上経過した今日、安全・

安心のまちづくりなど様々なま

ちのニーズとの関連でコミュニ

ティの重要性が再認識され、地

域コミュニティ活動の活性化が

これまで以上に求められている。  

今後ますます多様化するであ

ろう市民のニーズに的確に応え

ていくためには、行政による施

策だけでは不十分であり、ＮＰ

Ｏや各種市民活動との幅広い協

働の推進が不可欠である。  

 

（１）コミュニティの活性化と

あり方の検討  

現在、コミュニティ協議会、

コミュニティセンターの積極的

な役割に対する期待が高まって

いる。コミュニティセンターの

施設改善や新たなセンター設置

の要望のほか、コミュニティ自

体の活動の質を一層高め、幅を

広げる方向での様々な要望もある。  

こうした課題を整理し、地域

コミュニティの更なる活性化の

ために、コミュニティとコミュ

ニティセンターのあり方について

広く検討するため、第六期コミ

ュニティ市民委員会を設置する。  

コミュニティセンターの中に

は、使用者の利用形態の変化な

どに対応した設備の改善や、一

層のバリアフリー化が必要とさ

れているものもある。これらに
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ついては、対策を検討し、計画

的に改善を行っていく。  

地域通貨はコミュニティづく

りのツールとしての可能性を秘

めており、コミュニティビジネ

スの萌芽育成や人の交流を促す

仕組みづくりの観点から研究す

る。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 武 蔵 野 市 コ ミ ュ ニ テ ィ 評 価 委 員 会

が 設 置 さ れ 、 平 成 16年 の 第 一 期 評 価

に 続 き 、 平 成 18年 ３ 月 、 第 二 期 評 価

が 実 施 さ れ た 。  

 

（２）協働推進体制の整備と協

働事業の展開  

地域の主人公としての住民が

自発的に行う公益的な活動は、

住民参加、住民自治の本来のあ

り方であることから、行政がこ

うした活動の支援を行うことは

重要な意義を持つ。  

また、市民の多様化するニー

ズに的確に応えていくためには、

ＮＰＯ・市民活動団体との幅広

い協働を推進することが必要で

ある。ＮＰＯ活動促進基本計画

に基づき、協働推進体制を整備

し、事業を多面的に推進する。  

ＮＰＯ・市民活動の拠点整備、

相互交流とネットワーク化の推

進のために、市役所西棟７階の

「市民協働サロン」に加えて、

本格的な「ＮＰＯ・市民活動サ

ポートセンター（仮称）」の整

備を進めるとともに、その運営

などのあり方についての検討を

市民参加で進める。  

市と協働したい事業の企画を

ＮＰＯ・市民活動団体から募る

公募制度を拡充し、これらの団

体との創造的な協働事業の拡大

を図る。  

行政とＮＰＯ・市民活動団体

などが共通の理解のもと、協働

事業を進める際のガイドライン

を定めたハンドブックを作成し、

今後の協働を進めていく。  

また、協働の推進には、市職

員の意識改革とともに、市民意

識の向上も必要である。各種事

業の企画立案・実施体制の見直

しを行い、庁内推進体制の整備

を進める。同時に市職員と市民

との相互理解を深めるための研

修を検討する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 19年 ９ 月 に 、 Ｎ Ｐ Ｏ ・ 市 民 活

動 団 体 が 出 会 い 、 相 互 の 連 携 を と り 、

行 政 と の 協 働 を 円 滑 に 推 進 す る た め

の 「 市 民 協 働 サ ロ ン 」 を 市 役 所 内 に

設 置 し た 。  
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（３）団塊世代等の参画支援  

団塊世代や定年を迎えた世代

がその豊富な知識や経験を活か

して、ＮＰＯ・市民活動や地域

コミュニティ活動などに積極的

に参画できるよう、環境整備と

仕組みづくりを進める。  

 

11 男女共同参画社会の実現  

男女が、社会の対等な構成員

として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動

に参画する機会が確保され、男

女が均等に政治的、経済的、社

会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を

担う社会の実現は、本市にとっ

てもなお課題である。全庁的な

取組みを強化するとともに、市

民との協働を促進していく。  

 

（１）推進体制の整備と強化  

第二次男女共同参画計画を策

定し、男女共同参画推進の指針

となる「男女共同参画基本条例

（仮称）」の制定について検討

する。  

市民との協働を促進する一環

として、自主運営組織であるむ

さしのヒューマン・ネットワー

クセンターの拡充を引き続き進

める。武蔵境市政センターの移

転が計画されているが、同セン

ターについても移転を含めた検

討を行う。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 19年 ８ 月 に 、 男 女 共 同 参 画 推

進 市 民 会 議 を 設 置 し た 。  

 

（２）様々な活動の充実と環境

整備  

女性の就労実態や、就労のバリア

となっている社会環境を把握する

取組みを強化し、男女共同の社

会参画を促す施策を、保育・育

児、介護などの分野で展開する。  

育児休業・介護休業制度の普

及を図り、男女が仕事と家庭の

両立を図れるように努める。部

分就労などの新しい働き方につ

いての情報提供、地域に根ざし

た創業・起業への支援を進める。  

男女共同参画の推進に向け、

市民の共通認識を深める手がか

りとして、情報誌「まなこ」の

さらなる充実を図っていく。市

の各種委員会などにおける男女

構成比の適正化など、全庁的な

取組みを引き続き進める。  
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12  都市・国際交流の推進  

 本市の交流事業は「都市の窓

を開く」をキーワードにして、

友好都市や在住外国人との相互

理解と互恵の促進を原則にして

推進されてきた。事業ごとに目

的を明確にし、その成果がより

一層お互いに還元されるように、

一定の年限毎に検証を行いつつ、

拡充を図る。  

 

（１）国内都市交流・協力の推進 

市民相互の交流を中心とし、

相手側からの提案も募りつつ、

農業や自然体験など参加・体験

型の事業を推進する。お互いの

生活を補いあうような形で、多

様なチャンネルでの交流を検討

する。  

多くの自治体は過疎化の問題

を抱えている。友好都市として

課題を共有し、取組みを検討する。  

 

（２）国際交流・協力の推進  

 今後も市民を主体とする交流

事業の一層の深化を目指して、

積極的に国際交流協力事業を推

進していく。拡大・発展してき

た事業については、その目的と

成果を検証しつつ、武蔵野市国

際交流協会や関係機関と連携し

て進める。  

また、国際交流協会は、公益

財団法人化を図り、新たな組織

体制を確立する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 19年 ４ 月 、 ジ ュ ニ ア 交 流 団 、

ホ ス ト フ ァ ミ リ ー 経 験 者 を 中 心 と す

る 「 ラ ボ ッ ク の 会 」 を 設 立 し た 。  

★ 市 民 提 案 ・ 企 画 型 の 国 内 交 流 体 制

の 構 築 に 向 け て 研 究 を 開 始 し た 。  

 

（３）外国人市民へのサービス

・支援の充実  

 留学生を含む外国人にとって、

今後も武蔵野市が「住みたいま

ち」であり続けるように環境整

備を進める。  

 外国人市民に対して、きめ細

やかな情報提供に努め、それら

の人々が抱える問題についての

相談事業を一層充実させる。ま

た、国際交流協会を中心として、

アジアをはじめとした様々な国

の人々との交流を行い、異文化

理解や国際協調の意識を深化さ

せる。  

市内・周辺大学と連携し、留

学生支援策の拡充について検討

する。  
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13 生涯スポーツの振興  

 健 康 へ の 意 識 が 高 ま り 、 ス

ポーツやレクリエーションに参

加する人々が増えており、様々

なスポーツに取り組める場や機

会を整えていくことが求められ

ている。特に、青少年について

は、のびのびと自由に身体を動

かせる空間が必要である。  

 

（１）スポーツ施策の多角的な

検討  

生涯スポーツ社会を目指し、

市におけるスポーツ施策を総合

的 に 推 進 す る 指 針 と し て 「 ス

ポーツ振興計画（仮称）」を策

定する。その中で、（財）武蔵

野スポーツ振興事業団のあり方

についても多角的に検討する。  

スポーツ指導者の育成を引き

続き進めるとともに、市民誰も

が気軽に身近にスポーツを楽し

めるよう、講習内容の工夫や環

境整備を行う。  

市民がスポーツに親しむ機会

をより拡充するために、総合体

育館を中心として、学校、コミ

ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 、 民 間 の ス

ポーツ施設との連携のあり方を

検討し、利用者の立場に立った

ネットワークの構築を進める。  

 

（２）スポーツ施設の整備・充実 

すべての市民が、スポーツを

快適かつ安全に楽しみ、健康づ

くりの基盤形成となるように引

き続き施設の整備・充実、利便

性の向上を図り、新たなスポー

ツ種目の普及も含めて、生涯ス

ポーツの振興を進める。  

開設後 20年近くになる総合体

育館は、計画的に改修を進める

が、平成 25年開催予定の第 68回

国民体育大会（東京国体）の競

技会場となる施設の改修を優先

する。武蔵野プール管理棟は改

築の検討を行う。  

 

14 特色ある市民文化の発展  

武蔵野市の特色ある市民文化

として、吉祥寺を中心に活発に

躍動する都市の文化、市内・周

辺大学や市民の旺盛な学習活動

に支えられた学術的文化、多様

な公園や上水沿い及び街路樹や

宅地の樹木まで含めた緑を守る

文化、さらに地域活動や市民公

益活動を住民が自主的に担う自
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治の文化などがあげられる。  

武蔵野市観光推進計画では、

観光推進の目標として、「共に

楽しみ、交歓できるまち」「価

値 あ る 時 間 を 過 ご せ る ま ち 」

「楽しさや、くつろぎの中に、

安全・安心を実感できるまち」

の三つをあげている。この三つ

のイメージは武蔵野市が育てた

い都市ブランドでもある。  

市民生活の中で育まれた多様

な文化が、都市の文化として形

をなし、人を引きつけてやまな

い魅力として発信される武蔵野

の都市の戦略を積極的に推進し

ていく。  

 

（１）市民文化施設の拡充  

新たに建設が予定されている

「武蔵野プレイス（仮称）」は、

図書館機能を核とした新しいタ

イプの知的創造拠点施設として、

武蔵境駅周辺の南北一体のまち

づくりの構想の中に位置づけ、

市民参加で運営企画を推進する。  

歴史資料館については、武蔵

野市に残された文化財や古文書

・公文書や、中島飛行機製作所

に代表される戦争の記録などを

収集・整理・保存・公開する場

として、その規模や機能につい

て引き続き検討をすすめる。  

吉祥寺美術館は、今後、魅力

ある企画を充実させ、一層の活

用を図るため、企画展示室の拡

張や設備面の充実など様々な角

度からあり方を検討する。  

武蔵野公会堂は近年施設・設

備の老朽化が目立ち始めた。ま

た、多くの利用者からのバリア

フリー化の要望にも対応できて

いない。今後、公会堂のあり方

について、建替えも含めて研究

を行う。  

 

（２）文化施設及び文化活動の

ネットワーク化の推進  

 市民の多様な文化活動が相互

に結びついたり、様々な文化施

設が結びつくことにより、一層

豊かな文化活動を展開すること

ができる。今後は、様々な文化

施設が、学校、子育て・高齢者

施設などの公的施設や民間施設

と連携をとって、総合的に文化

活動を創造・継承・発展させる

地域拠点としてネットワークを

構築することが求められる。  
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また、文化の担い手の育成と

拡大も必要である。市民との協

働を進めながら、より総合的な

文化施策を構想・推進し、「市

民文化振興総合計画（仮称）」

の策定を検討する。  

（３）都市文化の積極的な発信  

 市民の生活圏が広域化し、世

界的な広がりにまで及ぼうとし

ている今日、武蔵野市を広域的

・グローバルな視点から捉え直

し、世界的な都市の文化の発展、

未来の文化創造へとつなげてい

く視点の重要性が増している。   

「武蔵野プレイス (仮称 )」、

武蔵野市民文化会館、吉祥寺シ

アター、芸能劇場を武蔵野発の

都市文化発信の拠点として積極

的に捉え、相互のネットワーク

を強化することで市内外の注目

を常に集める魅力ある事業を推

進し、時代の先頭に立つ創造性

を発揮していく。  
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Ⅳ 都市基盤 

「都市基盤」の範囲は、市民

の暮らしや活動を支える装置・

施設・設備などの物的社会資本

の整備・充実や維持、その方法

や仕組みなどである。そこでの

事業は「的確な技術の適用」、

「長期的な持続性」、「事業規

模に伴うコストや地域社会への

影響の大きさ」などの特徴を考

慮して行わなければならない。  

本市は比較的豊かな財政力の

もとに市民、行政の賢明な選択

とたゆまぬ努力によって高水準

の都市基盤を整え、全国有数の

「住みたいまち」の評価を得て

きた。  

 この分野の将来的見通しとし

て、次の三つの方向がある。  

 第一は「良好な都市環境の保

全・維持及び新たな都市の変化

を受け入れるための市民、事業

者、市の主体間の協働と連携に

よる対応」である。昨今、三駅

周辺市街地における基盤整備や

住宅地域での比較的大規模な学

校・社宅・工場などの跡地への

マンション開発の動きは著しく、

今後もさらに幾つかが予測され

ている。これらに対して、まず

武蔵野市としての将来的まちづ

くりの基本的指針を打ち出すた

め「都市マスタープラン」の見

直しを行い、あらためて土地利

用や道路体系などの明確化を図

ることが必要である。     

現在、平成 20年度制定を目指

して「まちづくり条例」を検討

している。都市の発展と活性化

には一定の変化とそれに伴う整

備・開発事業は不可避であり、

これは今後のまちづくりの進め

方の基本を定めるものである。

中でも環境に大きな影響を及ぼ

す事業にあたっては、その適不

適の評価・判定や具体化・実施

における市民と事業者との利害

調整などの問題について的確で

有効な運用に積極的に努めてい

く。  

 第二は「市民生活、都市活動

が直面する課題への速やかな打

開策の着手」である。これには

先年の突発的集中的豪雨による

一部地区での浸水被害に対する

都市型水害防止対策、木造住宅

を主とする新耐震基準以前の建
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築物に対する診断の実施をはじ

め短期的に手を打つべき様々な

点があげられる。併せて常日頃

市民生活の実情に目を向け問題

の所在を見出していく努力が必

要である。  

そうした中で、常に市民ニー

ズの上位を占め、早期打開が求

められるのが三駅周辺での都市

機能、安全と防災、景観の妨げ

の原因となってきた自転車乗り

入れ、特に駐輪場と放置自転車

の問題である。近年は事故発生

数の増加なども加わり、抜本的

対策への取組みが急がれる。  

 第三は「長期を見据えた都市

基盤の更新への準備」である。     

市制施行後 60年がたち、本市

は多くの装置・施設・設備など

都市基盤整備の面でも成熟期を

迎えた。しかしこれは同時に上

・下水道、道路をはじめ多様な

市民施設に至る都市基盤全般に

ついて、これからそれらの維持

更新の時期に入ることを意味す

る。  

都市基盤整備はおおむね事業

と投資の規模も大きく、しかも

更新には新たな技術革新やシス

テム転換への対応を要する場合

も多い。それだけに今後はこれ

らのそれぞれについての補修維

持と新規更新に向けて「ライフ

サイクルコスト」などの視点か

ら検討を開始し、将来への準備

作業に本格的に取り掛かること

が大切である。  

 

１  連 携 ・ 協 働 が 支 え る 信 頼 の

まちづくり  

（１）まちづくりの基礎的仕組

みの構築  

良好なまちづくりの推進は、

充実した都市基盤や残された緑

を大切にし、地域・地区のあり

方と調和した街並み形成や景観

など恵まれた居住環境を計画的

に守り育てていくことである。  

現在平成 20年度制定を目指し

て「まちづくり条例」の検討が

進められており、今後のまちづ

くりはこれに則り、地域の力の

活用、市民、事業者、市それぞ

れの主体的な責任と役割の自覚、

そして相互の信頼関係に基づき、

協働と連携を基本にすることが

必要である。  

ま ち づ く り に 関 す る デ ー タ
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ベ ー ス や ま ち づ く り バ ラ ン ス

シートの開発によって、情報の

普及と共有化を促進するなど、

市民が主体的に関わるまちづく

りを支援するための仕組みを整

備する。また、平成 22年度を目

途に「まちづくりセンター（仮

称）」を設置し、多様な市民活

動の連携と協力、公民協働のま

ちづくりを促進する。  

本市の将来像、都市づくりの

全体及び地域別の方針を明確に

する「都市マスタープラン」は

平成 12年制定以降既に８年が経

過しており、これも平成 22年度

を目途に一層の市民参加を得て、

社会状況の変化などを踏まえて

見直しを行う。  

 

（２）地域の力を活かしたまち

づくりの推進  

本市のまちづくりは地域の力、

すなわち地域社会における豊富

な市民の活動の経験を持つ。協

働と連携の時代を迎え、その更

なる参加への道を開くため、企

画・計画段階に止まらず、道路

や公園などの公共施設の維持・

管理などを含むより具体的な舞

台で市民の知恵や実行力が活き

る方法をまちづくり条例に位置

づける。  

併せて、本市及びその周辺に

立地する大学や企業などを貴重

な地域の力として位置づけ、そ

れぞれが持つ人材、知識・情報、

ノウハウの蓄積を多面的にまち

づくりに活かす新たな産学公民

連携の方向性を積極的に検討す

る。  

 

（３）安全で秩序あるまちづく

りの推進  

 構造計算書偽装問題を契機と

する建築基準法改正によって建

築確認の審査、建築物の中間検

査・完了検査が一段と厳しくな

った。一方、民間の指定確認検

査機関による確認件数が半数を

超える状況となってきた。  

 こうした中で、周辺環境に及

ぼす影響の大きさから、建築行

為に適正、厳格に対応し、また

市のまちづくり施策に関する情

報の提供などを通じ、今まで以

上に民間の関係機関に協力を求

め、連携を強化していく。  

違反建築物の摘発・是正指導
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には引き続き厳正に対処する。

不特定多数の人々が利用する既

存建築物などについても関係機

関と連携し是正指導を行ってい

く。  

 

（４）事業効果の評価とその成

果を活かす手法の検討  

まちづくりには長期的な展望

が求められ、それぞれの事業に

は計画決定から完了までに長い

期間を要する。それだけに市民

にとって都市基盤整備の施策内

容や事業効果は実感し難いとこ

ろも多い。  

こうした点に理解を得るため、

市の行う公共事業の実施にあた

っては、市民の暮らしや地域社

会にとって優先すべきものや重

点的なものを正確に見極め、事

業推進に要する時間やコストの

管理、及び事業効果の事前アセ

スメントを徹底化し、透明性を

確保する。  

将来に向けて、事業の効率的

な実施やコスト削減に寄与する

民間活力の導入など、新たな手

法についての検討にも着手する。  

 

２  地 域 の 特 色 を 活 か す ま ち づ

くりの推進  

（１）身近な地区レベルでのま

ちづくりの方策の検討  

市内それぞれの地域の環境特

性や変化の動向にきめ細かに配

慮し、より魅力と活力に富んだ

まちづくりに取り組む。  

このため「都市マスタープラ

ン」や「地区計画」が描く地域

ごとのビジョンの設定や「まち

づくり条例」が定める手順の決

定に際しては市民の参加を促し、

市民・行政の連携、協働の一層

の強化に取り組む。  

 

（２）地域の個性、実情に合わ

せた土地利用の方向性見直し  

地域の個性や条件に基づいた

まちづくりは都市計画、主に用

途地域によって規定される。そ

の見直しは、決定権者である都

の全市域を対象とする一斉実施

の方針から、地域の実情に応じ

た将来ビジョンに基づき、随時

見直すことになった。そこで今

後はこの制度改正を十全に活用

した地域ごとの状況に対応する

見直しを実施し、更に市独自の
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特別用途地区の適用の可能性の

検討も含んで、当面する課題に

対し、適時適切な土地利用のあ

り方についての誘導や規制に努

めていく。  

 

（３）景観行政への積極的取組み 

本市にふさわしい都市景観の

維持・保全と創出を目指し、景観法

に基づく景観行政団体の指定に

向けて、景観計画の策定と景観

条例の制定に努める。  

その一環として、道路整備・

改修に併せて、舗装をカラー化

し、横断抑止柵や街路灯、ベン

チを設置するなど、公共施設の

景観整備を進めていく。  

電線類地中化については、こ

れまで三駅周辺の主要幹線道路

を対象にしてきたが、今後はよ

り広く問題点や課題を整理し、

技術的手法などについて検討し、

整備対象路線の拡大を図る。  

路上の不法看板などの取締り、

指導を引き続き実施する。「環

境浄化特別推進地区」に指定さ

れているイースト吉祥寺地区に

ついては警察、地元商店街の助

力を得て指導、撤去に力を注ぐ。  

３  利 用 者 の 視 点 と 発想を重

視するまちづくり  

（１）ユニバーサルデザインの

視点の展開  

本市は早い時期からＴＷＣＣ

（すべての人に優しいまちづく

り ） の 理 念 を 掲 げ 、 バ リ ア フ

リー、すなわち既に存在する障

壁を取り除く視点からのまちづ

くりを、様々な面で進めてきた。  

今後はその延長線上にバリア

フリー化を推し進めるとともに、

「バリアフリー新法」の考え方

に基づき、広く市内全域を対象

とするユニバーサルデザインの

発 想 に 立 脚 し て 交 通 バ リ ア フ

リー基本構想改定を行い、事業

立案の段階からの多くの市民の

参加を推進し、誰にとっても快

適なまちづくりを進めていく。  

 誘導標識などのサインについて

もユニバーサルデザインと景観

の観点から、統一感のある整備

を進めるガイドラインを策定する。  

 

（２）まちづくりへの環境共生

理念の導入  

ハードなものづくりの分野は、

地球規模にまで及ぶ今日の環境
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問題にとってプラス、マイナス

様々な具体的関わりを持つ。     

こうした面でもこれまで本市

は各種施設の建設などに当って

積極的な努力を積み重ねてきた

が、今後もこれらを継続、実施

するとともに、更に新たな試み

に積極的に取り組んでいく。  

中でも各種公共事業における

環境の負荷を低減する工法、ま

た住まいづくりをはじめ民間施

設建設における環境配慮の工夫

の採用誘導策について研究を進

める。  

 

（３）公共施設の適切な維持管

理と耐用年数延伸への努力  

本市においては都市基盤装置

や公共施設など多くの社会資本

整備を早期に達成した。今日、

耐震補強や保全整備を着実に実

施し、耐用年数の延伸への努力

を行う。  

老朽化の進む下水道の維持管

理・再構築に向けては、下水道

総合計画において位置付けと計

画的実施のプログラムを定める。  

市庁舎、市民文化会館、総合

体育館などの大規模施設につい

ては計画的な改修を進めて行く。  

小中学校については現在策定

中の学校改築計画に基づき、施

設の耐用年数延伸化を基本とし

つつ、長期的には改築を進めて

いく。学校施設以外の老朽化し

た公共施設についても改修・改

築計画を検討する。  

 

４  上水道の整備・充実  

（１）安全でおいしい水の安定

供給  

本市の水道事業は、昭和 29年

の創設以来、市単独の事業とし

て安全でおいしい水の供給を行

ってきた。しかし高度成長期の

水需要増により昭和 43年に都か

ら分水を受けるようになり、現

在は市内の深井戸からの供給割

合は７割となっている。  

水道は日常の市民生活と都市

活動、災害時の「生命の水」と

して最重要な基盤であるととも

に、ライフラインであり、将来

も都市の発展や震災・事故など

の状況変化に対して安全で確実

な事業運営がなされなければな

らない。  

何よりも安全・安心と安定し
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た供給のために、都営水道との

連携のあり方も視野に入れ、浄

水場再整備、水源施設整備、配

水管網整備などを進めていく。  

災害時の給水能力を保つため、

バックアップ機能の整備にも力

を注ぐ。  

 

（２）老朽化した上水施設の維

持・更新  

既に 50年余を経過し老朽化し

た施設・設備は更新時期を迎え

る状況にある。将来にわたって

安全な水を安定供給していくた

めに、これらの施設・設備の維

持・更新を綿密な計画のもとに

推進する。  

 

（３）経営の健全化と安定への

取組み  

水道事業は水道料金を財源と

して運営されている。公営企業

としての経営の健全化と水の安

定供給を確保するには専門性の

維持と継承が求められる。この

点も考慮しつつ、一部業務の外

部化についても検討する。  

施設や設備の整備にあたって

は、基本となる財政計画を検討、

立案し進めて行く必要があり、

その円滑で継続的な推進のため

に受益者負担のあり方や料金体

系の見直しを研究する。  

 

５  下水道の再整備  

（１）下水道総合計画の策定  

本市の下水道事業は、昭和 27

年に着手し、昭和 62年度には普

及 率 100％ と な っ て い る 。 現 在 、

整備した管渠の 86％が 30年を経

過しているため、計画的な維持

管理及び再構築計画が必要とな

る。下水道の将来における方向

性を明らかにし、それに向けて

整合性のある事業展開を図って

いくためには事業運営の体系化

が必要となる。このため、今後

の整備計画を明確にするととも

に、維持管理計画や財政計画を

合わせて体系化し、武蔵野市の

下水道事業が目指すべき方向性

を位置づけるため、「武蔵野市

下水道総合計画」を策定する。  

（２）下水道処理システムの整

備充実  

老朽化に起因する陥没事故な

どが増加しており、耐用年数を
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超えた管渠などを計画的に更新

・再生しなければならない。維

持管理の考え方を発生対応型か

ら、予防保全型に転換し、下水

道施設の耐用年数の延伸とライ

フサイクルコストの削減を図る。  

 震災時におけるライフライン

として必要不可欠となる防災拠

点・避難場所などからの排水機

能 の 確 保 を 目 的 に 、 主 に マ ン

ホールと本管の接続部の改修を

進め、耐震性の向上を図る。  

 吉祥寺駅周辺での下水道から

の臭気発生にはかねてから進め

てきた調査や実験の成果を活か

し、原因となっているビルピッ

トなどについて改善に向けて支

援手法の研究を行う。  

 

（３）新たな水循環システム確

立に向けての検討  

本市には容量の大きな河川が

なく、下水道の流末を他自治体

の処理施設に依存しているため、

他の自治体との連携を図ってい

くことが必要不可欠である。市

内では、雨天時の下水道排出水

が原因の河川汚濁に対し、公衆衛

生上の安全を確保するため、汚

濁負荷量の削減、きょう雑物の

削減などに取り組む。  

 

（４）水害対策の推進  

 近年多発する集中豪雨対策と

水循環システム構築のため、下

水 道 施 設 の 能 力 ( 降 雨 強 度

50mm/h)拡 充 と 雨 水 浸 透 ・ 貯 留

施設の設置などを行う。市立小

中学校全 18校については平成 19

年度より５か年で、校庭に雨水

貯留浸透施設設置を行う。  

民間施設に対しては、平成 19

年４月改定の「雨水流出抑制施

設設置要綱及び雨水浸透施設助

成金交付要綱」によって、雨水

流出抑制対策を進める。  

 

６  道路ネットワークの整備  

（１）ひとにやさしいみちづく

りの推進  

何よりも生活道路における歩

行者の安全・安心の確保のため、

通過交通車両の流入量や速度の

抑制に実効性ある道路づくりと

管理のあり方が問われる。この

ため、これまで実施した手法や

実績に基づき、安全・安心のみ

ちづくりに向けた新たな工夫を
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検討し、市内全域に広く展開す

る。   

通過交通対策としては、交通

規制の見直しなどを含めた総合

的な交通体系の再構築が重要で

あり、中・長期事業路線の選定

とともに事業内容の見直しにつ

いても検討を進める。  

 

（２）生活道路の整備  

誰にもやさしく、安全で快適

な道路環境づくりのため、３年

ごとの点検実施により 20年サイ

クルを目途とする計画的な市道

の整備・改修を進める。  

区画道路の拡幅整備を積極的

に推進し、交通の円滑化や防災

性の向上を図る。  

安全で快適な住みよいまちづ

くりを推進するため、沿道の土

地所有者などの協力を得て、４

ｍ未満の狭あい道路の拡幅整備

に努める。  

 

（３）都市計画道路ネットワー

ク整備の推進  

多摩地域全域に共通する南北

方向の道路問題は、ＪＲ中央線

連続立体交差事業の進捗にあわ

せて、解決に向かうものと考え

られる。今後は整備の遅れてい

る東西幹線道路について、事業

中の都市計画道路の早期実現促

進とともに、関係機関へ働きか

けていく。  

  

（４）都市計画道路の整備推進  

市施行については、まず玉川

上 水 の 自 然 ･文 化 を 活 か し た 道

路景観と強い関わりを持つ都市

計 画 道 路 7･ 6 ･ 1号 線 の 整 備 を 、

市民参加により策定された整備

基本計画に基づき推進する。  

武蔵境圏の南北一体のまちづ

くりに貢献する都市計画道路 3･

4･27号線については、鉄道連続

立体交差事業の完成にあわせた

駅前広場の整備や公共施設建設

事業との全体的な関連を見計ら

いつつ整備を図っていく。  

都施行については、いずれも

広域的な交通体系の形成、災害

時での交通ライフラインの確保

などの観点から重要な位置を占

めており、整備の促進が急がれ

る。  

都 市 計 画 道 路 3･ 3 ･ 6号 線 （ 調

布保谷線）の整備では、自転車
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道など環境施設帯について市民

参加によって検討する協議会の

設置や事業の円滑な推進を都に

働きかけていく。  

都市計画道路 3･4･10号線（五

日 市 街 道 ） 、 3･ 4 ･ 3号 線 （ 井 の

頭通り）などについても拡幅な

ど事業化の早期促進への働きか

けを都に対して行う。  

 

（５）外かく環状道路への対応  

平成 19年４月、国と都は外か

く環状道路本線の構造について

大深度地下方式へと方針を変更

した。しかし現状は地下水への

影響や災害時の安全などに関わ

る知見や情報が少なく、今後も

これら環境や安全の面について

のより慎重かつ地元重視の対応

を求めていく。  

地上部街路の「外環の２」に

ついては、本線の地下化を見定

めながら、その必要性自体に遡

って検討すべき問題である。地

元関係者の意向を重視しつつ協

議や対話の機会を設けていくよ

う国や都に積極的に働きかけて

いく。  

 

（６）まちづくりと連携する道

路整備の推進  

道路の整備に際して、沿道の

空間、環境との一体的な視点に

立ち、より良好なまちづくりを

推進する。  

これにあたっては、地域の実

情にあった適正な土地利用の誘

導などを行えるよう、必要に応

じて地区計画の活用、沿道の用

途地域などの見直しなどを図る。  

 

７  安 全 で 円 滑 な 交 通 環 境

の 整 備  

（１）総合的な道路交通環境の

整備展開  

誰もが利用しやすい交通体系

実現のため、市民との協働によ

る「市民交通計画」の推進とそ

の定期的な見直しを実施する。  

具体的には、まず交通渋滞や

大気汚染などを生む道路交通環

境の改善に向けて都市計画道路

の整備、「第２次交差点すいす

い プ ラ ン 100事 業 」 の 推 進 に 取

り組む。併せて円滑な移動環境

のため、市内道路交通体系を中

心に、都や周辺区市と連携し広

い視野からの検討を行う。  
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右 折 車 線 の 設 置 、 延 長 な ど

に よ る 交 通 渋 滞 の 解 消 に つ い

て は 、 警 察 や 関 係 機 関 と 連 携

し 、 整 備 や 検 討 を 進 め る 。 乗

降 に 長 時 間 を 要 し た り 、 交 通

量 の 多 い バ ス 停 等 に つ い て は 、

バ ス ベ イ の 設 置 の 検 討 や ス

ム ー ズ な 自 動 車 走 行 の 確 保 な

ど に よ っ て 交 通 環 境 の 改 善 に

努める。  

歩行者の安全・快適な移動の

ための信号機や横断歩道などの

交通安全施設の適切な整備、改

修を行うにあたっては、市民の

要望や警察との情報交換などを

積極的に活用する。  

違法駐車は円滑な交通を阻害

し、災害時救助活動などの支障

となる。警察との連携による啓

発活動、道路構造物・道路標示

などの施工などを交えて、その

防止、削減を図っていく。特に

交通渋滞の著しい駅周辺の幹線

道路などにおいては、違法駐車

防止や荷捌き車両の指導、駐車

施設整備の検討を進め、道路交

通環境の改善に努める。駐車場

整備計画の策定にあたっては、

「道路交通法改正」に伴う民間

駐車監視員制度の導入を考慮し、

新たな対策の可能性を検討する。  

 

（２）公共交通手段の充実と利

用転換促進  

便利な市民の移動と自動車利

用の抑制のため、バスの運行定

時性の確保、パークアンドバス

ライド事業、ムーバス運行による

公共交通手段の充実､改善を図る。  

路線バスの運行定時性の確保

については、駅前交通広場や幹

線道路の整備、乗り継ぎの効率

化、違法駐車の防止などに努め

る。パークアンドバスライド事

業については、駐車場用地の確

保に努める。  

コミュニティバス・ムーバス

は 、 福 祉 ･環 境 ・ 交 通 対 策 な ど

に成果をあげてきており、ネッ

トワークも７号路線開設により

当初目標のバス交通空白・不便

地域はほぼ解消された。今後は

ムーバスのあり方など基本方針

を含めた見直しを行うため、再

整備計画を策定する。バリアフ

リーや環境への観点から、引き

続き、ノンステップ車両の導入

とともに、低公害化を進める。  
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（３）自転車の駐車・走行対策

の推進  

駐輪場の増設を中心に、駅前

放置自転車クリーンキャンペー

ンの啓発活動を行い、駅周辺地

区での放置自転車の削減に努め

る。  

あわせて、自転車レーン設置

の検討、自転車の走行環境の整

備・充実に取り組む。  

駐輪場については、現在市内

三駅周辺での収容台数は約２万

3,500台 で あ る が 、 依 然 不 足 し

ており、新たな場所の確保に努

力するとともに、引き続き商店

会やＪＲなどにも設置について

要請していく。また、既存駐輪

場の立体化など効率的利用のあ

り方、各駐輪場の利用形態、市

民優遇の利用料金などの見直し

について検討する。  

近年本市においても自転車に

よる対人事故の増加が急速に問

題化してきている。対策として

は、運転者に対する交通ルール

の周知、自転車安全利用のため

のマナーアップキャンペーンな

どを通じ運転マナーの向上を図

る。また、警察など関係機関と

の連携によって安全利用の促進

をより強力に推進していく。  

 

（ ４ ） 交 通 環 境 で の バ リ ア フ

リー化の展開  

交通バリアフリー基本構想に

基づき、重点整備地区内の特定

経路とともに準特定経路の整備

を推進する。今後はさらに「バ

リアフリー新法」の主旨を活か

しユニバーサルデザインの考え

方に立ち、公共施設や公益性の

高い施設はもちろんのこと、道

路から建物、都市空間へとバリ

アフリー整備を広げ、誰もが暮

らしやすいまちづくりの推進を

図る。  

また、歩道の環境整備も推進

し、ベンチを設置するなど利用

者に親しまれる場所となるよう

に整備する。  

 

８  住宅施策の総合的展開  

（１）計画的な住宅政策への取

組み  

これまで良好な住環境を誇っ

てきた武蔵野市であるが、市民

のライフスタイルを反映して住

まい方と住宅のあり方には大き
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な変化と多様化が進みつつある。   

こうした状況を受けて、新た

に「住宅マスタープラン」を平

成 22年度中に参加型で改定を行

う。高齢者を含む単身世帯や若

年ファミリー世帯の増加など、

住宅、住環境を取り巻く多様な

市民のニーズに対応する、きめ

細やかで、適切な公的支援策を

検討していく。  

また、近く契約更新時期を向

える福祉型住宅についても、福

祉政策と住宅政策の整合を図り

つつ、福祉型住宅のあり方につ

いて検討する。  

 

（２）良質な住まいづくりの支援 

大多数が私有財産である住宅

に対する施策は、間接的支援と

誘導策が基本である。市民の住

生活に密着し、実効性ある支援

と誘導の中身が求められる。  

良質な民間住宅建設を誘導す

るため、優良事例の紹介などの

情報提供を行い、政策誘導につ

なげる新たな制度の創設につい

て調査、研究する。  

また、高齢者や障がい者、外

国人など様々な市民の安心居住

を支援するため、民間事業者及

び賃貸住宅オーナーとの協議を

進め、住宅情報のネットワーク

化の早期実現を図る。  

マンションの老朽化に伴う様

々な問題が懸念される。分譲マ

ンションについては、管理組合

や区分所有者の自助努力を基本

に、維持管理や建替えなどの支

援を行うとともに、賃貸マンシ

ョンの老朽化の問題について研

究を行う。  

 

（３）安全・安心な住まいづく

りの支援  

防犯性を高め、安全・安心な

住まいと地域づくりを推進する

ため、「防犯助成制度」を継続

し、防犯情報提供などの対策に

一層努める。  

住宅の防災面では、耐震性向

上を図るため、耐震診断・改修

費用助成及び耐震アドバイザー

派遣事業を引き続き実施すると

ともに、制度の見直しを行い、

住宅の耐震化をさらに強化、促

進する。  
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（４）環境に配慮した住まいづ

くりの支援  

環境に配慮した住まいづくり

を進めるため、引き続きエコラ

イフ体験機器や雨水貯留タンク

の貸出しを行うとともに、今後

の事業手法について検討する。  

 

（５）公的住宅建替えに伴う環

境整備の推進  

市内の公的住宅団地の建替え

にあたって、より良好な住環境

の 創 出 に 向 け て 、 事 業 ス ケ ジ

ュールに併せて、住民や事業者

と必要な協議を行う。  

都営武蔵野アパートについて

は、緑豊な歩行者専用道路「緑

の回廊」の整備や市道の線形改

良を、旧桜堤団地については、

関係機関と密接な連携を図り、

地区計画の方針に沿ったまちづ

くりを目指す。  

市営西久保住宅については老

朽化対策及び居住環境の向上の

観 点 か ら 建 替 事 業 （ 桜 堤 へ 移

転）を推進する。  

 

 

 

９  住 宅 と ま ち の 防 災 対 策 の 推

進  

（１）災害に強い都市基盤と環

境の整備  

地震、風水害など多様な災害

を想定し、災害発生後の対応策

も織り込んだ計画に基づき、都

市基盤整備を推進し、安全・安

心なまちを構築していく。  

被災後のスムーズな復興も視

野に、応急危険度判定体制の確

立や震災復興マニュアルの策定

など包括的な備えを講じておく。  

 

（２）防災空間の確保  

公開空地や公園などの避難空

間の確保とともに、幹線道路沿

道の高度利用の誘導や木造建築

物の不燃化の促進によって、延

焼を遮断する機能などの拡充を

図る。  

 

（３）建築物の被災時安全性の

向上  

「耐震改修促進計画」に基づ

き、震災などに備え公共建築物、

不特定多数者利用の民間施設、

住居系建築物を中心に、耐震診

断や耐震改修を進める。相談窓
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口や助成制度についてもさらに

充実し、減災対策の充実を図る。  

また、震災などの発生時にお

ける被災建築物の応急危険度の

早期判定の体制整備や復旧のた

めの被災度区分判定の仕組みを

検討する。  

既存雑居ビルについては、関

係機関と連携し、防災安全対策

の指導などをさらに強化してい

く。  

 

10 吉祥寺圏の都市基盤整備  

（１）「グランドデザイン」に

基づく事業の展開  

都市基盤の面でも「吉祥寺グ

ランドデザイン」に基づき、優

先性と実現性を判断し、着実に

整備を進める。  

①駅南北自由通行の良好化  

吉祥寺の魅力である回遊性の

向上には、駅を挟む南北ゾーン

の連絡改善が極めて重要である。

そのため、ＪＲや京王電鉄など

関係主体との協働により、現在

の駅南北通路の自由通路化と拡

幅、動線の明確化を早期に実現

する。  

 

②吉祥寺方式による荷捌き車両

対策の推進  

商業活動などを支える荷捌き

車両の多さは、他方では歩行者

の回遊性を阻害する要因の一つ

になっている。都市間競争にお

ける吉祥寺の優位の保持など、

今後に向けてのまちづくりの一

環として、荷捌き作業の路上か

ら路外への転換などの工夫が求

められる。     

試行により既に一定の実現性

も確かめられているように、共

助の視点に立つ吉祥寺方式とし

ての地元商業者、運送事業者、

駐車場事業者、関係行政機関等

の多分野の関係者から成る協議

会を設置し、具体的な荷捌き対

策に積極的に取り組む。  

③駐輪場等の地下利用可能性に

関する本格的な検討  

吉祥寺における道路や交通環

境等の基盤整備の必要性は依然

高い。しかしながら、外側への

拡大も難しい中心市街地部での

未利用空地は極めて限られてお

り、地価も高い。そのため、特

に大規模駐輪場としての利活用

に向けて着目されているのが地
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下空間である。  

既に基礎調査もスタートして

おり、今後その着実な継続と成

果検討に沿って、早急に結論を

得るよう努力する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 吉 祥 寺 の 未 来 を 展 望 し 総 合 的 な ま

ち づ く り の 方 向 性 を 定 め る 「 吉 祥 寺

グ ラ ン ド デ ザ イ ン 」 を 平 成 19年 ３ 月

に 策 定 し た 。  

 

（２）吉祥寺駅周辺の交通対策  

今後は、荷捌き車両、客待ち

タクシー、バイク等も視野に、

総合的な違法駐車対策を講じる。  

乗り入れ自転車に対する駐輪

場の確保は、長年の懸案であり、

このために公共用地の立体利用

や先の地下空間利用など抜本的

な対策を検討する。  

 

（３）「安全、清潔、楽しいま

ち吉祥寺」の推進  

「安全、清潔、楽しいまち吉

祥寺」であるために、引き続き

迷惑喫煙、ポイ捨て、落書きの

防止に努めるとともに、ハード

面では雑居ビル等を対象とし、

建物や設備を点検し、防災や防

犯対策を推進する。  

 

（４）セントラル吉祥寺（中央

地区）における重点整備  

駅に近接し、戦後のマーケッ

トの雰囲気を残す北口ハモニカ

横丁は、ここ数年新規店舗の参

入などのよって急速に賑わいを

取り戻し、吉祥寺の都市観光の

代表的スポットとして脚光を浴

びつつある。しかしもともとの

基盤の脆弱さに老朽化が加わり、

火災や事故等の防災上の危険が

懸念される状態にある。  

そうした課題の解決に向けて、

関係者との連携を強化し、まち

づくりの担い手となる組織体制

や供給処理関係の基盤整備など

まちづくりのあり方について、

検討を行う。  

 

（５）イースト吉祥寺（東部地区）

における重点整備  

長期にわたって環境浄化の取

り組みが進められ、図書館、吉

祥寺シアターも建設され、まち

のイメージにも徐々に変化が見

られつつある。今後は住民を主

体に望ましいまちのあり方を明

らかにしつつ、まちづくりを推

進する。  
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このため、区画道路の市道第

298 号線、同第 299 号線の整備

の推進により、都市基盤の構築

と適切な土地利用や機能の誘導

を促進するとともに、現在地区

の将来ビジョンとして地元関係

者が中心となって策定を進めて

いる地区計画を基礎として、市

有地の活用も含め、新たなまち

づくりへの歩みを支援していく。  

 

（６）ウエスト吉祥寺（西部地区）

における重点整備  

 もともと良好な住宅地とつな

がり、新たな路面店の展開にも

恵まれ、吉祥寺の中では最も活

性化の動きが著しい地区である。  

しかし、その反面周辺住宅地への

商業・サービス系店舗の滲み出

し も見られるなど、両者間の均衡

の維持を図る必要も生じてきて

いる。そのため、地区計画など

の制度を活かし、より詳細な地区

のあり方について検討を進める。  

 

（７）パーク吉祥寺（南口地区）

における重点整備  

吉祥寺駅南口は、井の頭公園

と一体となった魅力作りが期待

されている。その導入部として

の南口駅前の環境整備には、バ

スの利便性向上や、駅に隣接す

るパークロードの歩行者優先化、

井の頭通りの交通緩和などの役

割が課せられており、着実な用

地取得交渉による駅前広場の早

期完成を目指す。  

また広場整備を契機に、関係

権利者や社会の動向を見定めな

がら、南口全体の将来像となる

「 吉 祥 寺 駅 南 口 周 辺 再 整 備 構

想」の検討を進める。  

駅から井の頭公園への魅力的

なポイントの集まるアクセス道

路である七井橋通りについては、

より快適な道路空間づくりを目

指して、整備を行う。  

  

11 中央圏の都市基盤整備  

（１）三鷹駅周辺地区の将来像

の検討  

北口駅前の民間大規模開発の

進展に併せて、今後比較的短期

間での駅周辺地区の変容は著し

いものと想定される。    

当プロジェクトに限っては、

「三鷹駅北口地区開発計画調査

検討委員会」の基本方針に沿っ
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て、道路用地・駐輪場などの提

供による一定の基盤整備も確約

されている。これを契機に、更

に広く三鷹駅北口周辺地区全体

に及ぶ都市機能配置や活性化な

ど、より幅広い視点から将来的

なまちづくりの方針について検

討と提案を行う。  

この地区に多く散在する、市

有地を含む低・未利用地の適切

な利用、歩行者と自動車が輻そ

うする駅前広場や、駅周辺地区

を含めた交通動線の再検討を行

っていく。  

 

（２）交通環境の整備  

交通環境については道路体系

と駐輪場が課題である。  

まず駅前広場への流入・通過

交通の迂回道路の役割を担う補

助幹線道路などの整備に積極的

にあたっていく。  

駐輪場についての現状は、駅

北 口 周 辺 で の 収 容 台 数 は 約

4,900台 で あ る が 、 将 来 の 増 加

も含めて、いまだ不足している。

三鷹駅北口周辺の将来的なまち

づくりの方針に沿って整備を進

めていく。駐輪場の設置につい

ては、引き続き地元商店会やＪ

Ｒなどに要請していく。  

 

（３）快適な道づくりの推進  

三鷹駅から市民文化会館に向

かう道路を「かたらいの道」と

名づけ、電線類の地中化、植樹

帯設置、インターロッキングブ

ロック舗装など景観に配慮し、

整備を進めている。  

今後は、大型開発に伴う駅周

辺の道路の整備に併せ、快適で、

潤いある道づくりに努める。  

 

（４）大規模団地建替えと住環

境の改善  

この圏域では、緑町の都営武

蔵野アパートの建替えが進行中

であり、スケジュールに併せ、

住環境の改善、向上の実現を目

指し、住民、事業者を交え必要

な協議、調整を行う。  

 

（５）西久保２・３丁目の整備  

長 年 の 懸 案 で あ る 西 久 保 ２ ･

３丁目の木造住宅密集地域につ

い て は 、 市 道 第 295号 線 を は じ

め区画道路や狭あい道路、公園

などの公共空間の拡充、整備を
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促進し、地域の快適性、安全性、

防災性の一層の向上を図る。  

 

12 武蔵境圏の都市基盤整備  

（１）武蔵境駅周辺の総合的ま

ちづくりへの取組み  

平成 22年度末に予定される上

り線の高架化によって、長期に

及んだＪＲ中央線及び西武多摩

川線の鉄道連続立体交差事業は

完成し、武蔵境のまちは南北一

体化による新たな時代に入る。  

これを目指して、「武蔵境駅

舎・広場・街づくり協議会」を

中心に進められてきた議論の成

果を踏まえ、駅舎づくり、高架

下利用、駅北口周辺の区画道路

や都市計画道路 3･4･24号線（天

文台道り）などと多岐に及ぶ事

業について、総合的な視野から

相互連携を図って、順次具体化、

実施していく。  

 西東京市など隣接する周辺市

との境界部にも新たな開発の動

きが見られる今日、本市域への

影響も予想される。行政間の連

携を深めるとともに、広域の観

点からの対応も進める。  

 

（２）ＪＲ中央線の連続立体交

差事業推進の円滑化  

ＪＲ中央線及び西武多摩川線

の鉄道連続立体交差事業は駅舎

改良や市内６か所の踏切除去、

側道整備など鉄道関連施設自体

の改善、整備にも直結する。  

鉄道関連事業として、高架下

空間の駐輪場としての利用など、

これらが市民生活や地域社会に

配慮し、プラスをもたらすよう

ＪＲはじめ関係機関に対し要請

していく。  

また、長期的課題としてＪＲ

中央線の複々線化（地下線）に

ついても、その事業化を働きか

ける。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 18年 12月 、 西 武 多 摩 川 線 の 武

蔵 境 駅 付 近 の 約 840ｍ 区 間 に つ い て

高 架 化 。 平 成 19年 ７ 月 に は Ｊ Ｒ 中 央

線 三 鷹 駅 ～ 国 分 寺 駅 間 の 約 6.2㎞ の

下 り 線 が 高 架 化 さ れ 、 同 区 間 に あ る

13か 所 の 踏 み 切 り で 遮 断 時 間 及 び 横

断 距 離 が 短 縮 さ れ た 。  

 

（ ３ ） 「 武 蔵 野 プ レ イ ス （ 仮

称）」周辺地区の環境整備  

「武蔵野プレイス（仮称）」

は武蔵境駅南口に近接し、武蔵

境のシンボルとしても位置づけ

られる。この建設にあわせて、
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北側に連坦する公園や周辺道路、

駐輪場など一帯の環境を、文化

創造と豊かな緑をコンセプトと

して整備し、積極的に武蔵境の

まちの魅力づくりを図っていく。  

 

（４）快適な環境の整備  

南北地域ともまだ緑地景観に

富んでいる武蔵境圏域では、今

後のまちづくりにおいても、緑

の保全、活用が期待される。  

武蔵境圏を流れる仙川水辺環

境の整備「仙川リメイク」を引

き続き進めていく。  
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Ⅴ 行・財政 

 第四期基本構想冒頭に掲げら

れた目標の一つは「持続可能な

社会をつくろう」である。その

目標を第四期長期計画が掲げる

「市民パートナーシップの積極

的推進」によってどう達成する

かがいま問われている。  

 少子高齢化が進展するなかで、

武蔵野市は三位一体の改革の結

果、国の補助金が削減されたば

かりか市民税収入も減少し、ま

た近い将来、膨大な経費を要す

る大型都市基盤の再整備が予定

されるなど、予断を許さない財

政状況に置かれている。  

 そのうえ、これからますます

多様化・高度化する市民ニーズ

や地域ニーズに対し、行政だけ

で応えていくことは不可能に近

いばかりか、不適切でもある。  

 今後求められるのは、市と市

民、事業者などがそれぞれ責任

を負うべき領域、相互に協働し

て取り組むべき領域の区分けを

明確にしたうえで、各領域を市

が調整役となり最適に組み合わ

せ、その相乗効果によってより

質の高いサービスを提供するこ

とである。それが財政上、持続

可能な方法であるだけでなく、

市民が実感する満足度からみて

望ましい方法でもある。  

 地域の公共的課題に取り組む

担い手をもっぱら自治体だけと

考える時代は、すでに過去のも

のになっている。多様な主体が

地域社会を担うという考えに立

てば、市民には、公共サービス

の受け手であるばかりでなく、

自らを担い手の一翼でもあると

位置づける自覚や、サービスの

費用対効果などを考える地域経

営の感覚をもつことが望まれる。  

 武蔵野市には、自主三原則に

基づくコミュニティセンターの

運営をはじめとして、これまで

市民参加、市民自治が広く実践

されてきた蓄積がある。今後、

市民がより一層市政に参加し、

市と協働して公共的課題の解決

にあたるための社会的基盤はす

でにある。  
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１  市 民 パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 積

極的推進  

 市民パートナーシップを積極

的に推進するために、そのルー

ル化を図る方策を検討するとと

もに、市民活動をその担い手の

育成まで配慮して支援し、また、

市民が市政に参加する機会や場

をこれまで以上に拡充する。  

 

（１）協働ルールの確立に向け

た取組み  

 市民パートナーシップや協働

の考え方に基づく市と市民、事

業者などの役割分担のあり方、

自治体運営の基本的なあり方の

見直しは、分権・自治という時

代の大きな変化を受けて要請さ

れているものである。  

 そこで、自治体運営の基本的

なあり方を武蔵野市全体の合意

事項として明文化し、市と市民、

事業者などの共通ルールとして

広く認識されるようにしておく

必要がある。そのために自治基本

条例を制定することを検討する。  

 検討にあたっては、条例制定

の意義、制定の手法、条例に盛

り込むべき内容、関連する他の

条例のあり方などについて議論

を尽くし、行政、市議会、市民

などが協働して、十分な合意形

成ができるように努める。  

 

（２）協働のための地域の力の

育成  

これまでも市の新規事業の検

討や既存事業の見直しに際して、

地域住民の知識や経験が様々な

分野の事業に活かされてきた。

今後はこれまでの地域活動の経

験に学びつつ、新たな地域の力

を見出し育成することが必要で

ある。今後の協働の発展のため

に、市民活動の場の確保と共に、

活動を支える役割を担う人材の

育成を推進する。  

地域特性や世代によって異な

る市民ニーズに対して、協働方

式できめ細やかに対応するため

に、「市民協働サロン」が市役

所に設置され、市と市民団体な

どとの協働の推進や団体相互の

交流の場は確保された。  

協働の基礎を強化することを

目的として、市民ボランティア

や市民活動団体、ＮＰＯの積極

的な活動を支援・推進する。市
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民活動の創成、交流・連携の場

として、「武蔵野プレイス（仮

称）」内に、「ＮＰＯ・市民活

動サポートセンター（仮称）」

を整備する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 平 成 19年 ９ 月 に 、 Ｎ Ｐ Ｏ ・ 市 民 活

動 団 体 が 出 会 い 、 相 互 の 連 携 を と り 、

行 政 と の 協 働 を 円 滑 に 推 進 す る た め

の 「 市 民 協 働 サ ロ ン 」 を 市 役 所 内 に

設 置 し た 。  

 

（３）市民による市政参加の拡大 

市民参加による長期計画策定

をはじめとして、市が設置する

審議会・委員会には、これまで

も多数の市民が委員として参加

してきた。  

今後、多様化する市民ニーズ

を市の計画に反映するために、

様々な世代や性別などに配慮し

た市民公募を推進し、多くの市

民が参加しやすい仕組みづくり

を検討する。  

また、審議会などに参加した

委員及び市民に対して、活動の

成果が施策にどのように反映さ

れたかの説明と情報提供を行い、

市民参加における双方向性を強

化する。  

さらに、市民の声を幅広く市

政に反映させるため、計画段階

での意見募集（パブリックコメ

ント）を推進する。  

電子会議室が市民による市政

参加のツールとなるように現在

のあり方を見直し、効果的な活

用を図るための新たな運用形態

も含めて積極的に検討する。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 市 と コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会 の 共 催 に

よ り 「 市 民 と 市 長 の タ ウ ン ミ ー テ ィ

ン グ 」 を 平 成 18年 １ 月 か ら 開 始 し た 。  

 

２  市 民 ニ ー ズ に 応 え る サ ー ビ

スの提供  

現代の急速なＩＣＴ技術革新

の応用が様々な分野で広がって

いる。行政も例外でなく、市民

が必要なサービスを「いつでも

どこでも」受け取ることができ

る行政のユビキタス化の試行も

始められている。このような動

向を見据えつつ、今後のサービ

ス提供のあり方について積極的

な対応を研究する。  

 

（１）ＩＴを活用したサービス

の拡大  

市民が市役所に出向くことな

く、市の事業への参加申し込み

や、証明書などの発行の請求が
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できる電子申請システムは、平

成 17年１月から稼働している。

今後は、この電子申請システム

を積極的に活用し、システムで

取り扱う申請手続きを拡充して

いく。  

法人市民税や固定資産税（償

却資産）の電子申告の導入につ

いては、多額の費用を要するた

め、費用対効果や全国の動向を

注視し、慎重に判断する。  

インターネットを利用した公

金の支払が可能となるマルチペ

イメントシステムの導入につい

て検討する。  

総 合 サ ー ビ ス カ ー ド （ Ｉ Ｃ

カード）の導入については、現

代の技術水準や市民のニーズを

把握し、利便性とリスクの観点

から検討を続ける。  

 

（２）行政サービスの提供機会

の拡大  

平成 19年の３月から４月にか

けて、市政センター３か所で土

・日曜日の開所を試行し、利用

した多数の市民から好評を得た。

そ の 実 績 を 踏 ま え 、 市 政 セ ン

ターの休日開所や取扱業務の拡

大を進める。  

また、コンビニエンスストア

や郵便局のＡＴＭなどを利用し、

税金の支払ができるようにする

など、市内に点在する民間サー

ビス機関を活用し、市民の利便

性を高めていく。  

 

（３）市民要望に的確に応える

仕組みづくり  

 市民のニーズにもっともよく

応えるために、人と人のコミュ

ニケーションを大切にする市役

所へと態勢の整備を進めていく。  

「 市 政 コ ン シ ェ ル ジ ュ （ 仮

称）」の設置を検討し、市役所

を訪れる市民に、市政に熟知し

た職員が話を聞き、その場で即

答したり、適切な部署・相談窓

口へつなぐことができるように

する。また、市役所の各種相談

窓口の相互連携を推進し、市民

の様々な相談に的確かつ迅速に

対応できる柔軟な組織とする。  

 市民から市に寄せられる「よ

くある質問」については、その

内容と回答をホームページ上で

公開している。その定期的な見

直しを行うことで、市民が「い
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つでもどこでも」必要な情報を

取り出せる仕組みを拡充する。  

 

３  積 極 的 な 情 報 発 信 と 情 報 セ

キュリティの徹底  

 「市民が主役」の基本姿勢に

立ち、市民と行政との協働を進

めていくには、市の保有する情

報を個人情報保護に配慮したう

え、市民と行政とで共有するこ

とが必要である。市民と行政と

の間で情報の量や理解度が均衡

して初めて、市民が持てる力を

遺憾なく発揮できる環境が整う。  

 そのためには、市民に市政情

報と地域活動情報を伝達する手

段として、市報を基本に様々な

媒体をこれまで以上に効果的に

活用する工夫を行う。  

 また、最適の媒体を活用して

効果的な情報発信を行っていく

ため、市政に関する多様な情報

が市民に適切に伝わっているか、

それが市民により有効活用され、

市民の満足を得ているかに関し、

市民調査や市民による評価シス

テムに基づいた研究を進める。  

 

 

（１）インターネットによる情

報提供の推進  

 市のホームページには、引き

続き最新の情報をきめ細かにわ

かりやすく掲載すると同時に、

ユニバーサルデザインの視点か

ら、利用者が必要な情報を容易

かつ適切に得ることができるよ

うに常に改善していく。  

 さらに、子育て世代や高齢者、

障がい者、家族介護者など、在

宅中心で過ごしている市民向け

に、各々が必要とする情報を共

有できる新たなシステムづくり

を研究する。  

 

（２）市政・地域情報の充実  

 市や地域に関する情報の入手

手段として、市民が最も利用し

ている市報は、編集のあり方、

紙面構成も含めて、新しい目で

見直し、一層の定着を図る。  

 市政資料コーナーや図書館で

は、市が保有する情報や資料の

目録をデータベース化したうえ、

市民が必要とする資料を簡単に

検索できるシステムを開発・活

用することを検討する。  
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（３）情報セキュリティの徹底  

市の業務のＩＴ化に伴い、市

は市民の個人情報を大量に保有

している。個人情報を保護する

ことは、市が市民から信頼され

るために、最も基本的なことで

ある。市民に関する情報を確実

に保護するために、武蔵野市に

ふさわしい情報セキュリティ・

ポリシーを徹底していく。  

このポリシーを遵守するため

に、職員研修のほか、各課の業

務 シ ス テ ム す べ て に セ キ ュ リ

ティ実施手順と運用マニュアル

を策定し、実践を徹底するとと

もにその内容も定期的に見直す。  

さらに、実施手順に沿った内

部監査や、外部の団体によるセ

キュリティ監査を各情報システ

ムについて実施していく。  

また、市のホームページを情

報の発信源として充実させてい

く中で、内容が改ざんされるこ

とのないよう、今後も技術革新

などの状況を考慮し、適切な管

理を行う。  

 

 

 

４  健全な財政運営の維持  

財政運営の基本は、健全な財

政を維持しながら、時代の変化

に対応した重点施策への資源配

分を行い、サービス提供の効率

性を高めていくことにある。限

られた財源の中で新規の事業を

行う際には、常にスクラップ・

アンド・ビルドや施策の総合化

などを視点におき、効率的な実

施に努めなければならない。  

 

（１）財政運営のガイドライン

の設定  

 市の健全な財政運営を維持す

るためには、市の財政を中長期

の視点で考える必要がある。バ

ランスシートなどの財務情報を

活用し、財政運営のガイドライ

ンの設定を検討する。  

 

（２）会計改革の推進  

単式簿記会計である公会計制

度の欠点を補うため、複式簿記

会計の導入を検討する。都など

の先行事例の効果などについて

研究し、本市における問題点、

効果、導入時期などについて検

討を行う。  
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（３）適正な受益と負担  

市民に行政サービスのコスト

を示したうえで、受益に見合っ

た適正負担の観点から、４年ご

とに行っている使用料・手数料

などの見直し作業を継続して実

施する。また、新たな歳入確保

策としての広告料収入について

は、すでに実施しているホーム

ページのバナー広告に引き続き、

市の刊行物などへの導入につい

ても検討を行う。  

 

（４）計画的な予算編成と説明

責任の強化  

適切な行政運営を行うために、

現在行っている事務事業レベル

の行政評価制度を抜本的に見直

し、政策・施策レベルの行政評

価制度を構築するとともに、評

価をもとにした予算編成を行う

など、予算と連動した仕組みへ

の転換も視野に入れた行政評価

制度のあり方を検討する。  

予算編成においては、各施策

の目標・評価や事業に必要な経

費が一目でわかるよう工夫し、

予算の根拠をできるだけ明らか

にすることによって市民に対す

る説明責任の向上を図る。  

行政運営上、透明性と市民へ

の説明責任を確保するため、積

極的な情報公開はもとより、監

査委員機能の充実を図ると同時

に、外部監査機能の積極的な活

用を検討する。  

 

（５）公共施設の計画的整備  

クリーンセンター、上・下水

道、小中学校など、社会生活を

支える基盤が更新時期を迎えて

いる。これらの施設の更新には

膨大な費用負担が予想されるた

め、中・長期的な視点から、公

共 施 設 の 中 長 期 資 産 管 理 計 画

（インフラ資産及び公共施設の

維持更新計画など）を作成する

とともに、財政計画との整合性

を常に検討する。  

ま た 、 公 共 施 設 ご と に 「 安

全」「保全」「環境」「福祉」

「経済」「利便」などの性能を

調査し、現状とあるべき姿を把

握したうえで、実効性、合理性

のある総合的な改善・整備計画

を作成し、計画的に実施してい

く。  

併せて、利用者の満足度調査
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を行い、課題や問題点などを整

理したうえで、次の改善・整備

に反映させる。  

武蔵境市政センターは、ＪＲ

中央線連続立体交差事業の完成

や武蔵境駅舎及び駅周辺道路の

整備など、武蔵境駅周辺まちづ

くりの進捗を見据えながら、駅

周辺への移設を検討する。  

 

（６）市有財産の有効活用の研究 

健全な財政運営を維持してい

くための方策の一つとして、市

有財産の有効活用が求められる。

利用計画が定まっていない市有

財産や未利用地については、売

却や貸付なども含め、その方策

を研究する。  

 

（７）財政援助出資団体の経営

改善の推進  

市政の代替・補完機能を担っ

ている財政援助出資団体に対し、

団体の設立者である市は、財政

援助出資団体経営改革プランや

経営評価制度などに基づいて、

適切な指導監督を行う。  

本調整計画期間中に、財政援

助出資団体が指定管理者となっ

ている施設の指定期間が終了す

る。市は、財政援助出資団体が

民間との競争に耐えられるよう

その経営改善を指導監督する。  

また、公益法人制度改革に伴

い、本調整計画期間中に、財政

援助出資団体の今後の方向性を

決めていく必要がある。財政援

助出資団体については、設立時

と現在の目的・役割の変化や将

来展望に照らし、統廃合や再編

なども含めて、そのあり方を慎

重に検討する。  

 

５  時 代 の 変 化 に 対 応 す る 柔 軟

な行政運営  

市は、これまで多くの市民に

よる広範な活動と高い担税力に

支えられて、先駆的な行政サー

ビスを実施してきた。  

しかし、将来の財政見通しは

楽観を許すものではない。限ら

れた財源の中で、これまで行政

が提供してきたサービスの質を

落とすことなく、より豊かで、

安全・安心なまちとして発展を

目指すには、効率的・機動的な

行政運営が不可欠である。  

民間企業における経営の考え
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方や手法を行政運営に取り入れ、

市政の効率化・活性化を図るた

め 、 Ｎ Ｐ Ｍ （ ニ ュ ー ・ パ ブ リ ッ

ク ・ マ ネ ジ メ ン ト ） 手 法 を 積 極

的に活用し、顧客主義や成果主

義について研究する。  

また、行政運営の見直しと共

に、職員一人ひとりの持てる能

力を最大限に引き出していく人

材育成を進める。  

 

（１）地方分権などへの的確な対応 

「国から地方へ」のかけ声の

もと、平成 12年４月から施行さ

れた地方分権一括法やその後の

三位一体の改革などにより、地

方分権が着実に進展しつつある。  

一方、この間行われた地方交

付税の大幅削減に見られるよう

に、分権改革にはその名のもと

で、自治体への分権よりもむし

ろ政府の財政再建など、国の都

合を優先させがちな側面がある。  

今また地方分権改革推進法の

制定により、第二期分権改革が

進められようとしている。それ

が真にその名に値する改革とな

るように、自立した自治体とし

て関連情報を的確に把握し、ま

た、国や都に積極的に意見を述

べていく必要がある。  

分権改革が進むにつれ、自治

体には、持続可能なまちづくり

をする総合的な経営主体として

の力量がいままで以上に問われ

る。そのための経営力を高める

取組みを着実に進める。  

 

（２）事務事業・補助金の見直し 

市が直営で事業を実施すべき

もの、市民協働によるべきもの、

民間委託をするもの、補助金な

どにより外部団体の取組みを促

進すべきものについて、統一的

な方針や基準を示し、厳格な運

用を図り、効率的な運営が行え

るよう検討する。そのために市

の方針を策定し、市の施策・事

業のあり方や必要性、手法など

を全庁的に点検・評価し、事務

事業の見直しを計画的に進める。  

市が団体等に対して支出して

いる補助金について、公平性・

必要性などの観点から評価を行

い見直しを実施する。  

市民団体やＮＰＯからの事業

受託提案制度などについて既に

行われている事業との整合性を
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とりつつ研究する。あわせて、

民間などへの委託化を推進する。  

さらに、公の施設の管理運営

については、一部の施設で指定

管理者制度を導入しているが、

市が担う役割分担を踏まえ、民

間に開放すべき公の施設には、

積極的に指定管理者制度を広げ

ていく。  

市民の生活圏域が拡大してい

る現在、それぞれの自治体が類

似の施設などをつくることは行

政運営上効率的であるとは言え

ない。各自治体の保有する施設

を相互に利用しあうことなどを

さらに検討し、近隣区市などと

の広域連携の一層の推進を図る。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 有 識 者 と 公 募 市 民 で 構 成 す る 「 事

務 事 業 ・ 補 助 金 見 直 し 委 員 会 」 に お

い て 、 事 務 事 業 ・ 補 助 金 の 点 検 を 行

っ た 。  

 

（３）事務事業のＩＴ化の推進  

安全で信頼性の高い行政サー

ビスを実現するための手段とし

てＩＴを積極的に活用し、市民

サービスの向上と庁内業務の徹

底した効率化を図る。他方、Ｉ

Ｔ化に伴い職員のストレスが増

大することに考慮して、ストレ

ス緩和対策をあわせて進める。  

また、既存のシステムについ

てもセキュリティ対策の徹底や

費用対効果の視点で見直しを行

っていくことが重要である。  

このことから、第二次総合情

報化基本計画を策定し、ＩＴ戦

略会議を中心にＩＴ施策を推進

していく。また、効果的な研修

などを通じて引き続きＩＴを活

用できる人材、指導できる人材

の育成を行う。  

課税・収納事務の連携と効率

化を図るための税務総合電算シ

ステムや、戸籍謄本や住民票な

どの証明書が休日・夜間にも発

行できる自動交付機の導入を順

次実施していく。  

 

（４）職員定数の適正化  

職員定数に関しては、第四次

職員定数適正化計画を確実に実

行するとともに次期計画を策定

する。任期付職員制度の活用、

退職職員の計画的な再任用・再

雇用、民間企業経験者の採用な

どの一層の推進や、１人２職制

などの検討を行いつつ、適切な

職員体制を実現していく。これ
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らの運用にあたっては、公平性

・透明性を確保する。  

また、嘱託職員化の可能なも

のについては、平成 11年度から

実施している中高年齢者・障害

者雇用創出事業などを引き続き

活用していく。  

***** * * * * * * * *  

第 四 期 長 期 計 画 の 主 な 実 績  

★ 中 期 的 な 行 財 政 運 営 の 基 本 方 針 と

し て 、 「 第 二 次 武 蔵 野 市 行 財 政 改 革

を 推 進 す る た め の 基 本 方 針 」 を 、 ま

た 、 こ の 基 本 方 針 の 取 組 事 項 の う ち 、

集 中 的 に 改 革 を 要 す る 取 組 事 項 の 実

行 計 画 と し て 「 武 蔵 野 市 行 財 政 集 中

改 革 プ ラ ン 」 を 策 定 し た 。  

 

（５）職員の資質向上の推進  

地方公共団体として、「最小

の経費で最大の効果」を上げ、

自治体としての体質強化を図っ

ていくことは当然の責務である。  

職員自らが常にコスト意識を持

つことはもとより、経営能力の

かん養が必要である。  

給与制度については職員の職

務や職責、能力、成果に応じた

ものに改善していく。あわせて

勤務評定制度が職員の能力や職

務上の成果を適正に反映するよ

うにし、人材の育成や給与上の

処遇に活用できる制度とする。  

職員のコスト意識の徹底を促

進していくと共に、仕事量の増

加による職員のストレスの緩和

も、業務効率の改善には不可欠

な要素である。平成 19年度に庁

舎レイアウトの変更を実施した

のに伴い職場内の環境改善を行

ったが、今後も引き続き良好な

環境を整備することで、職員間

のコミュニケーションを活性化

させ、業務連携の迅速化・円滑

化を図る。  

市民協働や行政改革を進める

うえで、職員の資質向上は最重

要である。自ら目標を設定し、

自主的に仕事に取り組み、生活

感覚溢れるサービスを提供でき

る職員を育成するための研修や

モチベーションを高めるＱＣ活

動を積極的に進めていく。  
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（１）日本経済の動向  

日本経済は平成 14年１月より

始まった景気回復が長期間にわ

たって持続している。平成 19年

12月の月例経済報告によれば、

サブプライム住宅ローン問題を

背景とする金融資本市場の変動

などに留意は必要とするが、個

人消費はおおむね横ばいであり、

先行きについては、企業部門が

底堅く推移し、景気回復が続く

と期待されるとしている。政府

経 済 見 通 し に よ る 国 内 総 生 産

（ＧＤＰ）については、平成 19

年 度 の 実 績 見 込 み は 、 実 質 1.3

％ 増 、 名 目 で 0.8％ 増 、 平 成 20

年度は実質 2.0％増、名目で 2.1

％増とされている。  

 

（ ２ ） 武 蔵 野 市 の 財 政 の 状 況

と課題  

長引く景気低迷や国の減税政

策のもとでも、本市の財政は市

民の高い担税力に支えられ、こ

れまで健全な財政を維持してき

た。財政力を判断する理論上の

指標とされる財政力指数も平成

19年 度 に 1.650（ ３ か 年 平 均 ）

となり、全国３位となっている。

しかし、後述する三位一体の改

革による影響や今後の財政需要

を考えると、この状態を将来に

わたり維持していくことは大変

厳しいと予想される。  

本市の歳入の特徴は、市税収

入が全体の約６割を占め、その

うちの約５割が個人市民税であ

り、この安定した財源が健全な

財政運営を可能としている（図

表１）。しかしながら、平成４

年 の 189億 円 を ピ ー ク に 減 少 し

ていた個人市民税は、税制改正

の影響もあり平成 17年度から徐

々に回復の兆しを見せているも

のの、今後大きな伸びは期待で

きない。法人市民税は平成 13、

15、 17及び 18年度に一企業から

の臨時的な増収により好転し、

特に平成 13年度は市税全体の収

入 が 400億 円 を 超 え 、 こ れ ま で

の最高額となった。また、平成

18年度は景気回復による影響が

法人市民税で見られたが、今後

も同様な税収を維持できるかに

ついては、楽観できない状況に

ある（図表２）。  
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歳出については、人件費、扶

助費、公債費の三費目を合わせ

たいわゆる義務的経費が、平成

18年 度 決 算 で 209億 円 と な り 、

10年前の平成８年度決算と比較

す る と 2.4％ の マ イ ナ ス と な っ

ている。扶助費は徐々に増加し

て い る も の の 、 市 債 の 償 還 の

ピークが過ぎ、公債費が減少し

たこと及び、人件費が減少した

ことによるものである。人件費

は、職員定数適正化計画による

人員削減、給与改定、各種手当

の見直し等により減少している

が、平成 19年度から 22年度にか

けてピークを迎える団塊世代の

退職者の増加が、退職金の増加

につながる。扶助費は生活保護  

 

措 置費の伸びが落ち着きを見せ

ているが、乳幼児医療費助成の

所得制限撤廃、義務教育就学児

医療費助成の創設や高齢者人口

の増加が今後の増加の要因にな

ると考えられる。その他の経常

的な経費としては、物件費の伸

びにも注意する必要がある。物

件 費 は 平 成 18年 度 に 115億 円 と

なり、 10年間で 10.7％増加して

いる。特に、物件費の６割以上

を占める委託料の伸びは 10年間

で 22.9％と大幅な増となってい

る。委託料の増加は、人件費を

抑えるために民間委託を進めた

ことが要因の一つで、やむを得

ない面もあるが、物件費比率が

多摩 26市で１位であることもあ

図表１　歳入の推移
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図表２　市税収入の推移
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り、その抑制も大きな課題の一

つである（図表３）。  

 基金については、法人市民税

の臨時的な収入等を着実に積立

ててきた結果、平成 18年度末の

基 金 残 高 は 、 287億 円 と な っ た 。

今 後 、 「 武 蔵 野 プ レ イ ス (仮 称

)」 建 設 事 業 な ど へ の 取 崩 し を

予定しているので、一定の減少

が予想されるが、これからの市

有施設の更新等の行政需要を勘

案すれば、基金の取崩しは慎重

に 計 画 す る 必 要 が あ る （ 図 表

４）。  

平成 18年度末の市債（借金）

残 高 は 、 一 般 会 計 260億 円 、 下

水道事業会計 32億円、土地開発

公社 112億円で、合計 404億円と

なっている。土地開発公社の借

入金は計画的な償還に努めてい

るが、今後も必要な土地の先行

取得が予定されているので、大幅

な減少は考えにくい（図表５）。  

財政構造の弾力性を表わす経

常 収 支 比 率 は 、 平 成 14年 度 に

85.2％まで増加したが、法人市

民税の臨時的な収入などにより

平成 18年度には 75.9％となった。

一般的には 70～ 80％が適正水準

とされており、現在は多摩 26市

中最も低いが、施設の維持管理

費の増などにより、この水準を

維持することが難しくなること

も考えられる（図表６）。  

図表３　歳出性質別の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
年度

億円

人件費 扶助費 公債費
物件費 繰出金 その他
投資的経費

図表４　基金残高の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
年度

億円

財政調整基金 公共施設整備基金

学校施設整備基金 吉祥寺まちづくり基金
公園緑化基金 その他基金



 取 扱 注 意  
平成 19 年 12 月 30 日現在 

 124

（３）武蔵野市の財政見通し  

平成 19年度上半期（ 4～ 9月）

の国の税収実績は、前年同期比

7.2％ 増 で 当 初 予 算 編 成 時 に 想

定 し た 伸 び 率 （ 9.0％ 増 ） を 下

回り、また地方税収の伸びにつ

いても急激に鈍化しつつある。  

平成 19年度の本市の市税収入

においても、個人及び法人市民

税の伸びが予想を下回る見込み

となっている。さらに、三位一

体の改革による国庫補助負担金

の一般財源化に伴い、所得税か

ら個人住民税への税源移譲が実

施されたことにより、本市にお

いては平成 19年度以降毎年度７

億 9,000万 円 も の 大 幅 な 税 収 減

が見込まれている。  

ただし、固定資産税につい

ては、平成 17年度に地価が下げ

止まり、平成 18年度以降上昇基

調に変わってきたこと、また大

型マンションの建設計画が続く

ことなどから、増加傾向にある

と予想している。  

歳出では、現在進行している

複数年にわたる事業は、ＪＲ中

央線連続立体交差事業、「武蔵

野プレイス（仮称）」建設事業

及び武蔵境駅周辺整備事業があ

る。また、今後取り組まなけれ

ばならない事業に、吉祥寺駅南

口都市計画事業をはじめ、小中

学校など更新時期を迎え始めた

市有施設の更新や維持管理のた

めの改修事業などがあり、これ

図表６　経常収支比率の推移
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らは膨大な経費を要すると見込

まれる。さらに、地域での暮ら

しを支える福祉の充実、子育て

しやすい環境の整備、持続可能

な環境共生都市づくり、安全・

安心のまちづくりなど、多くの

課題が山積している。  

一方、国は平成 20年度から暫

定措置として法人事業税を見直

す 是 正 策 に よ り 、 都 な ど か ら

4,000億 円 の 税 収 を 地 方 に 回 し 、

地域間の財政力格差の縮小を図

り、偏在性の小さい地方税体系

の構築をすすめるとしている。

本市にとっては、直接的な影響

は無いものの、今後、都市部の

自治体に大きな影響を及ぼす動き

も否定できず、税制改正の論議

の行方には十分注視が必要である。  

景気回復がこのまま緩やかに

継続していくとしても、今後数

年間の財政状況は、決して楽観

できる状況で推移するとは考え

られない。平成 19年 11月には事

務事業・補助金見直し委員会の

答申が出されたが、行政運営に

あたっては、これらの成果を活

かし、サービスの質の向上とコ

ストの削減に努め、スクラップ

･アンド ･ビルドを市役所一丸と

なって推進していく必要がある。  

 

（ ４ ） 財 政 計 画 の 策 定 の 方 法

について  

財政計画は、地方自治体が総

合的な行政運営を行うための財

源的な裏づけを保証するもので

あり、武蔵野市の長期計画・調

整計画は、財政計画のもとに策

定されている。  

第四期基本構想・長期計画策

定時における平成 17年度から平

成 19年度まで３年間の計画額と

実績の比較は図表７、図表８の

とおりで、実績額が計画額を上

回っている。歳入では、平成 17

年度と平成 18年度に法人市民税

で臨時的な収入があったこと、

また、地域住宅交付金などの新

設された国庫補助金が交付され

たことなどが大きな要因である。

歳出では、ほとんどの費目で計

画額を下回っている一方で、歳

入が伸びた分を基金に積み立て

ている。  



 取 扱 注 意  
平成 19 年 12 月 30 日現在 

 126

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

財 政計画策定にあたっては、

調整計画の実効性を担保するた

め、従来の計画との整合性を図

り、堅実な財政運営をすすめら

れるよう、以下のとおりの方法

とした。  

①  現 行 の 税 財 政 制 度 を 前 提 と

し 、 改 正 が 明 ら か な も の に

ついては反映させる。  

②  計 画 は 一 般 会 計 に つ い て の

み策定する。  

③  各 年 度 の 歳 入 ・ 歳 出 の 算 定

は 、 平 成 19年 度 を 基 準 と し

て 、 平 成 18年 度 ま で の 決 算

の 推 移 、 将 来 人 口 推 計 、 経

済 見 通 し な ど を 考 慮 し て 計

上する。  

④  新 規 の 事 業 計 画 の 投 資 的 経

費については、各当該年度に

その財源とともに計上する。  

 

（５）財政計画  

平成 20年度から平成 24年度ま

での５年間の財政計画は図表９

のとおりである。歳入のうち個

人市民税は人口推計と経済見通

し等を、法人市民税は景気動向

等を勘案して推計した結果、市

税 全 体 で 平 均 0.4％ の 増 を 見 込

んだ。国庫支出金は、地域住宅

交付金が平成 21年度で終了する

こ と な ど か ら 平 均 2.4％ の 減 、

都支出金は制度改正による都民

税（個人）徴収取扱金の減など

図表７　歳入の実績（平成17～19年度）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000 180,000

計画額

実績

百万円市税 国庫支出金 都支出金 繰入金 市債 その他

図表８　歳出の実績（平成17～19年度）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000 180,000

計画額

実績

百万円人件費 扶助費 公債費 物件費 維持修繕費
補助費等 繰出金 投資的経費 積立金 その他

※ 実 績 は 、 平 成 17、 18年 度 の 決 算 額 と 平 成 19年 度 の 決 算 見 込 額 の 合 計 。  
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を 見 込 み 平 均 1.9％ の 減 と 推 計

し た 。 繰 入 金 は 152億 円 と し 、

市債は新規事業のうち適債事業

の充当率から 98億円とした。  

歳出のうち、人件費は給与改

定を見込まず、現行の職員定数

適正化計画による職員削減数か

ら算出した。扶助費は、これま

での決算額の推移に人口推計か

ら の 伸 び 率 を 加 え 平 均 1.1％ の

増を見込んだ。公債費は、３年

据 置 20年 償 還 、 借 入 利 率 2.8％

で算出した。物件費、補助費等

については、これまでの決算額

の推移から算出し、繰出金は特

別会計ごとに策定した財政計画

か ら 250億 円 と し た 。 新 規 事 業

の 投 資 的 経 費 は 全 体 で 488億 円

となり、その内訳のうち一般財

源 は 196億 円 で そ の 他 の 財 源 は

図表 10のとおりである。  

基金及び市債等の残高は図表

11のとおりとなる。なお、基金

については、積立ては利子分の

みとしており、新規の積立ては

計上していない。基金残高は平

成 24年 度 末 で 、 123億 円 と な り

平 成 19年 度 末 に 比 較 し て 142億

円減の見込みとなる。一般会計

の 市 債 は 平 成 24年 度 末 で 239億

円となり、平成 19年度末に比較

して 17億円減の見込みである。  

この計画をもとにした平成 24

年度のバランスシートは図表 12

のとおりとなる。平成 18年度か

ら平成 24年度では、固定資産は

313億 円 増 加 し 、 市 債 は 21億 円

減少する見込みである。一方、

財政調整基金を含めた基金全体

で は 164億 円 減 少 す る が 、 正 味

財 産 は 198億 円 増 加 す る と 試 算

した。その結果、資産・負債の

バランスは健全な水準を維持で

きると見込まれる。  

財政計画上考慮しなければな

らない後年度負担である市債等

の償還予定額は図表 13のとおり

である。  

また、築 30年を経過している

主な施設の一覧を図表 14に掲げ

たが、市有施設の更新は、財政

上の重要課題のひとつである。

昭和 40年代を中心に鉄筋コンク

リート化された小中学校校舎の

改築計画はじめ、その他の市有

施設、下水道施設及び水道施設

については、それぞれ更新計画

を策定しているところである。
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また、クリーンセンターの建替

えについては、平成 26年度頃か

ら着手できるよう準備が進めら

れている。平成 19年度末から平

成 20年度末にかけて具体的な更

新計画が策定される予定である

ので、それらに基づき、財政規

律を保持しながら社会資本スト

ックの再整備へ向けて、計画的

かつ着実に実施していく。  
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図表９　財政計画（平成20～24年度）

（歳入） （単位：億円）

平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度 合計額

決算額 決算見込額 計画額 計画額 計画額 計画額 計画額 20～24年度

市税 382 366 368 370 376 382 374 1,870 1,727

国庫支出金 42 54 46 53 48 44 47 238 182

都支出金 34 32 37 33 31 29 29 159 140

繰入金 17 37 26 27 36 21 42 152 89

市債 10 20 10 30 25 12 21 98 180

その他 105 89 62 63 59 60 58 302 376

590 598 549 576 575 548 571 2,819 2,694

（歳出） （単位：億円）

平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度 合計額

決算額 決算見込額 計画額 計画額 計画額 計画額 計画額 20～24年度

人件費 113 119 114 114 119 112 116 575 606

扶助費 67 74 75 76 77 79 79 386 360

公債費 29 29 29 28 27 28 29 141 155

物件費 115 129 129 122 123 124 125 623 622

補助費等 53 58 61 57 58 59 60 295 300

繰出金 38 31 50 47 48 51 54 250 214

投資的経費 80 112 77 120 110 83 98 488 405

その他 67 23 14 12 13 12 10 61 32

562 575 549 576 575 548 571 2,819 2,694

図表10　経常及び資本予算　 （単位：億円）

平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度 合計額

決算額 決算見込額 計画額 計画額 計画額 計画額 計画額 20～24年度

経常予算

収入 555 499 496 499 512 507 513 2,527 2,430

支出 481 464 472 456 464 465 474 2,331 2,329

差額 74 35 24 43 48 42 39 196 101

資本予算

投資的経費 80 112 77 120 110 83 98 488 365

財源

一般財源（経常予算額） 40 34 24 43 48 42 39 196 101

国庫支出金 9 18 9 17 11 8 10 55 18

都支出金 5 3 8 3 1 0 0 12 5

基金繰入金 17 37 26 27 25 21 28 127 89

市債 10 20 10 30 25 12 21 98 152

計 81 112 77 120 110 83 98 488 365

図表11　基金と市債等の残高見込み （単位：億円）

平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度

決算額 決算見込額 計画額 計画額 計画額 計画額 計画額

基金残高 287 265 245 219 184 164 123

市債残高（一般会計） 260 256 243 250 253 242 239

市債残高（下水道事業会計） 32 35 35 34 34 33 33

土地開発公社借入金残高 112 93 108 87 88 69 53

借入金合計 404 384 386 371 375 344 325

借入金合計－基金残高 117 119 141 152 191 180 202

区　　分

参考：17～21
年度の計画額

参考：17～21
年度の計画額

参考：17～21
年度の計画額区　　分

計

区　　分

計

区　　分
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図表12　平成18年度及び平成24年度の予想バランスシート

(単位：億円）

平成18年度 平成24年度 増　減

流動資産 107 111 4

うち財政調整基金 62 38 △ 24

固定資産 2,293 2,606 313

投資その他 253 113 △ 140

うち基金 227 87 △ 140

2,653 2,830 177

負債 394 373 △ 21

うち市債 260 239 △ 21

正味財産 2,259 2,457 198

うち国・都支出金 267 343 76

うち積立金 289 125 △ 164

うち資産形成一般財源 1,703 1,989 286

2,653 2,830 177

資産合計

負債・正味財産合計

図表13　市債等償還額

0

1,000

2,000

3,000
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8,000
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